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１９９８年の秋から文部省
科学研究費特定領域B
の助成を得て始まったこ
の大型プロジェクトも５
年が経過し、いよいよ最
終的なまとめの段階を迎
えることになった。各班
では目下、「変貌するア
メリカ太平洋世界」とい
うシリーズ名の叢書刊行
に向けて原稿の集約が進
行中であり、最終的な成
果はこの叢書の出版に

よって完了する予定である。しかし、ニューズレターの刊行は
この号が最後となるので、一応の締めくくりを述べておきたい。
この研究プロジェクトは、政治外交、安全保障、経済、社会、
環境、文化という学際的な分野にまたがる総勢６０人近い研究者
によって担われてきた。日常、別々の学会に属する研究者が多
かったため、相互の交流や調整は多難であったが、６分野ごと
の計画研究班の進行状況を集約し、相互調整を図るための総括
班会議は年に４－５回、通算で２４回も開催してきた。また、
ニューズレターを５冊発行し、メンバー間の情報交換を活発に
するとともに、メンバー全員のための研究総会を通算７回開催
した。さらに、国際会議は当初の予定通り２０００年と２００２年に開
催し、いずれも成功裡に終えることができた。
この第一回国際会議の議事録は、Framing the Pacific in

the２１st Century : Coexistence and Friction として刊行
し、国内外で好評を得、ほとんど在庫がない状態にある。また、
第二回の国際会議の成果も、現在、英文議事録として刊行を準
備中である。さらに、第一回の国際会議に向けて、環太平洋大
学協会（APRU）の協力を得て、環太平洋地域の諸大学にお
ける「太平洋地域研究」の実態調査を実施し、報告書を和英両
語で刊行し、好評を得た。
このように５年間にわたり、かなり精力的に共同研究を推進

し、成果を積み重ねてきたが、同時に、現状分析を中心とした
共同研究の難しさと面白さを痛感させられた５年間でもあった。
とくに、１９９７年のアジア通貨危機に対して「アジア太平洋経済
協力会議（APEC）」が有効な対応を示せなかったことや、農
産物の自由化をめぐる日米対立などから、APECの結集力の
弱まりがみられ始めている。その結果、アジア太平洋の各地で
二国間の自由貿易協定（FTA）に重点を移してゆく傾向も目
立ち始めており、アジア太平洋地域における地域協力形態の流
動性が顕著になっている。
また、２００１年９月１１日に発生した同時多発テロ事件とその後

の「対テロ戦争」の展開は、米国とイスラム世界の間のパーセ
プション・ギャップの大きさや米国の単独行動主義への一層の

傾斜を見せつけることになり、アジア太平洋地域における地域
協力の方向性に新たな不確定要素を付け加えることになった。
その上、日本経済の不況が長引き、外交面での指導性の発揮

が鈍る一方で、経済成長の著しい中国がWTO加盟を実現した
上、東南アジア諸国との FTA推進の姿勢を明確にしてきたた
め、アジアの地域協力をめぐる日中対抗も浮上してきている。
このような新しい動向が加わった結果、APECに象徴され

るアジア太平洋地域における地域協力組織の将来は、かえって
不透明になっている傾向を否定できない。しかし、一方でEU
が共通通貨ユーロを発行し、さらに東欧諸国を加えたEUの拡
大を志向したり、米州では北米自由貿易協定（NAFTA）を中
南米に拡大し、米州自由貿易協定（FTAA）の結成をめざそう
とする動きが続いている。
そのため、アジア太平洋地域でも何らかの形で地域協力組織

の模索が続けられると思われるが、その形態は多様であり、
APECのような米国を含めた広域アジア太平洋地域の協調だ
けでなく、東アジアとか、東南アジアといったサブ・リジョナ
ルな範囲での地域協力も模索されてゆく可能性が強い。また、
二国間の FTAも一層追求されてゆくであろう。つまり、アジ
ア太平洋地域では地域協力の範囲や形態の多様性、重層性が当
面の特徴であり、それが特定の範囲や形態での地域統合に収斂
してゆくかどうかはまだ不透明な状況にあると言わざるを得な
い。
この不透明性を少しでも明確にするため、本プロジェクトで

は昨年１２月と本年１月にアジア太平洋地域における FTAの動
向に関するミニ・シンポジウムを開催したが、本号にはその報
告要旨を掲載することができた。年末年始の多忙な時期にも拘
わらず、貴重な報告をしてくださった報告者の方々に感謝して
いる。また、ワシントンDCで米国政府や議会に密着取材し、
貴重な情報を『ワシントン・ウォッチ』として発行されている
山崎一民氏からも興味深い論考を寄稿して頂いた。記して感謝
する次第である。
最後に、５年間、この大型プロジェクトを推進してくださっ

た各計画研究班の班長やメンバーの皆さん、また、事務局を支
え続けてくださった宮内智代、灰塚毅弘、末延由美子、宮地裕
美子、菅美弥の各氏に感謝する次第である。あとはシリーズ「変
貌するアメリカ太平洋世界」の刊行が順調にいくように願って、
結びとしたい。
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特別セミナー「APECとFTA」 

報告 1

アジアにおける 
自由貿易協定とAPEC

2002年12月22日（日）開催 

私は確かにAPECの
カバーをしておりました
時代がありましたが、こ
の鞄は１９９９年、ニュージ
ーランドの時の鞄でして、
これを持っていることに
よって、私はAPECに
忠誠心があるぞと思って
おります。しかし、その
頃から確かにAPECは
少しずつ変質を見ていて、
３年ぐらい前から FTA
のプロセスが始まってお

り、それら２つをどのようにあわせてものを見るかというのは、
私にとって初めての試みです。まず整理をしたところから申し
上げます。現実的に、性格上どういう問題があるかということ
を説明したいと思います。
第１に、APECと FTAですが、類似点もあり、相違点もあ

ります。両者が類似しているという説を唱える方がいます。こ
の類似説は、APECはボゴール宣言で得た合意を持っている
というものです。ボゴール宣言は１９９４年、インドネシアでの首
脳会議のときに、APECの目標としてセットされたもので、開
放的かつ自由な貿易と投資という目標を作るとしています。
Open and Free Trade and Investment という目標に向
かってAPECは進んできたということです。先進エコノミー
は、あそこではいつもエコノミーと言いまして、国とは言いま
せん。これは香港や台湾があるためで、先進エコノミーは２０１０
年にこの目標を達成する、途上エコノミーは２０２０年まで待って
あげるということですが、いずれにしても貿易と投資の自由化
を目指すという意味では、FTAと同じではないかということ
です。
第２に、FTAも出発点は２国間、あるいはいくつかの小さ

な国々のグルーピングから始まりますが、目標は段々広がって
いきます。そういうことからすると、双方、同じような目的を
目指しているのではないかというような類似説を唱える方々が
いらっしゃいます。
他方で、もちろん、相違点がたくさんあるということで、相

違説というのもあります。これは後でも述べますが、APEC
と FTAとは、自由化を追求する方式、つまりアプローチ、そ
して対内的な、あるいは対外的な、もしくは政治的な衝撃度と
いいますか、インパクトです。また克服すべき法制面での処理
の複雑性、このプロシージャーの問題などの面で本質的な違い
があるという相違説を主張する方がいます。
あるいは、３つめは発展的段階説です。これは、APECは

最初しょうがないから作ったものであり、そして段々 FTAに

進んでいくとするものです。つまり、APECはマイルストー
ンというか途中経過のようなもので、我が国はこれが妥当だと
する見方があります。
いずれにしても、APECと FTAの間には類似点もあれば相

違点もあり、あるいは経過、徐々に経過して発展していくのだ
という見方をする方もいます。
２つめにこの両者に共通の縦糸と横糸、共通の部分がありま

す。これを縦糸とするとX軸というのがあり、これが横糸で
す。このように２つを分けて説明をすることもできるのではな
いかと思いますが、この両者が出現する過程で、政治的にある
いは経済的に、あるいは政治外交的に、いくつかの要素があっ
たということがいえると思います。経済的な要素で言えば、ま
ずアジアの経済成長が急速に進んだこと、そして、２つめにそ
れに伴って我が国の貿易構造がアジアに対してどんどん傾いて
いったこと。３つめに、WTOを中心とする、貿易の自由化を
進めるという方式が、相対化してきたということ。経済面では
このような３つの要素が数えられるのではないかという気がし
ます。
政治外交面では、３つの要素があります。いわば対米中心主

義の外交の相対化が少しずつとはいえアジアにどこまでシフト
できるのか。さらには東南アジア諸国の政治的な安定性が高ま
るとともに、日本と東南アジアとの関係が別の次元に進んでい
くということ。そして３つめは、中国を意識して、中国にどの
ように対応するかということです。以上のように経済面でも３
つ、それから政治面でも３つ、計６つの要素があります。この
６つの要素がAPECと FTAでそれぞれ多少違った形で、働
いている、作用しているのです。
経済面の要素に関してもう少し詳しく申し上げますと、アジ

ア諸国の経済成長があります。皆さんご承知のように、８０年代
から９０年代にかけて、政治的な安定をバネにして、アジア諸国
で経済成長が進みました。また我が国の経済援助も功を奏しま
した。これは最近いろいろなところで、アジアにおける開発政
策の成功とか、雁行型成長もよかったのではないかという見方
が出てきているようですし、アジアの経済成長、あるいは開発
政策は他の地域にとっても、モデルとなっているはずだとも言
われています。いずれにしても、そのような我が国の経済援助
もあって、アジア地域の経済成長は８０年代、９０年代にどんどん
進んできました。そういう中で、我が国からの民間投資も増え
て、アジア諸国との生産連携が進み、あるいは流通経路の面で
も連携が進んで、我が国のビジネスはアジア諸国との間でもう
切っても切れない関係ができました。そういう事実に基づくこ
の地域の経済的な協力あるいは統合を目指す動きが、APECで
あれ、FTAであれ、そうした下地が、既にこの段階で、でき
ていたということがあると思います。第２に、それに伴って我
が国の貿易構造の変化も進んでいまして、資料①「わが国と世
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通年 貿易額順位表 単位：千ドル、百万円 
国名 ＄順位 金額（＄） ＄前年比（％） ＄構成比（％） 金額（￥） ￥前年比（％） ￥構成比（％） 
米国 
ASEAN全体 
ASEAN5
中国 
韓国 
台湾 
ドイツ 
香港 
マレーシア 
タイ 
オーストラリア 
インドネシア 
シンガポール 
イギリス 
サウジ・アラビア 
アラブ首長国連邦 
フィリピン 
カナダ 
オランダ 
フランス 
イタリア 
カタール 
メキシコ 
ベルギー 
イラン 
スイス 
クウェート 
ブラジル 
アイルランド 
パナマ 
ロシア 
ベトナム 
出典：経済産業省　対外経済政策総合サイト（但し、ASEAN全体、ASEAN5については日本関税協会　外国貿易概況より） 

資料①　わが国と世界各国の総貿易額（国別順位）2001年 

1 184316465

88727733
42495386
38409217
28034303
24705445
23870910
22244747
22133467
21272677
20101033
18148079
15914735
15417978
14606324
14313677
13348267
12432147
10208560
6332477
6093001
6051314
5809977
5251564
5087056
5016192
4966889
4894468
4569422
4380548

85.9

103.8
83.1
71.3
85.7
85.7
84.1
91.8
94.6
88.8
73.7
84.7
92.1
88.8
83.7
88.4
91.5
89.6
91.9
103
80.2
85.6
98

97.7
91.5
90.9
86.4
75.1
88.8
94.9

24.5 22382536
13196300
12398700
10790400
5160227
4664870
3402538
3003014
2898541
2702960
2689049
2583336
2439743
2204005
1933439
1871362
1774182
1738582
1619624
1509144
1239593
768757
740658
734621
706719
638085
618114
608876
603363
593498
555439
533120

96.7 24.5

11.8 117.1 11.8
5.6 93.6 5.6
5.1 80.4 5.1
3.7 96.5 3.7
3.3 96.6 3.3

3.23.2 94.7
33 103.5

2.92.9 106.7
2.82.8 100
2.72.7 83.1
2.42.4 95.5
2.12.1 103.7
22 99.9

1.91.9 94.3
1.91.9 99.7
1.81.8 103
1.71.7 100.9
1.41.4 103.6
0.80.8 115.9
0.80.8 90.5
0.80.8 96.4
0.80.8 110.5
0.70.7 110
0.70.7 102.8
0.70.7 102.4
0.70.7 97.4
0.60.7 84.9
0.60.6 100
0.60.6 107.2

2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

国名 
インドネシア 

Simple average 
(All Products)

37.5
マレーシア 14.5
フィリピン 25.6
シンガポール 6.9
タ　　イ 25.8
ブルネイ 24.3
ミャンマー 83.6
中　　国 10.0
日　　本 2.9

資料②　　　　　ASEAN各国平均関税率（全品目） 出典：WTO CTS

界各国の総貿易額」という数字を見ますと、基本的に往復の貿
易額をとっております。ちょっと太く黒い枠で囲ってあるとこ
ろがASEANで、その金額は円数字ですが、もっとも大きい
のがアメリカで２２兆円。２００１年です。次がASEANです。
ASEANといいましても、ASEANの５元加盟国、つまりタ
イ、マレーシア、シンガポール、インドネシア、フィリピンで
すが、この元加盟国との貿易額が、その９割５分を占めていま
す。いずれにしてもそこが第２位。第３位が中国。第４位が韓
国。第５位が台湾、というように、続いていくわけです。そう
いう意味で、このASEANというのは非常に大きい貿易相手
国になっているということが、この表からもおわかりになると
思います。因みに、ずっと下の方へ降りていきますと、マレー
シアが７位にあります。これは１国としても７位まできている
わけです。それからタイが８位、インドネシアが１０位、シンガ
ポールが１１位になっていて、これらはイギリスよりも大きくて、
カナダよりももちろん大きくて、フランスよりも大きい。もち
ろんロシアよりも大きい。というように、アジアとの貿易の深
まりというのが、非常に強く進んでいるということが、お分か
りいただけると思います。
こうしてみると、わが国とアジアとの貿易額が急拡大し、今

やこのASEAN＋２という枠組みの中の相手国である
ASEAN＋２をプラスしますと、アメリカを優に追い越してし
まうということで、わが国にとってアジア諸国との連携がもう
既に事実として強まっているということからくる、協力の必要
性というのが出てきているのであります。
もう１つの表、資料②「ASEAN各国平均関税率」のASEAN

の平均関税率を見ていただきますと、日本というのは関税率
２.９％、それに対してインドネシアが３７.５％、マレーシアが１４.５％、
フィリピンが２５.６％、シンガポールが６.９％で低いですが、タイ
は２５.８％です。このように非常に高い平均関税率をはっている
諸国との間で、たとえば FTAを結びますと、これらが実質的
にゼロになるわけです。そうしますと、そのわが国が得るメリッ
トは非常に大きい。これが FTAでなくとも、そのAPECの
枠内でも、そういった関税率が下がることによって得られるわ
が国のメリットは大きいはずだということです。いずれにして
もこのように深い貿易関係にある以上、わが国にとってAPEC
も FTAもアジア諸国の貿易自由化を促進することの意義が大
きいと言えると思います。これが２つめのエレメントです。
３つめのエレメントはWTO中心主義というわが国の長い伝

統からすると、APECであれ何であれ、アジアの諸国との間
だけで貿易の自由化を進めるということに、非常に強い抵抗が
あったという事実です。３年前、私どもがシンガポールと貿易
の自由化を開始しようとしたときに、たいへん強い反発があり、
ほとんど罪人扱いされていたのを記憶しております。それから
比べると、今やだいぶ雰囲気は変わりました。しかし、依然と
してWTOを中心とする貿易の自由化が本筋であるという意見
が多くの人たちの間に根強くあります。いずれにしても、それ
がどのように相対化してくるかという過程で、APECも FTA
も進んできたということが言えるだろうと思います。
それから、政治・外交分野のエレメントです。これは、対米

中心主義の外交が、どの程度、相対化できるかという最も大き
な問題ですけれども、対米中心主義、外交の分野では少し語弊
があるかもしれませんが、時宜に応じて現実的に、しかも臨機
応変に対処するのが外交であります。しかし、基本的な原則を
定めるということはあっても、その原則は長い年月の間に環境
の変化と共に変わっていきます。貿易、あるいは投資といった
ものが、アジアとの関係において、どんどん重要になってきて
いる状況などを受けて、しかもまた、冷戦構造の崩壊もあって、
わが国の対米外交、対米中心の外交原則は、少しずつ変化を見
せていると言えるでしょう。このアジア太平洋のAPECを作
るにあたっても、また FTAを少しずつ構築しようとしている
現在でも、こうした問題が１つの大きなエレメントになってい
ます。
２つめは、東南アジアとの外交をどこまで、あるいはアジア

との外交をどこまで進めるべきなのかということについてです。
この点でもAPECができた８９年当時は、ASEAN元加盟国と
インドシナ諸国との統合はまだ達成されておりませんでした。
それが提唱されたのは９３年、前のマレーシア副首相アンワール

によってであり、しかし、それ以前には７７年に福田（元）総理が
福田ドクトリンを発表した際などに、わが国はASEANとイ
ンドシナ諸国との間に橋を架けるのだという趣旨のことを述べ
ていました。その系譜の中で見ますと、ASEANがどんどん統
合されていくということ、拡大されまた統合されていくという
ことなどにより、ASEANの地域としての安定が深まってきて
いる、そういう方向にあることが、そもそもAPECを作ると
きにも、あるいはまた、いま FTAで我々が考慮している要素
の１つとしてカウントしていると言えましょう。
３つめは中国の影響力の拡大です。containment と言った

り、involvement と言ったり、あるいは engagement とい
う言葉を使ったりします。いずれにしても、より pliant な中
国ができていくための disciplining のプロセス、柔らかく矯
正するというようなプロセスが必要だという認識があって、そ
れがAPECにも、あるいはまた FTAにも、後でも述べます
が、色々な形で影響していると言えると思います。
こういった要素が FTAにもAPECにもあるわけですが、

８９年、APEC成立の頃は、WTOを中心としながらも、地域の
貿易面での協力を進めるということについて、まだ十分に舵を
切れていなかったような状況があったと思います。このことか
ら、open regionalismという言葉がでてきて、開かれた地域
主義なのだから、問題はないのだという、そうした解釈の仕方
がありました。しかし、この open regionalismについては、
日本の理解と、APECではよく見られることですが、アメリカ
・カナダ・豪州・ニュージーランドなどのアングロサクソン系
の国々の解釈との間では、ずいぶん開きがありました。日本の
解釈は、APECの自由化とは、各エコノミーが自ら自由化措
置を発表し、その発表した自由化措置はMFN（最恵国待遇）
で、つまり全世界に均霑するのだというような理解です。そう
であるからこそ、ボランタリズム(voluntarism)というのが
APECを支配しているというように言われるわけです。APEC
は自主的に自由化し、自主的に自由化したその措置は、MFN
で全世界に均霑する。だから内々だけで独り占めするのではあ
りません、ということなのです。しかし、それに対して、アメ
リカ・カナダ・豪州・ニュージーランドは、APECの域内で
まず自由化して、それをAPECの域内だけに適用して、域外
に対して適用するかどうかは交渉を通じて行う。こういった解
釈をしようとしています。この２つの説は、今のところ、APEC
の国々の多くが日本側の主張を指示してくれています。そうい
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う意味でAPECは一応MFNで自主的にとった措置を世界に
均霑するということに今はなっていますが、色々な場で、アメ
リカ・カナダ・豪州・ニュージーランドのこうした考え方が、
頭をもたげます。これに対して FTAは、MFNから完全に決
別した、新しい方式で自由化をするものであって、もちろん
WTOでそのことが認められているわけですが、そういう意味
で完全に舵を切ってしまっていると言えると思います。APEC
が FTAに向かう一種の途次にあるのだという説をとられる
方々の見方は、そういう意味で、MFNを認めたまま地域の貿
易分野での協力をしようとしていたAPECは、FTAに向かう、
一つのマイルストーンであったのだというように理解しておら
れます。また対米外交中心主義からアジア外交に少しずつシフ
トするという、その舵切りの分野でも、APECはまだ完全に
できていなかったと我々は見ています。豪州が最初に提唱し、
わが国もかつて通産省が中心になってこれを提唱したときに、
外務省はこれに反対したわけです。反対の理由は、WTOとの
関係をどうするのだと、それからまた、対米中心外交をどうす
るのだということで、当初はアメリカは招聘されていなかった
ので、それをどうするかという議論がありました。この問題に
ついてはアメリカを含める形で最初から出発しようということ
になって、アメリカ側も入りたいと言ったため、そういうこと
になりました。また、WTOについては、開かれた地域主義と
いう形で、exclusive にこの地域の中に自由貿易協定を作る
のではない、WTOとの関係ではまったく問題がないという整
理をして、APECは出発したわけです。
しかし、APECに最近、勢いがなくなってきました。当初

から非常に注目された形で進んできましたが、現実的な成果も
少なくなってきたということもあって、だんだん勢いがなく
なってきたためか、losing esteemだと言われはじめていま
す。APECが開かれますと、１年に３回、高級実務者会合とい
うのがありますけれど、高級実務者会合の３回目の終わりに、
出席者のあいだでエンタテインメントをやるわけです。そのエ
ンタテインメントのところで、私が出ていたニュージーランド
の会合の時に、カナダが歌を歌いました。替え歌でしたが、メ
ロディーはよく思い出せませんが、"Don't worry. It's APEC.
Don't worry. It's voluntarism."というわけです。そういう
歌を歌って、揶揄するわけです。それにバシェフスキーという
アメリカの前USTRは、「APECは極めて特殊な会議だ。ス
マイルで始まって、スマイルで終わる。こんな会議を自分は見
たことがない」と言っていました。APECはあまり何も決め
ないで皆で仲良く楽しく過ごして、そこに集まって、帰ってい
くという、批判的な目でAPECを見る人たちの言辞ですけれ
ど。いずれにしても、最近、APECはなかなか進みません。
私の知る限り、自由化もほとんど進んでいません。先ほどご覧
いただいた表でおわかりのように、関税率は、２００１年の段階で
も、アジア諸国などで高いものになっています。これらは
APECの過程で本来はどんどん下がっていくべきかなという
期待があったものです。それからサービス貿易をとってみても、
APECの作業というのは、確かにサービス貿易のworking
group ができましたけれども、それも２年ほど棚上げになっ
て、最近になり再開されましたが、それでもまだ各国でサービ
ス貿易の問題点の比較表を作るというぐらいのことです。そこ
からどこまで自由化するかという話し合いは、全然進んでいな
いわけです。投資についても非拘束原則というのがあり、non-
binding だけれども、投資についての原則を作ってみようと一
度は決めたけれど、結果はご存じの通り、東南アジア諸国の投
資の障壁の撤廃というのはまだほとんど進んでいません。それ
から円滑化処置の問題があります。これは税関手続きをもっと
早く進めようという措置ですが、これも、APECの中で、５％
早くしようというような話しもありますが、あまり進んでいる
ということも聞きません。相互承認は、APECの中で、たと
えば技術士だとか建築士などについて、試験の基準を、ある程
度、一定にして、その基準を満たす国々の間で、相互承認を作っ
ていこうというような意見が出ていました。しかし、これもほ
とんど進んでいません。人の移動という面では、APECトラ
ベルカードというのを豪州が提案して、これは少しずつ進んで
います。コンセンサス・ベースではなく、手を挙げた国の間だ
けで採用し進めていくという、APECのなかではあまり例の

ない方式をとったために、少しずつ進展して、日本も今年(２００２
年)、加入するということを表明しています。今のところ８つ
の国・地域間で開始するということになっています。それはつ
まり幾人かのビジネスマンが一定のカードを持ち、そのカード
を持っている限り、査証（ビザ）はとらなくてもいいという、
一種のマルチmulti の査証システムですが、それがどの程度
人の移動を促進するのか、まだ評価が分かれ、効果については
話し合いの余地を残しています。いずれにしても、APECは、
自主的に自由化するということや皆で枠組みを作るときなどは、
コンセンサスがないとできないという制約がありますが、色々
な新しい方式を基本的にはコンセンサス・ベースで考えるとい
うことで進んできています。
それからAPECの中には障害だけではなくて、対立が生じ

ることもあります。特に日本はアメリカの参加しないグルーピ
ングに参加するのを躊躇するといわれます。APEC成立時の、
まだ対米中心外交原則があったわけですけれども、それによっ
てアメリカを入れてAPECというものを結成させ、その中で
自分も位置を占める、というような形でAPECの成立が行わ
れたわけです。しかし、皮肉にもAPECの中では常に日本と
アメリカは対立するという形があって、これが実際にはAPEC
というものの効果に対する前向きな見方に、水を差すようなこ
とになってしまっていたということが、事実としてありました。
例えばEVSL（Early Voluntary Sectoral Liberalization）
「早期自主的部門別自由化」という９７年に合意された方式は、
皆、自由に参加するのだというようなことを言っていたにもか
かわらず、１年後のマレーシアの会合では、自由に参加はした
が、うまく機能しなかったということになりました。先ほど申
しました open regionalismに関してもアメリカと日本の間
では考え方が違います。それから自由化・円滑化と経済技術協
力、つまりエコテク（ECOTECH : Economic and Technical
Cooperation）です。これらをどのように捉えるかということ
についても、日本とアメリカとの間では、考え方が違います。
わが国の考え方は、自由化・円滑化と経済技術協力というのは、
それぞれ柱だというように考えております。自由化・円滑化も
進めるが、同時に経済技術協力もやっていかないといけないと
いうように捉えています。しかし、アメリカは、自由化・円滑
化を進めるためには、必要な限りにおいて、経済技術協力をす
るのであって、経済技術協力というような一つの柱が立ってい
るのではない、という考え方をしています。よって、経済技術
協力を進めようとすると必ずアメリカが、あるいは豪州が反対
して、物事が進まなくなってしまいます。オープン・スカイと
いう、いわゆる航空の自由化についても、APECの場で、ア
メリカはこれを推進したいと言いました。そのときわが国や豪
州をはじめ、いくつかの国が反対して、進まなかったというこ
ともあります。ボゴール宣言の解釈も違いました。ボゴール宣
言は、Free and Open Trade and Investment といいまし
て、貿易と投資の自由化を目的としたわけですが、自由化にし
ても、どこまで自由化するのか、ということです。アメリカや
豪州やニュージーランドやカナダの考え方は、自由化するとい
うことは、関税を撤廃するということだ、その他の貿易障壁も
みんな撤廃するということだ、２０１０年になったらAPECの中
にはまったく自由な地域ができるのだと、こういうような解釈
をしているわけです。それに対してわが国は、いや、これは政
治的な方向性を打ち出したもので、何らかの具体的な措置をコ
ミットしたものではない、というふうに言ったのです。それか
ら農業についてもアメリカと日本の間では対立がいくつかあり
ました。
さらに３つめとして、地域協力を進めるという観点からする

と、先ほども触れましたが、APECの中では経済技術協力は
自由化・円滑化を促進する限りにおいて行うのだというアメリ
カや豪州、カナダ、ニュージーランドの考え方がある以上、な
かなか進みません。むしろ、先般、交渉して結んだシンガポー
ルとの FTAなどは、地域協力という意味では経済連携の中の、
非常に幅広い協力の部分について、多くの合意ができたわけで
す。ICT（情報通信技術）の協力ですとか、中小企業の協力で
ありますとか、金融分野の協力、あるいは科学技術の協力や人
材育成などの点です。とにかく FTAはむしろ、アジア諸国と
の関係で FTAの要素を含む経済連携協定のほうが、こうした
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資料③ 

日中貿易量 
【10兆7，904億円】 

日・メキシコ貿易量 
【7，407億円】 

日韓貿易量 
【5兆1，602億円】 

日本とASEANの貿易量（2001年） 
（日本側統計：単位億円） 

【ASEAN全体：13兆1，963億円】 
ブルネイ 
2129 
1.6％ インドネシア 

25833 
19.6％ 

マレーシア 
28985 
22.0％ 

フィリピン 
17742 
13.4％ 

シンガポール 
24397 
18.5％ 

タイ 
27030 
20.5％ 

CLMV 
5840 
4.4％ 

資料④ 

協力関係があるといえるかもしれないという問題です。いずれ
にしてもこういった違いが出て来るということです。それから
中国に対する取り組みについても、APECと FTAとでは温度
差があります。APECは中国・台湾・香港を共に正式なメン
バーとして取り込むユニークなフォーラムですけれど、しかし
常に、中台間には政治的な緊張関係がありました。特に首脳会
議に台湾から誰を参加させるかということについて、これはも
う毎年のように恒例化していますが、紛争になります。上海の
会合の時には、この紛争がもう少し高まって、台湾から結局人
が来なかったということが起こりました。常に中国は、APEC
を経済的な問題に限定するのだと、非常に強く主張して、政治
問題は扱ってこなかったのですが、上海の時に初めて、テロの
問題で、政治的な問題を扱いました。けれども、このときは残
念ながら、台湾からは誰も人が来ていなかったという事実があ
りました。APECは、中国を今のような形で、つまり台湾・
香港と共に、正式なメンバーとして加入させるという観点から
は、面白い形のユニークなフォーラムではありますが、コンセ
ンサス・ベースで進むために、中国が必ず、自分の嫌なことは
叩いてきます。これによって物事が動かなくなるということが
あります。むしろ FTAのほうは、中国をちょっと回避しなが
ら、牽制しながら、たとえば日本と東南アジア、それからアメ
リカや豪州も東南アジアと少しずつそういう関係をもとうとし
ます。日韓も、もちろんそうです。こういう中で中国は多少の
焦燥感からASEANに向かって自由貿易協定を進めようと言
い、また日中間の自由貿易協定も進めようではないかと言いま
す。こういうことから、FTAの方が少しずつ中国をあぶり出
しているのではないか、という議論もあります。方針として、
どちらがいいのかわかりませんが、APECと FTAの間にはそ
のような違いがあると言えると思います。
それから、APECは、今のように特別の合意を作るもので

はなくて、年に１度、むしろ首脳あるいは閣僚が集まる場とし
ての意味のほうが、今や重要になってきています。その場を利
用して、そこに相手国の担当閣僚や首脳がいますから、いつも
はセットしにくい閣僚会議や首脳会議がその場を利用してセッ
トできるというメリットがあります。それから、APECの場
でわかったことは、アングロサクソン諸国とアジア諸国との間
には、やはり、考え方の基本的な違いがあるようです。中南米
諸国もまたちょっと別の考え方をするようなところがあります
が、そういった地域間の対話のチャンネルを作る、維持してお
くということの意味があるのかもしれません。FTAについて
は、そんなトークショップではなくて、もっと法的な枠組みを
作るプロセスですし、結果は、国家を双方に拘束するわけであ
ります。そういう意味で非常に具体的な成果が出ます。そうし
た成果を作り出すには、相当なエネルギーと時間がかかるとい
うことであります。しかし、それでもAPECにはできない具
体的な成果が作り出す枠組みによって、協力関係を構築するこ
とができるという意味で、FTAのほうが具体的で、かつ国と
国との話し合いをより実務化すると言えるのではないかと、私
は感じています。
そのような枠の中で、外務省はいま、APECの域内に FTA

を作り出そうとしているわけです。資料③にあるように、今進
めようとしているASEANとの自由貿易協定の方式について、
もう少し狙いを定めて説明してみたいと思います。
シンガポールとの協定の枠組みは、NAFTA（北米自由貿易

協定）やEUの協定に非常に近いものがあって、そういった先
進性のある協定を、アジアの諸国間にも拡大していくというこ
とを目指したいと思っております。
資料④の円グラフにあるように、日本とASEANの貿易量

は、１３兆円往復であります。１３兆円の内訳は、ASEANの５（フ
ァイブ）で９割５分です。その中味は、インドネシアが２割、
マレーシアが２割強、フィリピンが少し小さいですが１３％、シ
ンガポールも２割近く、タイが２割というように、だいたい５
分の１ずつぐらいの割合であります。その下の円グラフは日韓
はそれぞれ１国分のパイの２つ分、日中はその４つ分、メキシ
コは１国分のパイのまだ３分の１ぐらいの貿易量を示していま
す。それから投資に関しても、ほとんど傾向は同じで、２００１年
の投資で見ますと、９割７分がASEAN５で、ほぼ均等だとい
えます。また、累積の投資も、ASEAN５がほとんどを占めて

います。
以上の資料から考えられるのは、日本として、FTAを作り

上げることによって目標とするところは、シンガポールの協定
と同じような枠組みのものであります。そして、その枠組みを、
ASEANの他の国々にも及ぼしていこうということです。今、
日本はタイ、フィリピンとは協議を始めていますし、２週間ほ
ど前にマレーシアの方からも、ぜひ２国間で協議をしたいと言
ってきました。これで３カ国と協議を並行して進めることにな
ると思います。そうしますと、ほぼこれで日本とASEANの
貿易額の８割をカバーすることができます。インドネシアの通
産大臣が、先般、日本の高市経済産業副大臣に対して、APEC
の場で、インドネシアも日本との間で２国間の経済連携の協議
をしたいと言ってきましたから、それもあわせると、これでほ
ぼ９割５分がカバーされるわけです。インドネシアとの間には、
まだ首脳レベルでは話がありませんが、すぐに連携の協議に入
ろうということになっています。シンガポールとの協定をモデ
ルにして始めるという前提があり、タイとフィリピンともその
ような形で進んでいます。マレーシアとも同じように話を進め
ることができると思います。そうすることで、シンガポールと
の協定の先進性レベルへ他の国々を持ち上げるということを意
図していて、それによってアジア全体の経済的な先進性を高め

資料③

資料④
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るということを目標にしていきたいと思っています。将来、日
本との FTAに中国が入ってきたならば、知的財産権について
も、競争政策についても、あるいはまた政府調達の透明性につ
いても、あらゆる面で協定の先進性レベルを追求することに

よって、中国も先進国のような経済制度をとれるような方向へ
引き上げていく。中国に対するエンゲージメントをこのように
進める政策というのがいいのではないかと思っています。

（外務省アジア大洋州局地域政策課）
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II
Reports 
from  the 
Seminars

特別セミナー「APECとFTA」 

報告 2

東アジアにおける 
APECとFTAの意義 

2002年12月22日（日）開催 

まずAPECについて
は、なかよしクラブとし
ての役割というのが、な
かなかうまくワークしな
くなってきています。そ
れでウェイトが下がって
いるということでありま
して、もちろん、だから
外交フォーラムとしての
役割というのは、今後も
あるだろうということで
すけれども、特に通商政
策面で何か貢献し得ると

ころで、期待できるものがあるとすればひとつはいま色々なと
ころにできている FTA（Free Trade Agreement : 自由貿易
協定）、RTA（Regional Trade Agreement : 地域貿易協定）
の間の調整みたいなことが可能になるかどうか、また、モノの
貿易を越えた新分野において、何か自由化のフレームワークの
ようなもののプロトタイプを出せるのかどうか、それから、官
だけではなくて財界あるいは学術面での交流といったものが
セットになっているわけですから、そういうところから何かこ
う付加価値が出てこないかと、以上のようなところが多分期待
されるところだと思うのです。けれども、全体的にはスティー
ムが非常に下がっています。リソースも貴重なので、今は少し
FTAのほうにとにかく割かなくてはいけないという感じに、
日本のみならず、色々な国がなっているというのが現状ではな
いかと思います。
というところで、もうAPECの話はお終いでありまして、

あとはもう FTAの話だけをさせていただきます。
特にここでは東アジアにおける自由貿易協定ということを取

り上げます。現在、日本はメキシコと政府間交渉をやっており
ますし、それから東アジア諸国とも色々なことをやっておりま
す。だからもう半年とか１年ぐらいすると、もう少し東アジア
の中での FTAのネットワークのイメージがみんなもう少し湧
いてきて、日米はどうするのとか、そういう話が早晩出てくる
だろうなとは思うのです。けれども、それは半年くらいしたら
議論すればいいかなということで、とりあえず、東アジア地域
について述べたいと思います。経済学の方から見ると、東アジ
アというのは、まず経済の実態面の話として、国際的生産・流
通ネットワークというのがものすごく発達しています。特にこ
の１０年、１５年という間の発達の仕方というのが非常にめざまし
く、これはラテンアメリカにも東欧地域にも見られないぐらい、
非常に精緻な、垂直的な、生産・流通ネットワークが出来上がっ
てきたと言えると思います。これは当然、日系だけではないの
ですが、日系企業が果たしてきた役割が大きいわけであります。

それから、東アジア地域の産業が持っている技術特性として、
機械産業というのが非常に強いのです。これは一般機械、電気
機械、輸送機械、精密機械も全部含めて機械と申しあげます。
機械産業という産業は、非常に部品点数が多くて、企業が、ど
の部分を自分の企業の中でやって、どの部分を外に任せるかと
か、その企業の組織、企業内組織とかあるいは企業間関係をど
ういうふうにうまく効率的に構築するかが重要な問題です。し
かもそれを地理的に分散した形でどうやって展開するか、それ
から色々な部品の調達のネットワークについても、汎用品につ
いてはとにかくネット調達でも何でも、とにかく世界中で一番
安い物を買って来る一方で、部品屋さんとしょっちゅう顔をつ
きあわせて、スペックを調整しなくてはいけません。そういう
部品屋さんは、とにかく近くにいてもらわなくてはいけません。
そういう形で集積も大事になるということで、その分散と集積、
企業内組織、企業間関係、こういったものが非常に精緻に出来
上がっているというのが、機械産業の特徴であります。だから、
実際にモノを作る技術そのものはもちろん重要なのですけれど
も、それのみならず、そういう垂直的な生産・流通ネットワー
クを組む一種のマネージメント、そういうノウハウが非常に大
事な分野です。そういうものが日系企業というのは非常に長け
ていて、やはりそれが東アジアの今の製造業の競争力の源泉に
なっていると思います。また部品貿易などがものすごく増えて
いるというのがあります。製品貿易でない、部品の動きが非常
に増えています。それから産業・業種レベルでの国際分業も、
もちろんあるのですけれども、それのみならず、工程間分業と
いうのも増えています。
そういうことがどんどん起きているのはやはり東アジアであ

りまして、特にそれは１９８５年くらいを境にASEAN諸国の政
策転換がはっきりあり、中国に関しても１９９０年代に入ってから
それがブースト（boost）されています。東アジアというのは、
実態面では、国際的な生産・流通ネットワークというのがすご
く発達していると私は認識しています。その一方で、政策面で
の経済統合が、ご承知の通り大きく立ち後れていたわけです。
ところが、外から色々な手が入ってくるわけです。メキシコな
りチリなりあるいはアメリカなりという形で、外から色々な手
が入ってくる。やはりそれに対する危機感といいますか。外と
繋がるのはもちろん構わないのだけれども、たとえばアメリカ
から手が入ってきて、フィリピンとかマレーシアみたいなとこ
ろが、一本釣りされていって、それでメキシコみたいに仕事が
しにくくなってもらっては困るというのが、やはり東アジアで
何らかの形の FTAネットワークを早く作らなければいけない
という民間も含めた切迫感になっているのではないかと感じま
す。ですから、どちらかというと、FTAをやったら、どんな
ふうに本当にメリットがあるのかという議論が先行していると
いうよりは、外から手が入ってくるものでして、入ってきても
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いいけれど、とにかく自分たちの方でそれにあわせて作ってい
かないとまずいなというのが、どちらかというとセンティメン
ト（sentiment）として先行しているというのが、現状に近い
という気がします。それは東アジアの中でももちろんあって、
中国が非常に積極的にASEANとの間の FTAを進めていると
いうことがありますし、それから韓国なんかは、ちょっと自分
たちが遅れていてまずいな、と思っていると思います。ですか
ら、宮川さんのお話にもありましたけれども、数年前に比べる
と、お役所の中もそうですし、政治家もそうだと思いますし、
それから民間企業、学会もそうで、FTAは作らないとまずい
らしいということだけは、何となくコンセンサスであるという
ことです。ご承知の通り、国際貿易論という分野は、もともと
マルチ一本槍の分野でありまして、あるいはユニラテラル・リ
ベラリゼイション（unilateral liberalization）オンリーの世界
でありまして、リージョナリズム（regionalism）というのは嫌
いだとずっと言ってきたのです。３年ぐらい前にこういう話を
するときは、必ず、自分はなぜ転向したかというエクスキュー
ズをしてから始めていましたが、最近はもうエクスキューズも
いらない、とこういうことになっているわけであります。
２００２年１０月に外務省が「日本の FTA戦略」という紙を出し

ました。これは、私は非常にエポックメイキングなことだと思
っておりまして、APECも半分はそうだったのでしょうが、
国際通商政策の世界でおそらく戦後初めて、国際通商政策を組
み立てようと日本が主体的に宣言したということになっている
と思います。各省庁とは打ち合わせなしでしょうけれども、ど
の国とはどういう具合だから早くやろうとか、どの国とはゆっ
くりやろうということも思い切って書かれているということで、
大変面白い結果になっています。
以上がイントロでありまして、これからあと述べることは３

点くらいございます。一つは、経済学者の方から見て、地域経
済統合に対する見方というのがどんなふうに変わってきて、今
はどんなふうに一般的に見られているのかという話です。もう
一つは東アジアという特性を考えたときに、特にラテンアメリ
カとの比較で、地域経済統合をやっていくうえで、どのような
ことに気をつけなければいけないのか、色々な危険性があるの
ではないかという話が二つ目です。三つ目は、東アジアにおい
て、ある程度、日本の役割といってもいいですし、あるいは日
本の地歩を築くということを考えたときに、FTAというのは
スピードも重要だけれども、やはり中味の話がすごく重要だと
いう、以上３点について述べていきたいと思います。
１０年ぐらい前はちょうどNAFTA（North American Free

Trade Agreement : 北米自由貿易協定）ができて、EUが成立
して、割合大きな経済の、大きな経済ブロックとも解釈できる
ような FTAというのがドミナント（dominant）でした。しか
し９０年代後半からは、だいぶそこから様子が変わって、一つは
EUの拡大ということになりますけれども、もう一つはメキシ
コ、チリ、ニュージーランド、シンガポールといった、比較的
小さな国が FTAのネットワークのハブになろうということを
始めたのです。以来、どの国もとにかく FTAのハブ（結節点）
になろうということで、一生懸命 FTAの締結競争をするとい
うようなことになってきています。building block になるの
か、それとも stumbling block になるのかという議論はずっ
とやっていますけれど、私はある意味では大いに out of date
な議論だと思っています。というのは、FTAのネットワーク
がどんどんできて、できたらそれがすぐマルチに繋がっていく
と考えるのは非常に単純で、そんなことはまずないと考えるか
らです。それからNAFTAや EUがどんどん拡大して、世界
中が一つの統合体になるということも多分ないでしょう。いま
起きているのは、まず FTAのネットワークに入れる国と入れ
ない国が分かれていくという、そういう過程であります。だか
ら後はネットワークになったところが、もう少しバイラテラル
（bilateral）の積み上げではなくて、それがある程度の固まり
のプルリラテラル（plurilateral）になっていけるかどうかとい
うところが今の議論になっています。それから、FTAに向かっ
ていく動き自体が、大きな経済ブロック間の貿易戦争の種にな
るというふうなストーリーも、あまりもうリアリスティックで
はありません。これは一つには、それをするにはもうあまりに
大陸間で経済が繋がっているということもありますし、それか

らモノの貿易だけが重要な世界ではなくなってきているという
こともあると思います。ということで、こういう議論は今やあ
まり建設的でないなと思ったりもしております。
FTAには、だいたい三つぐらい、大きな評価の転換みたい

なのがあったと思うのですけれども、一つは、国際貿易理論と
いう分野は、モノの貿易の分析でできているものですから、基
本的に静学的な関税撤廃効果の分析というところだけはきちん
とできるということです。それをベースに議論しているという
か、やはりそれが中心的な検討課題でありました。ですけれど
も、現在は FTA（もちろんこれは関税同盟も含めてですが）を
やったときの効果というのは、もう少し動学的な投資の促進効
果とか、あるいはもう少し政治経済学的な国内政策改革を促進
する効果とか、こちらのほうがむしろ大事だと考えられていま
す。特に関税率がすでにかなり低い国については、当てはまる
議論です。もう一つは、なにしろ無差別原則から逸脱すること
になりますから、それによって貿易転換とかあるいは経済ブ
ロック化の危険とかがでてきます。そういうことが、かつては
非常に強調されていたわけですけれども、だんだんとそうでは
なくて、自由化促進に果たす役割が大きいのではないかとか、
少なくともそういう形で FTAという道具を使えるのではない
かという評価が増えてきております。三番目は、地域経済統合
における参加国の選択です。かつてはEUモデルみたいなもの
を最初考えていたので、地理的あるいは経済的に近接性がある
とか、あるいは経済発展の段階が類似している、特に両方とも
先進国であるということが大事であるということが強調されて
いたのですけれども、最近では自由化の意志さえ共有していれ
ばそんな要件はどうでもいいのではないか、二つの大陸にわ
たっても構わないし、発展段階が違っても構わないのではない
か、というような見方が増えてきていると思います。WTOの
スタンスもずいぶんやはり変わったと思うのです。GATT、
WTOと地域主義というのは、もちろん一番大事な無差別原則
というところで、原理的にどうしてもぶつかる部分があるわけ
ですけれども、どちらかというと、WTOのほうも、FTAを、
これは正しくやっている、規律に当たっている FTAだ、これ
はそうでないという審査をするというふうに、FTAの定義そ
のものを強調するというよりは、ある程度の政策に関する自主
的な規律はかけながら、むしろ FTAが自由化に向かう一つの
動きだ、あるいは、とにかくもう FTAとかそういうものがあ
ることを前提として、WTOは何ができるのか、というところ
にならざるを得ないという感じになっているのではないかと私
は理解しています。
自由化を促進するという視点から、FTAという政策的な道

具を見たときは、三つぐらい長所があると考えられると思いま
す。私は、それを「３つの"S"」、一つがスピード（speed）、
二つ目がスコープ（scope）、三つ目がシークエンシング
（sequencing）としてこれから説明したいと思います。

スピードは、ご承知の通り、WTO交渉の場合とは違って、
FTAとは、やる気になればものすごく早くできるということ
です。これは JSEPA(Japan-Singapore Economic Part-
nership Agreement : 日本・シンガポール新時代経済連携協
定)が２年ぐらいで署名にこぎ着けたように、とにかくやろう
と思えば、かなり早くできるということがあります。一つ FTA
を作れば、二つ目はもっと楽にできるかもしれないという、こ
ういうことも大いにあって、スピードというものにかなり期待
できるということです。
二番目は、スコープと書きましたけれども、WTOの方は、

非常に強力な紛争解決方式を持つことになりましたから、ある
意味で政策規律というものが非常にきつくかかってきます。で
すから、WTOの守備範囲を拡張しようということについては、
慎重な意見もたくさん出てくるのですが、FTAの場合には、
とにかく、加盟国同士が合意すれば、色々な要素を傘の下にぶ
ら下げても構わないということでありまして、多くの FTAが
WTOでカバーしていない色々なものをぶら下げているという
ことです。それが、投資であり、競争であり、人の移動であり、
あるいは労働、環境、経済協力といったものです。つまり、FTA
というものは、より深い統合というのをやろうとしたときの、
ある意味では実験場みたいな形になっているということだと思
います。
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三番目は、シークエンシングという言い方をしましたけど、
これは特に関税同盟との対比で、FTAの場合に成り立つこと
です。FTAの場合には、もう既にどこかと FTAを結んでいて
も、次の FTAを結ぶときに、元々の FTAを何も変更する必
要がありません。ですから、五月雨式に、結びやすい所から少
しずつ結んで、ネットワークを作っていくということができる
ということです。関税同盟の場合には、当然、対外障壁を共通
化しなければいけないですから、はるかにエネルギーがいると
いうことになります。FTAの利点は、FTAのネットワークの
ハブとなって、たくさんの国と FTAで結ばれているというこ
とになれば、モノの流れも自分の国を通っていく可能性が高ま
りますし、外から直接投資が入ってくるときも、ハブの所に入っ
てくる可能性が高まってくる、ということです。ですから、多
くの国々で、ハブになるのは得だろう、という気持ちも非常に
高まってくるということになるのではないでしょうか。三番目
は特に FTAに関して特長的な点だと思われますが、以上の三
点が FTAの制度的な長所だと考えられています。
まず、以上のような FTAのメリットを活かして、色々とや

っていくこと自体は、もう現実でもあります。政策のデザイン
の仕方によっては、経済学者の中にも FTAを認める人が増え
てくるということはあるのです。しかし、まだアメリカ時代の
貿易論の先生などに会ったりすると、「お前、最近、FTAをプ
ロモートしているらしいな」、と言って、問いつめられたりす
ることもあります。
二番目には、東アジアというのを見たときに、FTAをとに

かくみんな作ろうということになって始めたということになっ
ているわけですが、一つ大事なことは、ラテンアメリカあるい
はヨーロッパの国と比べて、東アジアの場合には、国内政策の
改革ということと FTAのリンクが非常に薄いということがあ
ると思います。これは私は非常に大事な点だと思っておりまし
て、ラテンアメリカの場合には、もともと１９８０年代に、非常に
深刻な債務累積問題があって、マクロのファンダメンタルズも
かなり滅茶苦茶になって、ミクロ経済政策も大幅見直しが必要
でした。そこで、IMFも入って、国内改革を進めざるを得な
かったという事情がもちろんあるわけですけれども、今になっ
て考えてみるとラテンアメリカの国というのはそういうことを
１５年来、２０年来、進めてきているわけで、それの延長線上に、
かなり自然な形で FTAというのが位置づけられ得ると思うわ
けです。こういう議論は、米州開発銀行のエステヴァデオルダ
ル（Dr. Antoni Estevadeordal）などによって、行われていま
す。ラテンアメリカの国々において、国内が改革する延長線上
として外を見て、FTAを考えるというのは自然な流れではな
いでしょうか。また、ヨーロッパの場合にも、FTAの導入は、
究極的にはEUに入りたいということでやるわけですから、こ
れも当然、通商政策の問題だけではないわけです。国内改革を
進めなければ、EUに入れないわけですから、通商政策と国内
改革はセットになっているということです。
ただ、東アジアはそうなってないわけで、恐らく部分的にな

っている可能性があるのは中国だけだと考えられます。中国の
場合は、WTO加盟をするためにかなり国内を変えなくてはい
けなかったわけですから、通商政策と国内改革のリンクという
のがかなりあると考えられます。これから FTAをやるとして
も、国内改革をある程度進めることができるという自信を、中
国は持っていると思うのです。しかし、他の国はあまり通商政
策と国内改革というリンクが基本的になくて、それは国内改革
をしなくてもすんでいるということなのかも知れません。FTA
を作っていくという上では、このような状況から色々な問題が
出てくる可能性があります。というのは、国内改革へのリンク
が十分ないにもかかわらず、とにかく FTAを早く作りたいと
いうことになると、どうやって FTAを作っていくかという傾
向が出てくるでしょう。当然、ぎりぎりまで自由化例外品目を
積み上げて、国内調整のコストをなるべく減らそう、となるの
ではないでしょうか。で、もう国内でがちゃがちゃ政治経済の
方から言われるのは嫌だから、そういうところは、とにかくな
るべく、どけたい。それから色々迂回して入ってくるモノがど
うだこうだと言われるのは面倒くさいから、なるべく原産地規
則は、複雑かつ厳しく設定して、そんなに簡単に使えないよう
にしたい。そういうことをしても、とにかく早く結べて、楽に

結べるのであれば、いいじゃないか、と。そういう気持ちが当
然出てくる可能性が大いにあるということだと思うのですね。
ところで、日本の場合には、たとえば日経センター（日本経

済研究センター）の本などは、通商改革と国内改革のリンクを
はっきりと意識して、通商改革を論ずるにあたって、国内改革
とのリンクを強調するという論調があるわけです。ただ通商政
策がどう変わっても、国内がそれをきっかけに全部変わるとい
うことはあり得ないわけです。国内改革が十分にあった上で通
商政策があれば、非常に効果があるだろうなということですが、
通商政策から全てを変えようというのは、なかなか難しいだろ
うと思われます。
以上の文脈の好例として農業セクターを取り上げたいと思い

ます。FTAを結ぶということ自体では農業セクターの抜本的
な開放というのは必ずしも必要ありません。例えば、シンガポ
ールはシンガポール方式でやって、農業セクター自由化は実質
的にはなし、ということです。メキシコの場合には、もう少し
やらないといけないわけですけれど、例えば、豚肉とアボカド
だけ自由化すれば、基本的には通るということです。実際に、
いわゆる９０％ルールと特定分野を排除しないという基準を設定
してみたときには、関税率が低いものが農産品であれば、それ
を選んでいけば、かなりの国と FTAを結べてしまうというこ
とが実際可能なのです。メキシコでもアボカドについては
GSP(一般特恵関税制度)の対象にするという法案が出ている
そうですから、GSPでゼロになったものをゼロと約束すれば
いいわけです。そこのところは問題がなくて、あと豚肉だけか、
あるいは他のいくつか束ねたものをやれば、９０％はクリアしま
す。それからASEANの国でもマレーシアとかフィリピンは
ほとんど問題がなくて、タイとはちょっと大変ですけれども、
国によっては若干ばらつきがありますが、基本的には農業セク
ターはほとんど開けなくても、FTAを結ぶことだけはできて
しまうということです。FTAをきっかけにして農業セクター
を大幅に変革しようというのは、実はけっこう難しいかもしれ
なくて、WTO農業交渉の方がそれより先の課題ということに
ならざるを得ません。ほかのセクターについては、もちろん製
造業に関しては、石油化学とかそういうところでは、内部の改
革について議論が色々あります。しかしながら、日本において、
いわゆる非関税障壁の点とか、サービスも含めて、そういうと
ころは実はほとんど FTAをきっかけに変えなきゃいけないと
いうような話が中から出てきていないわけでして、基本的には
中は何も変わらないで、外国に関税を下げてもらったらメリッ
トがあるね、という議論が主になっているということだろうと
思います。
東南アジアの方は、実はもっと難しい状況じゃないかと、私

は思っております。一つは東南アジアの人と話すと、FTAを
結んだらどういう経済効果があるのかというごく初歩的な理解
が、まずできていないケースが多いのです。経済効果といって
も、モデルで想定できる分野が非常に限られています。しかし
ながら、たとえば非常に基本的なCGE（応用一般均衡）モデル
をまわしたときにどういう結果がでてくるか、あるいは、大き
な国と小さな国が、FTAを結んだときに、どちらが得するの
かといった点についてです。普通のモデルだと、ゲインの仕方
としては当然、小さな国の方が得するわけです。ところが大き
な国が得するために FTAをやっているというふうにも考えら
れます。関税率が高い国と低い国が FTAを結んだら、どちら
が得するのかというと、それは関税率が低い国が得します、と
いうわけです。でも、実は自分の関税を下げるのが一番大事で
ありまして、高い方が得するんだという議論がしょっちゅうあ
ります。韓国で、２０００年に日韓の最初のスタディができたとき
に、私はオープンシンポジウムという一般参加のパネリストを
やりました。その時に新聞記者か誰かが質問して、「日本の対
韓平均関税率が２.９％、韓国の対日平均関税率は７.９％だから、
これは両方の関税を撤廃したら、必ず日本の方が得するのだか
ら、その分だけ日本は韓国に対して技術援助をするべきだ」、
と発言したりして、非常に暗い気持ちになったのを覚えており
ます。
二番目はとにかく FTAについて合意形成をしなければいけ

ないということが優先されているので、FTAをやるというの
は大変なことだ、ということが非常に薄められて伝えられてい

11



るんじゃないかと思われます。ASEAN-China の FTAの勉強
会に、宮川さんにアレンジしていただいて、１回出たことがあ
るのですが、非常に安易なwin-win シナリオが謳われていて、
ASEAN側は、AFTA(ASEAN Free Trade Area : アセアン
自由貿易地域)みたいにやればいいんだよ、と考えられている
ように思われました。一応みんなでやることにして、できない
ところは後でゆっくりやるということで、「１０マイナスエック
ス」方式でやろうじゃないか、なんて言ってるんです。どうせ
授権条項も使えるし、いいじゃないかと。こういう雰囲気がな
んとなくあります。アーリーハーベストもだしてくれるみたい
だし、当面は半導体とか石油化学製品の輸出も増えそうだし、
何となく得しそうだな、という感じが出てくるように思われま
す。
三番目は貿易の自由化のメリットというのが、非常に抽象的

にしか理解されていなくて、実は調整過程に、国によっては政
府の施策というのが非常に大事だということが、全く認識され
ていません。これは特にベトナムに顕著だと思います。AFTA
をやるだけでも本当は大変なはずなのです。AFTAは２００６年
にやらなきゃいけない、だからほとんどの品目については、い
きなり関税を５％以下にしなくてはいけません。それに間に合
わせてどうやって国内の産業を踏みとどまらせるか、そのため
にどういうふうな産業振興政策をやらなければならないのか考
えなくてはなりません。ある部分はもう諦めて、ある部分に資
源を集中して、非常に短期間に、生き残り戦略をやらなければ
ならないのです。にもかかわらず、そういうところは全然自覚
されていないように思われます。ベトナムも、いまマクロ指標
だけ見ていると、ちゃんと経済成長していますし、全然問題が
なく見えます。ところがもう製造業などは実はほとんどないよ
うなものでして、家電製品とかテレビを作っているような合弁
企業は、ASEAN域内５％関税になったら、もうとても耐えら
れないように思われます。タイとかマレーシアから輸入した方
が、安く入ってきてしまうため、部品産業が全くないように思
われます。部品の集積がないにも拘わらず、部品屋さんを呼ん
でくるというようなスキームが全然ないのではないでしょうか。
一方で、突然バイクの部品の輸入を禁止したり、コンシステン
トでないことをやって、ますます直接投資を遠ざけているとい
う非常にインコンシステントなことをやっていると私は思うの
です。特にAFTAの場合には、やはりもともとは実際のハー
ドコアの自由化をしようという意識よりはむしろ、自由貿易地
域という地域像を作ることによって、直接投資を呼んでくるた
めのデモンストレーション効果というのを期待していたところ
がすごく大きいと思うのです。ASEAN-China FTAの場合に
もASEAN側はそういった主旨で考えている節がまだけっこ
うあります。中国側はとにかくハイランクなものを早く作りた
くて、非常にアグレッシブだと私は思うのですが、ASEAN側
はやはり相変わらずの感じだな、と思っています。
本来の FTAの主旨とは違った FTAがたくさんできていっ

てしまう可能性があると、シークエンシングがメリットだとい
うのが、今度は逆に、アダになってくるように思います。レベ
ルの低い FTAのネットワークというのはどういうことが起き
るかというと、自由化例外品目がたくさんバラバラに設定され
ていたり、原産地規則が共通化されていなくて混乱が生じます。
そうするとモノが流れなくなってしまいます。つまり、これが
関税同盟の場合との決定的な違いです。関税同盟でしたら、原
則的には外の壁を一回越えてきたモノというのは域内ではもう
何もチェックしなくていいわけです。どこが原産地かというの
は基本的には、突きとめる必要ない、ということなのです。FTA
のネットワークの場合にはそういうふうにはいかないわけで、
ネットワークがどこでどうやって絡まっているかわかりません
し、一番壁の低いところから何かが外から入ってくるかもしれ
ないということがありますから、原産地規則をちゃんと適用し
ようとします。そうすると原産地証明というものが必要になっ
てくるわけです。これも FTAによって色々とシステムが違う
みたいで、ASEANの場合には多くの国は、輸出国側の役所が
原産地証明書というものを出すというシステムになっているの
です。AFTAでは、実はそれを出してもらうのが非常に面倒
くさくて、実際はほとんど使われていません。AFTAで関税
が下がっても、今年(２００２年)の初めの時点だと、恐らく貿易量

の１０％以下しか使われていません。これは、原産地証明書の問
題だけではなくて、輸出をしている企業の場合には、輸入原材
料の免税措置などがかかっていますから、もうそれをやらなく
てもいいということもありますが、原産地証明などがすんなり
出るような形になっていないと、そもそも FTAのネットワー
クができても、その優遇された関税率が適用されないというこ
とになってしまうわけです。AFTAの場合には、原産地証明
をまず出してもらうのが大変だということがあるし、そもそも
様々な地域が絡まってきたりすると、勉強するのが大変なわけ
です。どこかの地域へ輸出するためには、相手の制度も全部知
らなくてはいけません。ご承知の通り、JSEPAでもそうです。
何百ページにも及ぶ、取り決めや規定があります。NAFTAで
も同じような状況で、別冊になっています。それを全部知らな
くてはできないことになります。地域内の規定として、発行さ
れたものが輸入国に入ってくると、輸入国側の税関が今度はそ
れを信用せず、また全部チェックしなくてはならない状況にな
った場合、結局、規定自体が使えないということになってきま
す。
そういうところを直すには、やはり何かの形で複数国で調整

をしなければいけないわけで、基本的には、なるべく高いレベ
ルのものを、自由化の度合いが高いものを作っておかないと、
後で、せっかく作ったけれども複雑になっただけで、あんまり
モノは動かないということになってしまう危険性があると思い
ます。だからASEAN-China FTAなども、地域内における
実際の制度としての実体を確認する必要があるように考えてい
ます。
三番目として、これまで話してきたこととも幾分関連してい

ますけれども、東アジアで、ある程度の経済的な地歩をこれか
ら確保していくということを考えていったときに、東アジアの
経済の重心が、日本からだんだん中国の方に動いていくという
ことは、いかんともしがたいことだと思うのです。
今、経済規模で、公定為替レートベースで中国と日本という

のがだいたい１ : ４ぐらいの規模ですけれども、１０年後にはこ
れが１ : ２には自動的になるわけだし、２０年後には自動的に１ :
１ぐらいにはなるでしょう。これは為替レートの変化とかを抜
きにして、大雑把にいってそのくらいにはなるということだと
思います。一方で日本の強みというのは、企業が持っている高
い技術、先ほどいった生産技術、生産管理技術、こういったも
のが強みで生きていたわけです。ある程度、日本の東アジアで
の経済的な地位を下げ止まらせるためには、FTAを作ってい
くという上でも、日本がイニシアティヴを発揮していくことが、
非常に重要だと思います。そういうときに、スピードももちろ
ん大事ですが、中国に対して１年、２年、３年ぐらい遅れるの
は、そんなに大した問題では基本的にはないと思います。むし
ろ大事なのは、質の問題でありまして、先ほどの宮川氏の報告
にあるように、「上にあわせる」という話とまさに同じ話をす
るわけですが、一つは先ほど申し上げた、いわゆるクリーンな
自由化の度合いが高いものを作る、もう一つはスコープが広い
ものを作るということだと思います。スコープというところは、
少し注意書きが必要で、そもそも FTAみたいなものを作って、
誰が儲かるのかとか、こういうイニシアティヴを誰がサポート
するのかと考えたときに、普通は勝ち組の企業がサポートする
はずだ、となるわけです。つまり輸出指向型で外にも大きく展
開していて、そういう人たちが、もっと自由に経済活動ができ
るようになるわけですから、いいはずだということなのですが、
必ずしもそうはなっていません。なぜかというと、東南アジア、
中国もともに、輸出品を作るときの輸入原材料の免税措置とい
うのが非常に強くかかっているわけです。関税率の平均ではな
くて、関税収入総額÷輸入という関税負担率を出しますと、東
南アジア、中国もともに、その数字は、もう既にものすごく低
いです。フィリピンだけは確か２０００年くらいの数字で８％くら
いあったようですが、他の国は４％以下しかありません。日本
も１.５％ぐらいなので、実は関税収入÷輸入という数字をとる
と、もうASEANも中国も、日本並みに低いのです。自由化
が進んでいると言われるチリの関税負担率は、７％ぐらいあり
ますから、実はそういう意味では、東アジアはもう既に本当に
自由貿易圏に近いものになっているわけです。だから先ほどの
平均関税率の数字の話は、あれは譲許税率になのか実行なのか
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よくわからないのですが、事実ではあるけれども実際にモノが
流通している地域には免税措置などがかかっていて、関税がか
かっていないわけです。だから、輸出指向型でアジアに出て行
っている企業というのは、もう既に関税を払っていないと言え
るわけで、FTAで関税がゼロになるとしても、基本的に何も
変わらないのです。したがって、そのような企業があまりサポー
トしようという気持ちにならないのも無理はなくて、しかも日
本経団連でも、そういう組織は部分的には輸出指向型で、部分
的には輸入代替型で、もう貿易障壁を前提としてアジャストし
ている人たちが集まっていますから、諸手をあげて絶対にこれ
はやろうという感じにはならないような状況になってるのでは
ないかと思います。逆に言うと、何をしたらもっと日本の企業
なり何なりが、アジアで仕事がしやすくなるだろうか、アジア
大の生産・流通ネットワークをもっと活性化するために、何を
したらいいか、というような以上の点に関してはやれることが
たくさんあると思うわけです。関税をいかに払っていないと
いっても、東南アジアの間で本当にモノが自由に動いているわ
けでは決してないわけです。国境は厳然としてあって、モノは
容易には流れにくいのです。だからそういうところで、色々な
意味での貿易円滑化とか、インフラ整備だとか、税関管理の問
題だとか、とにかく色々な問題が、きめ細かいモノとか投資の
動きのファシリテーション（facilitation）、こういうものをた
くさん入れていくということ。やはりこれがすごく大事で、そ
ういうところにイニシアティヴをもたなくてはいけないと思う
のです。こういうところは民間の人もよくなくて、商売してい
てどういうことに困っているのか、いろいろブツブツ文句は単
発的には言うのですけれども、いったいどういうふうにしたら
もっと商売がしやすくなるか、もっとしっかりした形で（こう
いうのは商売している人しかわかりませんから）考えて、そう
いうものを FTAの傘の下、もしくは傘には入らず別になるの
かもしれませんが、そういうのをセットにしてやっていくとい
うことだと思います。それをここで今、特に、スコープと呼ん

でいるわけでありまして、たとえば日本・シンガポールEPA
を見ても、相手がシンガポールだったということも、もちろん
あるのだと思いますが、非関税障壁撤廃などもほとんど入って
いません。それから貿易・投資円滑化などもまだまだ色々な要
素が入る余地があると思います。知的財産権保護の話も、これ
もシンガポールだからあまり入っていないんだと思いますが、
それから人の移動などもあまり入っていないですし、まだまだ
色々なものをスコープに入れてぶら下げていくということが可
能なのではないかと思っています。
それから経済協力政策との連携のような形も、すごく大事だ

と思っています。これも、せっかく経済協力をしているのです
から、東アジアに対する日本の政策ということで、やはりきち
んとした形で連携していかないと、実にもったいない。（中国
の）西部大開発も、もちろんいいですし、環境に特化するのも
いいと思います。しかし、もっと大事だといえるのは、沿海部
でも他でも、どうやったら商売がしやすくできるのかというこ
とです。別に道路を作るなら、なぜマレーシアやシンガポール
に経済協力するのか、その目的を考えて、最終的に譲許性で結
論を得てDAC（Development Assistance Committee : 開
発援助委員会）に報告すればいいわけです。そのあたりを戦略
的にやるべきじゃないかと思うのです。質が高いものを作れば
求心力も生まれてきます。東アジアにネットワークができてき
たら、だんだんバイラテラルの積み上げだけでは不便だと、そ
れにあわせていく過程が必ず始まると思います。その時には一
番質の高いところにあわせるということですから、しばらくイ
ニシアティヴがとれるのではないかと考えています。
そんなわけで、私は経済をやっていて、もちろん国際政治の

ことなどは、ずぶの素人ですが、相対的、絶対的に国力が低下
していくときに、外交というのは非常に大事だと考えています。
１０年、２０年生き延びていき、どこかにソフトランディングしよ
うとするにはこういうこともやっていく必要があろうかと思っ
たりしています。 （慶應義塾大学経済学部）
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II
Reports 
from  the 
Seminars

特別セミナー「APECとFTA」 

報告 3

アジアにおける 
FTAの潮流とAPEC

2003年1月27日開催 

東アジア経済の特徴
最初にお断りしておか

なければならないのは、
今回の焦点はアジアとい
うことで、北米あるいは
南米についてはあまり入
ってまいりません。その
部分については、私が皆
様方から教えていただき
たいと思っております。
はじめに東アジアにお

ける FTA（自由貿易協
定）を議論するための準

備として、まず東アジアの経済の特徴をいくつか捉えておこう
と思います。そのあとに近年、世界的な特徴として挙げられる
経済活動のグローバリゼーション（globalization）とリージョ
ナリゼーション（regionalization）の動きを議論したいと思い
ます。今回の発表のメインテーマである FTAは制度的なリー
ジョナリゼーションの一形態でありますが、ここでは制度面だ
けではなくて、経済の実態としてリージョナリゼーションが進
んでいるということを確認したいと思います。次に、FTAと
は何かということで、定義についてお話しし、近年における
FTA増加・拡大の要因を探り、それらの世界経済および日本
経済における意義と問題点について議論したいと思います。最
後にAPEC（アジア太平洋経済協力）の部分が小さくて申し
訳ないのですけれども、APECと FTAということで、まとめ
たいと思います。
東アジア経済の特徴について簡単に説明します。特徴は色々

とあって、ここでは数字で表すことができる特徴について調べ
たものをご覧いただきます。〔図①〕まず人口ですが、説明す
るまでもなく中国が最大の１２億強となっています。一方、ブル
ネイの人口は僅か３０万人でしかありません。これらの数字から
わかるように、東アジア諸国では人口から見て大きな格差があ
るということが確認できます。
続いて図②では、一人当たり所得、これは経済発展段階と置

き換えてもいいのですが、この面でも、東アジア諸国は、非常
に大きな格差が存在しています。一方で、日本のように、一人
当たり所得が３万５０００ドルを超えるような国もあります。一方、
新しいASEANメンバー加盟国であるカンボジアやラオス等
のように、一人あたり所得が５００ドル以下というような国も存
在します。以上が、人口と一人当たり所得の二つの指標につい
ての格差です。それ以外にも、文化、宗教、歴史等、様々な面
で多様性に富んでいます。多様性に富んだ地域というのは、地
域統合に適しているのかどうかという議論があります。ヨー
ロッパにおける地域統合が、戦後、急速に進み、ヨーロッパ統

合の基礎となったEC６カ国に関しては一人当たり所得でいう
ならば非常に類似したような国々でありました。経済規模でい
えば、ドイツ、フランスのように大きな国もある一方で、ルク
センブルクや他の小さな国もありましたが、一人当たり所得、
経済発展段階という点からいえば、類似していました。また、
文化や宗教をはじめとして多くの面で共通点がありました。
ヨーロッパにおける地域統合が同質性の高い国々の間で進展し
たことを理解するならば、多様性を有する国々により構成され
るアジア地域における統合は可能なのであろうか、可能だとす
れば、どのような形で進めることができるのだろうか、という
ような課題が投げかけられると思います。

図① 東アジア諸国の人口（２０００年）
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図② 東アジア諸国の一人当たり所得（２０００年）
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いま申しましたように、色々な意味で異なる国々が存在する
アジア・太平洋地域でありますが、共通点もいくつかあります。
一つの共通点は、日本は例外的かもしれませんが、近年におい
て多くの国々は急速な経済成長を遂げてきました。特に８０年代
後半から９０年代のアジア危機に至るまでの期間においては、多
くの国々が急速な経済発展を遂げてきたという共通点がありま
す。それから、これも日本は例外かもしれませんが、多くの国
は対外的に開放されています。具体的には、経済活動の中で貿
易や直接投資の占める割合が高い値を示している国々が多いと
いうことも特徴でしょう。

グローバリゼーションとリージョナリゼーションの進展
グローバリゼーションの進展に関しては、その進展というも

のをどう考えるか色々な見方があるかもしれません。しかしこ
こでは経済活動に注目していきます。図③には世界のGDP輸
出および直接投資をドルで表した名目値が各 １々９７０年の値を
１００として指数化された形で示されています。それら数字を見
てみますと、ここにある世界のGDPは、１９９０年代の末までに
約１０倍に拡大しています。それに対して、世界の輸出は同じ約
３０年間に１８倍、世界の直接投資は実に７０倍近くまで上昇してい
ます。これらの数値から、経済活動において輸出および直接投
資などの国際経済活動が大きく拡大したことがわかります。つ
まり、国際間での経済取引の方が、国内よりも急速に拡大して
いるわけです。このことからグローバリゼーションが進んでい
るといえるかと思います。グローバリゼーションが進んだ背景
には、様々な要因が考えられます。一つは、WTO（世界貿易
機構）の前身であるGATT（関税と貿易に関する一般協定）の
下での貿易自由化が国際経済活動を活発化させたといえます。
それから、制度面での貢献だけではなく、技術進歩が大きく貢
献したことであろうかと考えられます。輸送および通信サービ
スは国際経済活動を行うにあたって重要な役割を担っています
が、それらの分野で技術革新が進んだことから、通信・運輸コ
ストが引き下げられました。さらに民営化が進んだことで、こ
れらのサービス価格が低下しました。
以上のように国際経済制度面における自由化、技術進歩、民

営化などがグローバリゼーションを推進したと考えられるかと
思います。
グローバリゼーションが急速に進展していった一方で、地域

化（リージョナリゼーション）も進んだことを貿易に関して検
討したいと思い、数字を拾ってみました。図④に示されている
数値は各地域の貿易（輸出入合計）における地域内貿易の割合
であります。東アジアに関して言えば、１９８０年においては、東
アジアの貿易に占める域内貿易の割合が、３４.４％つまり約１/３で
ありました。それが１９９０年、２０００年と大きく伸びまして、２０００
年には５１.６％、つまり半分の貿易が域内で行われているという
ことであります。NAFTAについても、同じような拡大傾向が
見られますが、東アジアの数字と比べると、わずかではありま
すが低くなっております。このような貿易面での地域化、すな
わちリージョナリゼーションというのは、いま申しましたよう
に、東アジアとNAFTAにおいては、この２０年間に確実に進
みましたが、EUにおいては少し違った傾向が見られます。１９８０
年から１９９０年にかけ、EUの貿易に占める域内貿易の割合は５８.
８％から６６.３％に拡大し、２０００年には６１％まで低下します。こ
れらの数値は８０年代はEUにおいてもリージョナリゼーション
が進みましたが、９０年代に入ると逆に、域外との貿易の伸びが、
域内の貿易における伸びよりも大きかったということでありま
す。ただし、絶対値で見ますとEUにおける域内貿易の割合と
いうのは、東アジアあるいはNAFTAにおける数字よりも大
きい。つまり、リージョナリゼーションの進捗状況に関して言
いますと、EUが一番進んでいるということが言えるかと思い
ます。ここでは貿易についてだけの数字をとりあげたのですが、
投資についてもこのような数字を作りたいと思いまして、数字
を拾っては見たものの、国際比較ができるような投資の数字は
ありません。したがって推計値に頼ることになるのですが、あ
る推計によりますと、９０年代の半ばまでは、投資の全体に占め
る域内投資の割合というのが急速に伸びたことが示されていま
す。特に東アジアでそういう傾向が強かったようですが、危機
以降においては東アジアへの直接投資の中で、東アジア域外か

らの直接投資の割合が高くなっています。つまり、アジア危機
までの期間では投資に関しても地域化が進んだけれども、それ
以降は、域外への依存が強まっているというような状況だと思
います。

FTA（自由貿易協定）とは何か？
続きまして、FTAの話に移りたいと思います。GATT/WTO

では FTAを「RTA（地域貿易協定）」と呼んでおります。RTA
は定義的に言いますと、図⑤の（i）と（ii）を指します。（i）
は自由貿易地域（Free Trade Area）あるいは自由貿易協定
（Free Trade Agreement）を意味すると同時に（ii）の関税
同盟に含まれます。その下に共同市場、経済同盟、完全な経済
統合とありますが、これは地域統合の発展段階説というベラ・
バロッサという人が考えた概念に沿っております。ただし、
WTOの中での定義では、RTAは、（i）と（ii）しか含まれて
おりません。
まず、（i）の FTAですが、これは地域統合の中で、一番緩

い結びつきの統合の形態であると言われています。FTAは加
盟国間の貿易に対する障壁を撤廃する、具体的には、関税・数
量制限を撤廃するという取り決めであります。域外国に対して

図③
グローバリゼーションの進展
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は、各国独自の政策を継続します。それに対しまして、関税同
盟というのは、域内関税・数量制限の撤廃、つまり FTAの要
素が入っていますが、それだけではなくて、域外の国に対して、
つまり非加盟国に対して、共通の関税を設けるという取り決め
であります。ですから、FTAよりは結びつきの強い、緊密度
の強い統合形態です。因みに最近のRTAの多くは、FTAであ
ります。その理由は、いろいろあろうかと思いますが、一つに
は、やはり緩い統合ということで、締結しやすいということが
あるかと思います。それに対して、関税同盟を締結するには、
非加盟国に対する貿易政策を統一しなければならないので、
加盟国間での合意が難しいと思います。関税同盟の代表的な
ものとしては、設立当初のECが挙げられますが、その他に
は、南米のメルコスール（Mercado Comun del Sur :
MERCOSUR : 南米南部共同市場）があります。その他にも
いくつかあるとは思うのですが、この二つが主要なものです。
次の発展段階である（iii）共同市場ですが、これは関税同盟

の要素とともに域内での生産要素、具体的には労働および資本
の自由な移動を認めるような取り決めであります。具体的には
EUの１９９２年における状況であると思います。もう一歩進んだ
地域統合としまして経済同盟があります。これは、共通マクロ
経済政策が適用されている地域統合ですが、現在、EUの一部
の国で共通通貨が適用されているわけですので、EUに関して
は経済同盟の水準まで達成していると言ってもいいかと思いま
す。最後に、完全な経済統合というのが示されておりますが、
これは超国家機関の設立ということでありまして、地域統合が
最も進んでいるEUでもまだこの段階までには至っておりませ
ん。

急増する FTAの背景
RTA（地域貿易協定）の数の推移でありますが、図⑥をご覧

になっていただくと分かりますように、１９９０年代に入りまして
急速に伸びております。因みにここに示されておりますのは
１９４８年以降GATTとWTOに報告された地域貿易協定数の累
積値であります。９０年代に入りまして、大きく上昇しておりま
すが、特に１９９５年のWTO設立後における伸びが著しいことが
お分かりいただけるかと思います。地域貿易協定がなぜ９０年代
に大きく拡大しているかということが、一つにはGATTの下
での多角的貿易自由化が期待したようなスピードで進展してい
なかったことが挙げられます。当時はGATTの最後の多角的
貿易交渉であったウルグアイ・ラウンドが進んでいたのですが、
ウルグアイ・ラウンドは４年の予定で始まり、しかし実際には
８年もかかり、なかなか最終合意に至らなかったわけです。そ
のような多角的貿易自由化が難しいなかで、自由化に強い関心
のある国々が同じような考えを持つ国々と自由化を進めていく
という政策、つまり自由貿易協定を締結していく動きがあった
のです。たとえば、１９８０年代に米加自由貿易協定が締結されて
いますし、９０年代においてはAFTA（ASEAN自由貿易地域）
が９２年、NAFTAが９４年という形で、世界の主要な地域で FTA
が結ばれていきます。そのような動向の中で、対抗ししかも市
場を確保する目的で、FTAを締結するという動きが加速しま
した。以上のような要素が FTA数の大きな拡大をもたらした
原因として挙げられるかと思います。FTAの背景および動機
につきましては、また後で述べたいと思います。

世界の主要な地域貿易協定の分布図〔図⑦〕をご覧になって
お分かりのように、世界の三大地域と言われる北米、ヨーロッ
パ、そしてアジアの中で、北米ではNAFTA、ヨーロッパでは
EUが各地域を包摂するような形で形成されています。それに

対して、東アジアにおいては、先ほども申し上げましたASEAN
諸国を加盟国とするAFTAがありますけれども、昨年の１１月
に日本・シンガポールの FTAが発効するまでは、AFTAだけ
が主要な FTAであったわけです。従いまして、東アジアにお
いては、他の地域と比べると、FTAの活動が鈍かったといえ
ます。一方、現在は、北米・南米大陸を包摂するような FTAA
（米州自由貿易地域）が、２００５年の最終合意を目標に、交渉中
であります。EUに関しましては、２００４年には、加盟国が１５か
ら２５カ国に増加し、２００７年にはあといくつかが加盟して２７ぐら
いになるということで拡大傾向が顕著であります。一方、東ア
ジアについては、日本・シンガポールの FTAに触発されたか
のように、多くの FTA締結へ向けて動き始めております。
東アジアにおける FTAの現状ですが、活動中のものとして

は、バンコク協定やAFTAがあります。〔図⑧〕それと、ニュー
ジーランドは東アジアではないかもしれませんが、シンガポー
ルが絡んでいるということで、シンガポールとニュージーラン
ドの FTAを載せておきました。日本・シンガポールの FTA
は、昨年の１１月３０日に発効しております。日本・シンガポール
の FTAが締結および発効に至るまでの経過については、非常
に興味深いので、簡単にお話ししておきます。
１９９９年に、ゴー・チョクトン首相が、当時の小渕首相に、FTA

を提案しました。そこで交渉が開始されたのではなく、交渉に
入る前に、産官学のメンバーによる検討会を作ったらどうかと
いう提案がなされ、２０００年の初めに検討会が作られました。検
討会では FTAが両国にどのような影響をもたらすか、また
FTAを作るのであれば、どういった FTAを作ることが好まし
いのか、あるいは FTAを作るにあたっての障害は何かという
ような課題を検討しました。私も検討会には学界のメンバーと
して参加しました。学者のメンバーとして他には東大の伊藤元
重さんと、一橋の小川英治さんがいました。産業界からは当時
の東京三菱銀行にいらして、そのあと預金保険機構に移った篠
原さんとトヨタ自動車の常務であった長谷川さんのお二人が参
加されました。官としましては、外務省、経済産業省、財務省
が中心で、その他に農林省、経済企画庁、郵政省、建設省など
多くの省庁が参加しました。約１０カ月かけて、東京、シンガポ

図⑦

図⑧

図⑥ 地域貿易協定の推移
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ール、東京、シンガポールという形で検討会を重ね、ついに
APECで両国首脳が集まるという場を利用して、ゴー・チョ
クトン首相と小渕さんが会談し「早急に交渉を開始し、できる
だけ早い時期に FTAを締結すべきだ」という検討会の提案に
従って、翌年からの交渉開始に合意しました。交渉は２００１年の
１月から始まり、同年の１０月には終了しました。協定調印は２００２
年の１月でした。その後国会承認などを経て、日本側で１１月３０
日に発効したということであります。シンガポールとの自由貿
易協定においては、ご存じかと思いますが、シンガポールから
の農産品の輸入はほとんどなかったことから農産品が大きな問
題にはならず、金魚や切り花の輸入に関して、農林水産省が自
由化を渋ったというような話があります。しかし、実際にはあ
まり大きな影響がなかったことから、交渉は比較的順調に進み、
締結も早い時期に行われたということであります。これが２００２
年の日本・シンガポールの自由貿易協定です。
交渉中の FTAに関しましては、韓国・チリが挙げられてお

りますが、これは昨年の１０月に合意を達成しまして、その後、
両国での議会での承認等という方向に入っているはずです。こ
の交渉が開始されたのは確か１９９９年頃でしたが、一度デッド・
ロックに陥ってしまって、先に進まないのではないかと言われ
ていました。その理由は、韓国における農産品自由化に対する
反対でありました。農民が、ソウルまで押しかけて街をデモン
ストレーションして歩いたというようなこともあって、なかな
か韓国側では自由化に対する承認が得られませんでした。しか
し、昨年の１０月にやっと最終合意に至りました。内容としては、
自由化から除外されている商品は様々あるのですが、その中で
特に注目されたのはリンゴとナシでした。これは、韓国側は全
く競争力がないことで抵抗が強く、自由化から除外されたとい
うことであります。
この図のように交渉中の FTAはかなり多くあります。中国・

ASEANの FTAが交渉中とありますが、昨年の１１月４日に枠
組みが合意され、２００３年から交渉が開始されます。昨年の
ASEAN＋３の会合の前に、枠組み協定合意・調印が行われて、
注目されました。その翌日の１１月５日に、日本がASEANに
対して、経済連携協定を提案しましたが、提案だけで具体的に
FTAを結ぶための交渉を始めるところまでには至りませんで
した。中・ASEANの FTAに対する注目度と比べると、日・
ASEANの FTAに対する注目度というのは低かったと評価さ
れております。
もう一つ修正があります。図⑨で、日本・メキシコ FTAは

検討中としていますが、交渉が開始されております。日本・韓
国の FTAはまだ検討中です。日本・韓国に関しては、やはり
産官学の研究会を作りまして、そこで討論しているという段階
であります。深川由起子さんと、一橋の深尾京司さんの二人が
学界からのメンバーとして参加されているということです。
日・ASEANの FTAに関しましては、先ほどお話しました

ように、構想が、提案としてASEANのほうに投げかけられ
ており、その具体化をどうするかということで、今年開かれる
日・ASEANのミーティングへ向けて作業が進んでいます。今
年、日・ASEANの首脳会議は東京で開かれるということです
ので、その場でASEANに対して市場を開放するという日本
の提案が出されることが好ましいと私は考えていますが、どの

ようになるかはまだわかりません。そのような日・ASEANの
動きがある一方で、ASEANのメンバーであるタイやフィリピ
ン、さらにはマレーシアなどとの FTA構想が日本との間で検
討されております。
韓国・ASEANの FTAですが、中・ASEAN、日・ASEAN

に遅れておりますが、やっと動きだしたというところです。以
上のように東アジアにおいてはASEANを中心に、ASEAN
＋１というものが三つできるというような形で、FTAが形成
されつつあると見てもいいのではないかと思います。
東アジアでのそのような動きがある一方で、アメリカも、最

近になってASEANに対して、FTAの働きかけを積極的に行
うという戦略を採っております。昨年ですがフィリピンに、ゼー
リックUSTR（米国通商代表部）代表が来て、ASEANの通商
大臣等を集めて、FTAに向けての提案を行ったということが
あったかと思います。その背景には、テロ対策という非経済的
な要素が強く働いています。
ASEANはインドとの間の FTAも検討していることが注目

されます。ASEANは、中国、日本、韓国、さらにはアメリカ、
インドという形で、ASEANをハブに、色々な形の FTAを積
極的に作り上げるという戦略を採っているかと思います。
近年における FTAの動向の特徴としては、地域貿易協定の

数が増えているということを既にお話ししました。それから拡
大についても、EUの東へ向けての拡大がある一方で、米州大
陸においても南北大陸を包摂するような FTAの形成への動き
があり、これをNAFTAの拡大、あるいはメルコスールの拡
大というような解釈もできるかと思います。従いまして、近年
における FTAのもう一つの特徴として拡大傾向が挙げられま
す。
また、深化という特徴も挙げることできます。FTAという

のは先ほどの定義でも述べた通り、加盟国間における貿易障壁
の撤廃ということでありますが、近年締結されている FTAの
中味を見ますと、そういった貿易障壁の撤廃や投資障壁の撤廃、
貿易の自由化だけではなく、円滑化、つまり関税・数量制限以
外での貿易の障壁となっているような措置について、加盟国間
で共通化するということが挙げられましょう。具体的には税関
業務を共通化する、あるいはそれとも関連しますがインボイス
の方法を統一化する等々が考えられます。これらの動きを深化
と解釈することができると思います。日本・シンガポールの
FTAに関しましては、後述しますが、貿易・投資の自由化・
円滑化だけではなくて、人の移動までも含めた非常に包括的な
ものになっています。そういう意味で、深化した経済連携が、
日本・シンガポールとの間で結ばれたといっていいかと思いま
す。
多様化も特徴として挙げることができます。最初の関税同盟

であったECですが、色々な意味で類似した国によって構成さ
れていました。それに対しまして、近年において設立されてい
る FTAは多様性に富んでおります。例えばNAFTAですが、
カナダ、アメリカとメキシコが加盟国ですが、カナダとアメリ
カが先進国でメキシコが途上国ですので、加盟国間での所得格
差が非常に大きい FTAです。このような所得水準の異なる
国々が加盟国になっているという意味で、多様化された FTA
であるということができます。AFTAにおいても新規に所得
水準の低い国々が加盟したことから、この傾向が現れています。
次に競争も特徴として挙げることができます。これは地域貿易
協定数の増加ということとも関連しますが、FTAが世界各地
で形成されていく中で、各国が孤立を恐れて何らかの地域貿易
協定に加盟する、あるいは地域貿易協定を設立するというよう
なことを指しています。最後に挙げた特徴は、地域統合間の連
携です。典型的な例としては、メルコスールとEUとの連携が
挙げられます。またある国を媒介として FTA間の連携が形成
されている場合も多く見られます。メキシコを媒介とした
NAFTAと EUの関係が一つの例として考えられます。メキシ
コはNAFTAのメンバーでありますが、EUとも FTAを締結
しておりますので、その関係を連携と読むこともできます。シ
ンガポールについても同様の役割が見られます。シンガポール
はAFTAのメンバーですが、日本やニュージーランドと FTA
を結んでいますので、地域統合間の連携のハブになっています。
次に FTAに参加する動機についてお話します。第一点は、

図⑨
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先ほどの議論と関係しますが、自国の経済的利益を確保すると
いう動機です。もう少し具体的に述べますと、自国企業のビジ
ネスチャンスを拡大するというものであります。日本に関して
言いますと、メキシコとの FTAの一つの大きな動機というの
は、日本企業に対するメキシコ市場の確保であります。先述し
ましたが、メキシコはEUと自由貿易協定を結んでいますので、
関税率の高いメキシコ市場に対して、EUの企業は関税なしで
輸出できるわけです。それに対し、日本企業は、高い関税の壁
があることから、なかなかメキシコ市場に輸出できません。そ
の不利な状況を解消するために、日本企業は日本政府に対して、
メキシコとの間で自由貿易協定を結ぶように強く要求してきた
わけです。
第二の動機としまして、対外面での動機ではなく対内的な動

機を挙げたいと思います。国内における規制改革がなかなか進
まないという状況の中で、FTAを起爆剤に使おうという動機
であります。日本にとってはこの動機、つまり国内改革を進め
る動機が、非常に重要だと考えています。第三の動機として、
国際交渉力の強化を挙げました。これは小国にとっては重要な
動機です。小国は国際政治経済環境において、影響力を持って
いません。そのような状況の中で、影響力を行使するには、他
の国々と協力する必要があります。その協力の手段として FTA
の形成が考えられます。具体的な例としてはAFTAが挙げら
れます。ASEAN諸国は各々一国では貿易交渉などにおいて影
響力を行使するのは難しいのですが、他の国々と地域統合を形
成し、意見を一本化することで影響力を行使することが可能に
なるわけです。FTA形成は地域化を進めるということで、多
角的貿易自由化の障害になるという見方もありますが、反対に
多角的貿易自由化の推進につながるということもあります。具
体的には、GATTの最後の多角的交渉となったウルグアイ・
ラウンド交渉の最後の段階で米国とEUの対立により交渉が難
航していたときに、米国を中心としてアジア太平洋諸国が
NAFTA、AFTA、APECなどの地域統合を設立させていった
ことがEUの合意を引き出した一つの要因であるという解釈が
ありまして、それが正しければ、FTA推進は多角的貿易自由
化の推進に貢献するということが言えます。また、FTAでの
自由化項目の中にWTOでルール化されていない分野における
取り決めが含まれるならば、そのような FTAはWTOでの
ルール化に際して貢献することを通してWTO体制の強化に寄
与すると考えられます。
最後に、政治および安全保障の安定化を動機として挙げます。

これは FTAを通じて経済成長が実現するとか、FTAを通して
相互理解を深めることが、政治と安全保障上の安定をもたらす
ということです。
東アジアにおける FTA参加への動きの背景には以下のよう

な状況があります。東アジアで FTAに向けての動きが急速に
高まったのは、９０年代の末以降です。その一つの理由としては
９７年に起きたアジア通貨金融危機に対する域外からの支援があ
まりなかったという不満があるのではと思います。つまり、ア
ジアにおいて問題が起きても域外には頼れない、そうであれば
域内の各国が協調する体制を作らなければいけないという考え
が支配的になってきたのです。そして、域内協調の一つの手段
として FTAが考えられるようになったのです。より直接的な
通貨危機への対応として構築されたフレームワークとしては、
チェンマイ・イニシアティブがあります。これは通貨スワップ
の協定でして、外貨不足で困ったときに通貨をお互いにスワッ
プするということで危機を回避することを目的として構築され
ました。金融面での協調体制であるスワップ協定に対して、貿
易・投資面での協調体制ということで FTAが注目されてきた
わけです。
FTAを結ぶことによって、加盟国間の貿易が活発化すると

いう貿易創造効果があります。一方、非加盟国との貿易が、加
盟国との貿易によって置き換えられてしまう可能性もあるわけ
でして、それが貿易転換効果と言われるものです。経済学では
伝統的にはこの二つの効果だけが、FTAの経済効果として議
論されてきました。その議論では貿易創造効果は加盟国にとっ
て好ましい効果をもたらすのに対して、貿易転換効果は、非加
盟国に対して負の効果をもたらすと解釈されております。これ
らの伝統的な分析における効果だけではなく、交易条件が加盟

国に有利化する効果、市場拡大効果、競争促進効果などが考え
られます。市場拡大効果と競争促進効果はダイナミック効果と
呼ばれております。市場拡大効果は、地域統合の実現によって
市場が拡大し、市場が拡大することは規模の経済が発揮できる
ような環境を作るということで好ましい効果であると解釈され
ています。競争促進効果ですが、FTAによって自由化が進む
ということで、競争がより激しくなり、その競争に耐える、あ
るいは対処するために、企業は効率を高めることが予想される
ことから好ましい効果であると考えられています。近年におい
ては、貿易だけではなくて、投資が非常に活発に行われるよう
になってきましたので、FTAが形成されたことによって、加
盟国間の投資の拡大や非加盟国からの投資が加盟国の投資に転
換される可能性も考えられることから、貿易創造効果や貿易転
換効果との類推から投資促進効果や投資転換効果というものが
考えられております。

FTAの意義と問題点
FTAの世界経済にとっての意義と問題点でありますが、意

義としましては、（i）「WTO体制の強化」、(ii）「他地域におけ
るブロック化に対する牽制」、(iii）「経済の活性化」を挙げて
おります。（i）と（ii）は共通点があるわけですが、（ii）につ
いてまず述べますと、先ほど説明したことでありますが、地域
統合を進めることによって、他地域におけるブロック化を牽制
できる可能性があるということです。そうであれば、WTO体
制の強化に繋がるわけであります。また、FTAによるWTO
体制の強化という意義は、今述べたような面からだけではなく
て、WTOのルールの対象となっていないような経済活動、た
とえば人の移動、あるいは労働、あるいは環境と貿易といった
分野で FTAでのルールが作られれば、それがモデルケースと
なり、WTOでのルール作りへの貢献になるということです。
それから（iii）経済の活性化ですが、これも前述しましたよう
に、FTAの下で自由化が進み、そして規制改革が前進すれば、
経済の活性化に繋がるということです。
一方、問題点としましては、マルチでの自由化へのインセン

ティブが低下してしまう可能性もあることが挙げられます。こ
れは FTAの枠組のなかで二国間あるいは地域間での自由化を
推し進めていくことによって、WTOレベルでの自由化への関
心が薄れてしまう可能性があるということです。また、多くの
FTAが形成されていき、原産地規則などのルールにおいて共
通点の少ない FTAが形成されてしまうと、世界レベルでの貿
易を阻害するのではないか、ということが懸念されています。
もう少し具体的に言いますと、FTAというのは、関税同盟と
違って、域外に対して共通関税を持っていませんので、どこの
国でその商品が作られたかということが重要な問題になってき
ます。たとえば、AFTA（ASEAN自由貿易地域）の中で、一
番関税率が低いのはシンガポールですが、シンガポールで生産
されたものが、たとえばタイに輸出される場合は無税になるわ
けです。シンガポールとタイでは、域外に対しては違う関税率
を適応しているのですが、その結果、非加盟国で生産された商
品がタイに輸入される場合、原産地規則がないならば、関税率
の低いシンガポール経由で輸入されることになります。そこで、
このような問題が起きないように、原産地規則というものが作
られているわけです。しかし、原産地規則というのは、色々な
形で規定されていまして、統一されていません。原産地規則が
統一されていないことによって、貿易ルールが非常に複雑にな
るわけです。その結果、バグワティが言うところの、スパゲティ・
ボウル・エフェクト（Spaghetti Bowl Effect）、つまりスパ
ゲティ・ボウルの中で、スパゲティが絡まっているような、ぐ
じゃぐじゃになって何が何だかよくわからないというような状
況が起きかねないわけです。このような状況は世界貿易の発展
に対して抑制的な効果を持つだろうということで FTAの問題
であると言われています。この問題は経済学を理論的な面から
分析をしている人たちの中では、よく聞かれる主張です。
それからブロック化による報復ですが、これは両大戦間にお

けるブロック化経済、つまり近隣窮乏化政策の応酬のような状
況が、現時点においても起こる可能性があるのではないかとい
うことです。ブロック化に対してブロック化という形で報復を
したならば、貿易は縮小し囚人のジレンマの状況に陥ってしま
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うので好ましくありません。それから FTAの深刻な問題とし
て非加盟国に対する被害を指摘しておかなければなりません。
東アジアに関して言うならば、東アジアの中で FTAの動きが
活発化しているという話をしましたが、その中で台湾が抜けて
います。台湾経済は大きな規模を有しているのでそのような経
済が排除されてしまうということは、問題ではないかと思いま
す。
FTAとWTO協定との関係でありますが、FTAはWTOの

基本的原則である一般的最恵国待遇の例外としていくつかの条
件の下で認められております。重要な条件としては資料にあり
ますように三つ挙げられております。図⑩の最初の条件（i）で
すけれども、これは非加盟国に対して、地域統合前に適用され
ていた貿易障壁より、引き上げてはいけないという条件です。
これは先ほどお話しした、域外国に対する不利な影響を軽減す
るための要件であります。二番目の条件としましては、加盟国
間の貿易障壁撤廃に関する条件で（ii）関税その他の制限的通
商規則を加盟国間での実質上すべての貿易について廃止すると
いうものです。英語ではSubstantially all the trade という
言葉が使われていますが、「実質上すべての貿易について廃止
する」という中で、「実質上すべて」をどのように定義するか
という点が議論になっています。もう少し正確にいうと、明確
な定義が与えられていないことが問題になっています。たとえ
ば日本とシンガポールとの自由貿易協定の場合には、貿易自由
化の例外とされた品目の貿易額は全貿易額の１％～２％だけで
あるということから、これはSubstantially all the trade が
自由化されたと解釈してもいいのではないかと言われています。
他の FTAに関してはどういった議論がなされているかという
と、EUでは、９０％自由化されていれば、Substantially all the
trade が自由化されていると見てもいいのではないかという解
釈がなされています。現在交渉中の日本とメキシコとの FTA
では、日本が国内政治的な理由で農産品輸入の自由化が難しい
ということで、農産品を全て例外扱いするとしたならば、日本
のメキシコからの輸入のうち（年によって数字は動くわけです
が）、約２０％が農産品の輸入ですので、非常に単純に考えて両
国の双方の輸出入額にあまり違いがないとすれば、両国間の貿
易のうちで自由化の対象外になるのは１０％ということで、
「WTOでの条件をクリアできるのではないか」と言う人もい
ます。一方で、「いや、それはちょっと甘すぎるのではないか」
と言う人もいます。このような問題が生じるのは、「実質上す
べての貿易」という言葉の解釈が、定まっていないということ
が原因であります。
この点に関して続けますと、いまお話ししている条件は、

GATT（関税と貿易に関する一般協定）の２４条、GATS（サー
ビス協定）の５条ということで、先進国に対するルールなので
す。実はそれ以外に、FTAは授権条項（enabling clause）で
も、締結することができます。これは途上国に対する特別待遇
でして、その下で締結される FTAについては上記のような条
件が定まってはいません。乱暴な言い方をすれば、途上国につ
いてはどのような FTAでも設立可能ということであります。
たとえばAFTAは、授権条項の下での FTAであることから、
２００２年に一応、AFTAは完成しているわけですが、関税率が
ゼロになったのではなく、５％までの引き下げにとどまってい
ます。そのような FTAであっても問題として取り上げられま

せん。中国とASEANの FTAが注目されているというお話を
しましたが、中国もWTOの中では途上国です。ASEANも途
上国ですから、中国とASEANの FTAは自由化においてそれ
ほど高度なものではない形の FTAが結ばれる可能性がありま
すし、たとえそうなったとしても、承認されるということです。
一方、日本が FTAを締結するときには、以上挙げた条件を全
て満たすということが必要であり、いい加減な FTAは認めら
れません。
さて、（iii）に「中間協定」とありますが、これは FTAを

GATT・WTOに通報したならば、妥当な期間内にその FTA
を完成させなければいけない、ということであります。妥当な
期間については１０年ということでGATT・WTOメンバーに
よって合意ができておりますので、１０年以内に FTAを完成す
る必要があるということであります。ですから、AFTAは１９９２
年に設立されたわけですが、２００２年に完成しました。また、
NAFTAは１９９５年に発効されたのですが、２００５年には完成する
予定になっております。
図⑪に移ります。わが国にとっての地域貿易協定の意義です

が、これは先ほどの地域貿易協定の世界経済における意義と重
複しますので、その部分は繰り返しません。ただ、日本が特に
東アジア諸国と FTAを結ぶことのメリットとしまして、アジ
ア諸国の経済成長を後押しするということが重要かと思います。
特に日本がシンガポールと締結した包括的な FTAのような
FTAがアジア諸国と締結されたならば、それらの国々の経済
成長に貢献すると思います。日本とシンガポールとの FTAで
すが、貿易・投資の自由化だけではなくて、円滑化（これは先
ほどもお話ししましたが、具体的には電気機器規格の相互承認
などの取り決めがあります）や人の交流も含まれます。さらに
は二国間の協力ということで、人材の育成、中小企業政策支援、
共同研究プロジェクトの形成など非常に多くの項目が入ってお
ります。そういった項目を進めることで東アジア諸国の経済成
長が期待できます。特に、日本が発展途上国である東アジアの
国々と貿易協定を結ぶ場合には、経済協力が、大きな要素になっ
てくるかと思います。そのような FTAが結ばれることによっ
て、日本の東アジアに対する支援がより有効に行われるように
なり、その結果として、東アジア経済が、経済成長を実現させ
るならば東アジア経済への依存を高めている日本経済にとって
メリットが大きいことは説明する必要はないと思います。
一番下（v）に書かれた「WTOでのルール作り」について

説明します。日本は最近まで国際経済制度の構築に対してはあ
まり貢献してこなかったという批判・評価があるかと思います
が、そういう中で、多くの分野を対象とした包括的な FTAを
結ぶことによって FTAレベルでルールを作り、その経験を
WTOでのルール作りに活かす、ということが考えられます。
具体的な例としては、日本のWTOでの投資に関するルール作
りへの貢献が挙げられます。日本はWTOでの投資ルールの構
築に向けて、投資委員会などで積極的に活動していますが、そ
の背景には、シンガポールとの FTAにおける投資関連のルー
ル作りの経験が元になっているという部分もあるかと思います。
このように FTAでの経験を、WTOでのルール作りの経験に
活かすことができるかもしれないということです。

図⑪

図⑩
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一方、問題点・課題でありますが、先ほどの三つの条件を
クリアすることであります。より具体的に言うならば、
Substantially all the trade を自由化するという条件をクリ
アできるか、というのが大きな問題でしょう。それからAPEC
ですが、APECでの自由化に関してボゴール宣言があります。
２０１０年までに先進国は、貿易・投資の自由化を実現し、途上国
は、２０２０年までに自由化を実現するというものです。ただし、
APECでの自由化の内容については明らかになっていません
が、APECという地域レベルでの自由化と FTAという形の二
国間での自由化における整合性の問題があるということで課題
に挙げます。
農産品の自由化については既に少し話しましたが、農産品を

自由化しなければ、Substantially all the trade の条件をク
リアしないのではないかと思いますので、これが課題です。
日本が FTAを結ぶ場合、特に東アジアとの FTAを結ぶ場

合には、貿易・投資の自由化というような、FTAによくある
ような自由化だけではなくて、円滑化、さらには経済協力とい
う面も強調し FTAを作る、つまり包括性を実現させることが
重要だと思います。
さらに、多くの国々との FTAを迅速に結ぶことが重要であ

ると思います。WTOでは中間協定という協定が結ばれてから
実現させるまでに１０年という期間がありますが、私がここで取
り上げているのは協定を結ぶ前の期間です。たとえば韓国とチ
リの自由貿易協定の交渉が、非常に時間がかかって間延びして
しまって、途中でもうこれは結べないのではないかという雰囲
気になってしまったことを問題にしております。そのような状
況が起きないように、なるべく早いうちに、交渉を終わらせる
ということが重要ではないかという指摘です。
FTAから除外される国々へのマイナスの効果を考慮する必

要があるということを指摘したいと思います。排除によるマイ
ナス効果を是正する効果的な方法は、WTOでの自由化を実現
することであります。この点を理解するならば、これは最後の
結論にもなるのですけれども、自由貿易協定を締結することで、
二国間、あるいは複数国間の自由化を進めることも、先ほど申
し上げたような理由から重要だとは思いますが、最終的には
WTOレベルでの自由化を実現させなければいけないというこ
とを強調したいと思います。
日本とシンガポールとの FTAに関して一つだけ付け加えて

おきます。新しい試みとして、人の交流が含まれていることは
話しました。我々の関係する内容として大学間の単位相互承認
があります。図⑫ですが、早稲田大学はシンガポール国立大学
と以前から単位相互承認は一定範囲内で行ってきています。慶
応は FTAに参加する形で単位相互承認を行うようです。東大
はここに入っているのでしょうか。人の交流としては、医師・
看護師などの国家資格の相互承認を通じたプログラムも含まれ
ています。この点に関しては新聞報道などで、日本の一部の労
働市場が対外的に開放されたというようなことで、大きく取り
上げられたこともあったようですが、実際その後どうかを調べ
てみると、シンガポールの医師であっても日本の医師国家試験
を通らなければダメだということになったそうです。ただし日
本の医師国家試験を英語で受けられるということだけのようで
す。はっきり言って、まだまだ労働市場における開放は進んで
いないということです。今、日本はフィリピンやタイと FTA
の検討を行っているのですが、フィリピンは日本に看護師や介
護士を輸出すること、タイは日本に足裏マッサージ師を輸出す
ることに関心があるようですが、日本はその受け入れは難しい
と考えているようです。
FTAから予想される効果についてCGEモデルを用いて求

めましたシュミレーションの結果を示しておりますが、予想さ
れるように FTAに加盟することで経済拡大のメリットが得ら
れます。一方、図⑬にあるように、FTAから除外された場合
には、被害を受けるということも明らかです。例えば、中国と
ASEANで FTAが結ばれた場合の日本のGDPへの影響です
が、２０１０年時点で、中・ASEANの FTAがなかった場合と比
べると、数字としてはわずかなのですけれども、０.０５％低くな
ります。反対に、ASEANプラス３という形で日本も含めた形
で FTAが締結されたならば、なかった場合と比べると、約１％
もGDPが大きくなります。これらの結果はシュミレーション

ですので、数字の大きさを議論するというよりは、影響の方向
性に注目すべきだと思います。
時間がなくなってきましたので、企業に対するアンケート調

査の結果の詳しい説明は飛ばしますが、多くの企業は FTAに
より好ましい影響が期待できると考えているということを指摘
しておきます。
東アジア共同体についてですが、小泉首相が東アジア共同体

を目標に東アジア諸国で連携を進めていくことが好ましいだろ
うという話をしましたがその実現のためには、ここに挙げられ
ているような条件が整わないと難しいと思います。たとえば図
⑭にあるように、相互理解ですが、これは歴史に関する理解な
ども含みます。それと政治的リーダーシップは不可欠です。EU
の経験におきましても、政治的リーダーシップが非常に重要な
役割を果たしたわけですが、東アジアでは、こういったリーダー
シップが存在しないことが問題です。それから、東アジア共同
体だけではなく、FTA一般についても言えることですが、国
民および政治家が、自由化がその国にとって非常に大きなメ
リットをもたらすのだという意識を持たなければ、それらの構

図⑫

図⑬

図⑭
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想は進みません。その他にも、色々と書いてありますが、重要
だと思うのは、下の方に書いてありますAPECおよびWTO
の重要性に対する再認識であります。

APECと FTA
APECのところは、何か追加的に付け加えられているだけ

のような形になってしまいましたが、アジア・太平洋における
国際的な枠組みということで重視しなければいけないというこ
とを指摘しておきたいと思います。APECの基本理念として
は、貿易・投資の自由化、円滑化、そして経済技術協力
（ECOTECH : Economic and Technical Cooperation）と
いう三つがあるわけですけれども、日本の FTAの構想にはこ
れらの三つの項目が含まれていることを強調しておきたいと思
います。
APECと FTAの間で問題になってくるのが自由化の形です。

APECでは、大阪の会議で、最恵国待遇、つまり他国を差別
することなく自由化をしていくのだということで合意ができた
と理解しておりますが、もしそうだとすると、差別的な形での

貿易自由化である FTAとは整合性がなくなります。このよう
な矛盾にどのように対処するのかが問題です。APECの中で、
FTAに関してどのような議論がなされているかを、外務省の
HPやAPECのHPで調べてみたのですが、具体的に FTAに
ついて言及されているのは、昨年行われたメキシコでの会議で、
FTAに関して情報を交換するという程度でしかないようであ
ります。ただ、今年のAPECでは、RTA（地域貿易協定）に
ついて、より深い意見の交換が行われるということが予想され
ています。その一つの証拠になるかもしれませんが、ABAC
（APEC Business Advisory Council : APECビジネス諮問
委員会）ではRTAを取り上げていますし、PECC（ペック :
Pacific Economic Cooperation Council : 太平洋経済協力
会議）におきましても、貿易投資フォーラムの中で、地域貿易
協定についての議論が進められております。ABACと PECC
は APECと密接な関係を持っていますので、今後、APECに
おいて、FTAに関する議論が高まるのではないかと予想され
ます。

（早稲田大学社会科学部）
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 特別寄稿 

 テロ対策とASEAN接近 
 ─ブッシュ政権のアジア地域協力対策─ 
   

II
Report 
from  
Abroad

山崎一民 
Yamazaki Kazutami

「９/１１」でブッシュ政権
に浮揚力
２００１年９月１１日のテロ

リストによる米国本土攻
撃（米国民は「ナイン・
イレブン」と称し、「９/
１１」と記す）は米国社会
を震撼させたが、ブッ
シュ米政権も多大の影響
を受けた。
「９/１１」はブッシュ政
権発足後わずか９カ月目
の出来事であり、同政権

は、大型減税を実施し、京都議定書からの離脱など一国主義的
な外交政策の片鱗を覗かせた他は、これといった政策を打ち出
すまでに至っていなかった。そのためブッシュ政権は、「９/１１」
によって内政、外交の主要な政策課題の実行をすべて棚上げし、
「対テロ戦争」の遂行を余儀なくされたからである。

しかし一方、対テロ戦争はブッシュ政権に大きな浮揚力を与
えた。同政権は、アフガニスタンを本拠としていた「９/１１」実
行組織のアル・カイダと、それを匿い、支援してきたタリバン
勢力を短期間に一掃（いわゆる「アフガン戦争勝利」）した。
その結果、ブッシュ大統領は「戦時大統領」として強い指導力
を確立し、９０％に達する国民の支持を獲得したからである。
「９/１１」直前には、同大統領の支持率は５０％強であり、景気
後退や海外での一国主義批判の高まりを受けて政権失速の見方
さえ広まっていただけに、「９/１１」がブッシュ政権を救ったと
の通説は根拠のない話ではない。
それどころか、カール・ローブ政治顧問等ブッシュ大統領側

近は「９/１１」をフルに活用した政治選挙戦略を展開した。ア
フガン戦争勝利直後の２００２年１月２８日、ブッシュ大統領が一般
教書演説で、イラク、イラン、北朝鮮を「悪の枢軸」と名指し
で糾弾したのはその典型である。核、生物、化学各兵器を開発、
保有する「ごろつき国家」がテロ組織と結託する危険性を強調
し、対テロ戦線拡大を宣言した。特に、イラクへの先制攻撃の
正当性を吹聴した。
要するに、ホワイトハウスは、米国と米国民の安全確保を最

優先課題として掲げ、イラクのサダム・フセイン体制を含むテ
ロ撲滅という「２１世紀の聖戦」を戦う強い大統領イメージを持
続することが、２００２年の中間選挙と２００４年の大統領選挙に勝つ
最良の道と踏んだのである。
ローブ顧問は２００２年５月半ば、ワシントン郊外で約１週間開

かれた、共和党幹部の中間選挙対策会議で「テロとイラクを前
面に出せば共和党は中間選挙に勝てる」と言い切っている。事
実、共和党は中間選挙で上院を奪還、下院の議席も伸ばし大勝

したから、ホワイトハウスの「９/１１」活用政治選挙戦略は少
なくとも中間選挙までは奏功したのである。
ある民主党のベテランロビイストは中間選挙直後、筆者に

「ブッシュ（大統領）はビン・ラディン（アル・カイダ首領）と
サダム・フセイン（イラク大統領）に感謝状を送るべきだ」と
毒づいたが（注１）、ローブ顧問の読みは的中したのである。

ブッシュ政権の本質
米国の歴代大統領は就任後、誰も再選を目指した。それは当

然のことといえるが、ブッシュ大統領ほど再選にかける野心が
強い大統領はいない。父親のブッシュ元大統領が湾岸戦争に勝
利しながら、経済無策が失点となり、再選を逃した苦い経験を
当時目の当たりにした息子の現大統領は、「親父の二の舞は踏
まない」ことを肝に銘じて大統領になった。しかも、クリント
ン前大統領に８年間政権の座を奪われた共和党、特にブッシュ
現政権の支持基盤である同党保守派は、息子が父親の雪辱を果
たして、政権を２期続けることを信じて疑わない。その後は、
現大統領の実弟のジェブ・ブッシュ現フロリダ州知事にバトン
をつなぎ、ブッシュ兄弟で１６年間の共和党天下を築く。それは、
祖父の代から著名な政治家を輩出してきたブッシュ王朝の秘め
たる野望の実現でもある、とワシントン政界の憶測はきりがな
い。
いずれにしても、ブッシュ現大統領とその側近の最大の目標

は、２００４年の大統領選挙で再選を果たし、政権を２期続けるこ
とである。ホワイトハウスは内政、外交とも全ての政策をこの
目標実現のため動員している。それを取り仕切るのがローブ顧
問である。「少なくとも内政に関してはカール（ローブ顧問）の
OKがなければ何も動かない」と言われ（注２）、「９/１１」後は外
交政策でもローブ顧問の影響力が増している。
そしてブッシュ政策は、内政が保守、外交・安全保障がタカ

派のイデオロギーを基本とする。最近では、既に同政権を離れ
た高官の証言などから、「ブッシュ政権の本質はマキアヴェリ
ズムだ。政策立案メカニズムは存在せず、中身の濃い政策論議
はほとんど行われない。政治戦略家とイデオローグが政策を牛
耳り、あらゆる問題を国民が理解しやすいよう『白か黒か』の
単純な図式に仕立てる」（注３）といった見方が広まっている（注４）。
そうした見方に立てば、対テロ戦争、対イラク先制攻撃はブッ

シュ・イデオロギー政策路線に文字通り合致した。「９/１１」は
ブッシュ政権の本質をもろに誘い出したのである。

タカ派が多いアジア通高官
ブッシュ政権のアジア地域協力政策も、上記のような「９/

１１」を境目としたブッシュ政権戦略と無縁ではない。「９/１１」
以前、地域協力を含むブッシュ政権のアジア政策ではっきりし
ていたのは「日本重視」という点だけである。同政権は、ASEAN
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（東南アジア諸国連合）やAPEC（アジア太平洋経済協力会議）、
あるいは当時日本でも関心が高まりつつあった東アジアに限定
した地域協力構想等に対する基本的な立場を明示していなかっ
た。
もともと、ブッシュ政権の要路にアジア専門家は数えるほど

しかいない。コーリン・パウエル国務長官は欧州・中東、ドナ
ルド・ラムズフェルド国防長官は欧州・旧ソ連・東欧、コンド
リーザ・ライス国家安全保障担当大統領補佐官はロシアの各専
門家で、アジアには詳しくない。経済、通商分野でも、欧州通
のゼーリックUSTR（米通商代表部）代表をはじめアジアの
経済、産業事情に精通した高官はほとんどいない。
それ以上に注目すべき点は、ブッシュ政権に数少ないアジア

通の高官が全員折り紙付きのタカ派という事実である。駐イン
ドネシア大使を務めたポール・ウォルフォウィッツ国防副長官、
ジョン・ボルトン国務次官（軍備管理・国家安全保障担当）、
リチャード・パール米国防政策委員会（国防長官の諮問機関）
委員長がそのリーダー格である。
彼らはアジアの地域安保問題に通じているだけでなく、親台

湾・反中国のイデオローグでもある。彼らはアフガン戦争を勝
利に導き、イラクに戦争を仕掛け、北朝鮮の核施設への重点爆
撃も辞さない対外強硬路線を主導している。政権内の彼らの後
ろ盾はチェイニー副大統領とラムズフェルド長官で、より穏健
な対外関与政策を信奉するパウエル長官との確執が絶えないこ
とは、ワシントンでは今や公然の秘密となっている。タカ派で
ないアジア専門家という点で、唯一の例外といえるのは日本通
の面々である。リチャード・アーミテイジ国務副長官、ジム・
ケリー国務次官補（東アジア太平洋地域担当）、マイケル・グ
リーン国家安全保障会議日本・朝鮮担当部長のトリオである。
彼らは日本の霞ヶ関や永田町に知己も多く、日米関係の歴史や
日本の政策決定過程にも詳しい。ブッシュ政権がアジア政策の
表看板に日本最重視を掲げたのも、トリオが政権入りする前か
ら暖めてきた東アジア戦略に基づいている面が大きい。
もっとも、タカ派も含めたブッシュ政権全体にとって「日本

重視」とは、必ずしも日本びいきや日米同盟最優先を意味しな
い。一つには、クリントン前政権が日本に厳しく、中国に肩入
れし過ぎたと見て、前政権のアジア政策との差別化を印象付け
るとの計算がある。
しかし、基本的には、中国を潜在的な脅威と見なすタカ派の

イデオロギーに基づく。中国をけん制するため日米同盟関係を
強化するとの発想である。なにしろ同政権を牛耳る保守タカ派
は中国への不信感が強い。彼らは冷戦期に、旧ソ連・共産主義
のアジア侵略を防ぐ「極東の防波堤」として日米安保体制を利
用したように、中国がユーラシア大陸で２１世紀の覇権大国とな
らないよう歯止めをかける「極東のバランサー」として日米同
盟を位置付けている。

テロ戦争に地域協力機構を組み込む
こうした政権内の事情から、ブッシュ政権のアジア地域協力

政策は、政権発足以来不透明であったが、「９/１１」後、少なく
とも一点、鮮明になったことがある。APECはじめアジアに
存在する既存の地域協力機構をテロ撲滅のために利用すること
である。
実際、「９/１１」後のAPEC首脳会議、ASEAN拡大外相会

議、ASEAN地域フォーラム（ARF）などの会議では、ブッ
シュ政権が主導して「反テロ特別声明」を発表するパターンが
定着した。２００１年１０月２０ー２１日、中国・上海でAPEC首脳会
議が開かれたが、ブッシュ大統領がアフガン戦争開始直後にも
関わらず出席したのは、象徴的であった。
その理由の一つは、ブッシュ政権がアジアの地域協力機構を

対テロ戦争に組み込む最初の試みであったからだ。もう一つは、
ブッシュ政権内には発足以来、APECの存在意義に疑問を呈
する空気が強かったから、反テロキャンペーンにAPECを積
極活用することで、APEC自体を「復権」させたと見ること
もできたからである。
ブッシュ政権が、APEC軽視といわないまでも、APECの

利用価値が低下したと見たのは、１９９７年のアジア通貨危機に
APECが十分対応できなかったことと、同年の首脳会議で取
り決めた早期自主的分野別自由化（EVSL）交渉が決裂したた

めである。後者についてカリフォルニア大学サンディエゴ校の
エリス・クラウス教授は次のように分析している（注５）。
「米国は水産物・林産物を含む９分野を優先的に自由化しよ
うとしたが、日本が反対し、（EVSL交渉は）決裂した。（中
略）日本は『加盟国の自主性尊重』原則を米国が踏みにじった
と思った。米国は自由化計画が日本のわがままで台無しになっ
たと思った。米国はAPECが最早、真の貿易自由化に役立た
ないと思っている」

反テロの「踏み絵」
APECが役立たずとの判断はクリントン前政権末期のもの

であったが、ブッシュ政権もその点を引き継いだ。同政権はそ
れを一転、反テロキャンペーン装置として役立たせようとして
いる。
つまり、ブッシュ政権のアジア地域協力政策は、目下のとこ

ろ、対テロ戦争の地域協調体制作りそのものである。ブッシュ
政権は上海APECの時から、「米国の側につくか、テロ組織の
側につくか。テロの側につくなら、テロリストと見なす」と、
反テロの踏み絵を踏ませるようなレトリックでテロ撲滅への支
持と協調を求めてきた。まるで２１世紀の十字軍を気取るような
ブッシュ政権の協力要請に反発する国は多いが、一方でアジア
にはフィリピンやインドネシアのように国内にアル・カイダ分
子が根城を持つ国もある。ブッシュ政権が対テロ戦争終結を宣
言するまで、アジア諸国はワシントンからの新手の地域協力要
請に応じていくだろう。
その点、例えば今秋のAPEC首脳会議で、ブッシュ政権の

反テロ協調＝地域協力路線が新たな局面をもたらすかも知れな
い。仮に、北朝鮮の核開発問題が今後一層の緊張を生んだ場合、
ブッシュ政権が対北朝鮮政策にAPEC首脳会議をどう活用す
るか注目に値するからである。
一方、ブッシュ政権のアジア地域協力政策にはもう一つ見逃

せない方向が浮かび上がっている。すなわち「ASEAN接近」
である。ブッシュ政権は「日本重視」のように「ASEAN接近」
を喧伝はしていない。しかし、その目的は明瞭で、関与の仕方
は個性的である。

１２年ぶりのAEM・USTR
ブッシュ政権のASEAN接近の兆候が最初に見てとれたの

は、２００２年４月上旬のゼーリックUSTR代表の東南アジア歴
訪である。同代表はタイ、シンガポール、インドネシア３カ国
を訪問した。タイと FTA（自由貿易協定）交渉を検討するこ
と、当時交渉中だった米・シンガポール FTAにインドネシア
の一部参加を認めることで合意したが、最大のハイライトは、
同５日、タイ・バンコクで開かれた米・ASEAN経済閣僚会議
（AEMーUSTR）である。

同会議は、米・ASEAN関係史上、かなり画期的なことであっ
た。つまり、AEMーUSTRは１２年ぶりの開催であった上に、
米国のUSTR代表がAEMーUSTRに出席したのはゼーリッ
ク氏が初めてであった。
加えて、同会議では、米国の民間企業が組織する米・ASEAN

ビジネス協議会が勧告した「米・ASEAN・FTA」締結の可能
性を高級事務レベルで検討することに合意しているからである
（この点を含め７項目から成る共同声明を会議終了後発表）。
AEMーUSTR再開をASEAN側に働きかけたのはゼーリッ
ク代表であった。

EAI の狙い
その上で、ブッシュ政権のASEAN接近を決定付けたのは

ASEANイニシアティブ計画（Enterprise for ASEAN
Initiative、略称 EAI）である。これは、２００２年１０月２６日、メ
キシコで開かれたAPEC首脳会議出席中のブッシュ大統領が
現地で発表した。EAI はバンコクでのAEMーUSTRでの合
意に基づいて、高級事務レベルが半年かけて協議してきた結果
を踏まえ、ブッシュ政権が作成したものだが、包括的な対
ASEAN政策といった内容ではない。ASEAN各国との FTA
締結方針を明示し、実際に FTA締結交渉を進める際、米政権
が考えている段取りを示した実務的な指針である。
EAI の柱は「Roadmap to FTA」にあり、その要点は① FTA
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締結交渉はASEAN加盟各国と二国間ベースで進める② FTA
締結の地ならしとして、米国がインドネシア、フィリピン、タ
イと既に結んでいる貿易投資枠組み協定（略称TIFA）を締結
する③ FTAパートナーはWTO加盟国に限る。このため
ASEAN加盟国中、カンボジア、ラオス、ベトナムのWTO加
盟実現を支援する④２００２年末までに交渉が終わる見通しのシン
ガポールとの FTAの内容を雛形として各国と交渉を進めると
いうものだ。

ASEAN接近の舞台裏
一口で言えば、ブッシュ政権の対ASEAN・FTA交渉宣言

である。重要な点は、ASEAN諸国が EAI に前向きに対応し
ていることだ。ゼーリック代表は、この点抜け目なく、EAI 発
表から１ヶ月も経たない同年１１月２０日、フィリピン・マニラで
AEMーUSTRの非公式協議の開催にこぎつけている。協議
終了後出された声明は、ASEAN諸国がブッシュ政権の対
ASEAN・FTA締結方針を歓迎し、EAI 指針に沿ってTIFA締
結の検討を始めるなど、米・ASEAN・FTA締結に向けた準
備作業に入ることを強調している。
ただ、ブッシュ大統領によるメキシコでのEAI 発表は、

ASEANの会議ではなく、APEC首脳会議中のことだったこ
ともあり、やや唐突な印象を与えた。米国務省高官は筆者に、
この点の舞台裏の事情を以下のように解説している。少し長い
が、ブッシュ政権のASEAN接近の動機の一端を知る上で参
考になるので引用する（注６）。
「ブッシュ政権は従来、FTA推進の前提として大統領のTPA

（貿易促進権限）獲得に全力をあげてきた。その間米国は FTA
外交を積極的に展開してこなかったが、その路線を自己弁護す
るためTPA獲得の重要性を対外的に強調してきた。しかし、
ブッシュ大統領がTPAを獲得した現在、米政権は FTA戦略
の具体化に迫られている。特に、最近アジアでは FTAを巡る
動きが活発になり、（２００２年の）APECで FTAが主要議題に
浮上した」
「ところが、ブッシュ政権が交渉中のシンガポール、チリと
の FTA締結はいずれも合意に至っていないし、オーストラリ
アとの FTA交渉開始を発表できる段階でもない。一方で、日
本と中国がASEANとの FTA締結に積極的に動き出したから、
米国もASEANとの自由貿易促進に関心があることを示す必
要があった」
こうしたブッシュ政権のASEAN接近には、今後の米国の

アジア地域協力政策の行方を占う上でいくつか見逃せない点が
ある。第１に、ブッシュ政権はASEANとの協力手段に FTA
を利用しようとしていることである。

FTAキャッチアップ作戦
これは上記国務省高官の指摘にもある通り、ブッシュ政権の

「FTA外交」の一環である。ブッシュ大統領は就任前から経済
外交の要として FTA推進を掲げてきた。しかし、同政権が FTA
外交に実際に着手したのは２００２年になってからである。同高官
も述べているが、TPA法案が米国議会を通過する見通しになっ
たのを踏まえてのことだ。ゼーリック代表は２００２年初め、「今
年は FTAの年になる」と予告している（注７）。そのためブッシュ
政権は、TPA法案の成立が確実になった２００２年４月末に、関
係省庁で構成する「FTA次官会議」を発足している。会議は
ホワイトハウスのゲリー・エドソン国際経済政策兼国家安全保
障担当大統領副補佐官を座長に、USTR、国務、財務、商務、
司法、農務、労働、運輸、エネルギー各省次官から成り、必要
に応じ関係省庁の次官クラスが参加する。FTA政策は同次官
会議が勧告し、関係閣僚会議で決定する。
つまり、FTA交渉戦略は実質的には次官が仕切る。FTAは

貿易、投資、サービスなど交渉内容が複雑かつ多岐に渡り、米
国の関係業界、議会との利害調整が交渉過程で重要な政治的課
題となるからだ。このように、ブッシュ政権が FTA外交に力
を入れる狙いは二つある。
一つは、「FTAキャッチアップ作戦」である。なにしろ FTA

について世界を見回すと、「EU（欧州連合）は既に２９の FTA
を結び、現在も１２の FTAを交渉中だ。メキシコはNAFTA（北
米自由貿易協定）後２８カ国と８つの FTAを締結、米国を大き

く引き離した。日本はシンガポールと FTAを結び、ASEAN
諸国、カナダ、メキシコ、韓国、チリとの FTA交渉を模索し
ている。中国でさえASEAN諸国と FTA交渉に入った」（注８）

というのが現実である。
世界全体で見れば、２００２年末現在、自由貿易・関税協定は１４０

近く存在するが、このうち米国が結んだ協定はカナダ、メキシ
コとのNAFTA、イスラエル、ヨルダン、チリ、シンガポール
との各 FTA計５つだけである。西半球に限ると、現存する３１
の FTAの内、米国が関与しているのはNAFTAとチリとの協
定二つに過ぎない。
すなわち、こと FTAに関しては、自由貿易の旗頭、米国は

バスにすっかり乗り遅れた。米国はこの遅れを取り戻し、「自
由貿易ゲームに再び参加しなければ、グローバル経済下の自由
貿易に取り残される」（ゼーリック代表）との危機感があ
る（注９）。

ドーハ・ラウンド促進のテコに
第２は、WTOの新多角的貿易交渉（ドーハ・ラウンド）を

有利に進める狙いである。ブッシュ政権は二国間、地域間の
FTA締結を同時に進めようとしている。二国間 FTAとしては、
すでにモロッコ、オーストラリアと交渉開始で合意し、さらに
ニュージーランド、韓国、台湾等との FTAを視野に入れてい
る。地域間 FTAでは、FTAA（米州自由貿易地域）創設を最
大の目標に、中米経済統合機構（コスタリカ、エルサルバドル、
グアテマラ、ホンジュラス、ニカラグアで構成）、南アフリカ
関税同盟（ボツワナ、レソト、ナミビア、南アフリカ、スワジ
ランドで構成）、ASEANと FTA締結で合意している。
さらに、ブッシュ政権は、EAI が明記しているように、FTA

の前段階としてTIFA締結推進を考えている。既にタイ等と
TIFAを結んだが、同政権はTIFA、二国間 FTA、地域間 FTA
の「３段階方式」を想定している。この種の貿易・投資・サー
ビスの自由化交渉は、農業や通信分野をはじめ各国にとって政
治的に微妙な問題を含むため、ブッシュ政権は合意可能な領域
から合意を積み重ね、包括的な自由貿易協定締結に到達する「積
み上げ方式」を採用したのである。
そしてTIFAと FTAを積み重ねることでドーハ・ラウンド

の成功を目指す。ドーハ・ラウンドは１４４カ国・地域が参加す
る上に、農業、バイオテクノロジー、サービス、知的所有権分
野を含むハイテク等の市場開放では先進国と途上国、輸出国と
輸入国の対立が根強く、交渉は難航が予想されている。これに
対し、FTA交渉は交渉国が少なく、そもそもビジネス利益が
相互補完的な国同士が交渉するから、合意しやすい。したがっ
てブッシュ政権は、FTA交渉を先行して仕上げ、「FTAファ
ミリー」を増やすことによって、ドーハ・ラウンドを加速させ
る戦略である。
特に、USTRは TIFAと FTAを通じ途上国に「アメ」を与

え、その見返りにドーハ・ラウンドへの協力を求める深謀遠慮
がある。この点について、２００１年１月から１年半、USTRで
ゼーリック代表の特別補佐官を務めたナオタカ・マツカタ氏（現
在、ハントン＆ウィリアムス法律事務所の戦略国際ビジネス部
長）は筆者に次のように指摘している（注１０）。
「二国間 FTAを拡大し、ASEAN、カリブ海、サブサハラ諸
国と FTAを結ぶ最大の目的は、ドーハ・ラウンドを成功させ
るため途上国の支持を取り付けることだ。これがゼーリック氏
が真に目指していることだ。ドーハ・ラウンドは過去の多角的
貿易交渉以上に、途上国の協力が欠かせないからだ」
そして、ドーハラウンド、FTAAとも２００５年１月１日まで

の一括合意を目指している。これはブッシュ政権の意向を反映
した合意期限である。２００５年１月２０日にブッシュ現政権は終わ
り、来年の大統領選挙でブッシュ大統領が再選されれば、この
日からブッシュ第２期政権がスタートするからだ。
つまり、ブッシュ政権は２期続けることを前提に FTA外交

を仕組んでいる。FTAAをはじめ上記の一連の FTA締結を１
期目の成果として誇示し、２期目の経済外交に弾みを付ける計
算である。つまり、FTAを梯子としたブッシュ政権のASEAN
接近は、政権戦略に基づく FTA外交に組み込まれている。た
だ、今のところ、米政権内部で日本との FTA締結を求める声
は上がっていない。
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実利優先でASEANカードを切る
第２に、ブッシュ政権はASEAN接近を「実利優先」で考

えている。米実業界にASEAN市場の一層の開放、投資機会
の拡大を求める声が強いからだ。現実に、米国とASEANと
の貿易は２００１年に総額１２００億ドルに達し、米国にとって
ASEANはNAFTA、EU、日本に次ぐ世界第４位の海外市場
となっている。特にサービス分野の貿易額はWTO発足以来
５５％も拡大、２０００年に１６０億ドルを超えた。米国産品のASEAN
向け輸出は米国内で８０万人の雇用を支えている。
ただ、米国のASEAN向け農作物輸出は、各国の農作物輸

入関税が依然高く（平均２５－４８％）、関税割当制による輸入障
壁が残存するため年２６億ドル程にとどまっている。それだけに、
ASEAN諸国と FTAを結んで貿易自由化を促進する余地が大
きい。
特に、ブッシュ政権はASEANとの FTA締結を米国の輸出

機会創出手段と位置付けいる。これはASEANに限らず FTA
外交の基本だが、２００３年後半に期待される米国の景気回復を安
定成長につなげる原動力として、FTAによる輸出増大を目的
としている。同政権は輸出は経済成長のエンジンと信じている
からだ。
事実、１９９０－２０００年の米国の経済成長の２５％は輸出が支え、

計１２００万人の新規雇用を生み出した。しかも、輸出関連の仕事
は非輸出分野の仕事に比べ給与が１３－１８％高い「高賃金職種」
である。だから FTAで外国の市場障壁を撤廃し、米国産品・
サービスの輸出を伸ばし、持続成長を維持するという論法であ
る。米政権はまるで日本並みに輸出主導の経済回復を目指して
いるようである。
ブッシュ政権の対ASEAN積極関与の背景に、同政権タカ

派の中国警戒感がないわけではない。ASEAN・中国 FTAに
象徴されるように、経済面でも中国のASEAN域内への影響
力は今後増すだろう。ブッシュ政権にASEAN地域における
中国の覇権伸長をけん制する意図は当然ある。ASEAN諸国も
中国を潜在的な脅威と見ているから、米・ASEANの戦略的利
害が一致するのは言うまでもない。
しかし、少なくとも現段階では、ブッシュ政権は、中国脅威

論を表に出さないで、「実利優先」でASEANカードを切ろう
としている。北朝鮮やテロ対策をとっても、ブッシュ政権のア
ジア外交に中国の協力は不可欠で、中国配慮の必要がある。ま
た、中国と東南アジアでのビジネス拡大に意欲的な米国の大企
業を政権基盤とするブッシュ政権としてはむしろ当然のアプ
ローチということでもあろう。上記国務省高官は筆者にこう述
べている（注１１）。
「ブッシュ政権はASEAN諸国とビジネス本位の FTA締結
を考えている。外交、安全保障戦略を重視してASEANに経
済接近している中国とは発想が違う。また日本のように、国内
で政治的に微妙な問題を抱える（農業などの）分野の自由化を
避ける『疑似（pseudo）FTA』をASEAN各国と結ぶつも
りもない」

ASEAN「回帰」
第３に、ブッシュ政権のASEAN戦略は、米国のアジア地

域協力政策として歴史的な意義を持つ。すなわち、同政権の
ASEAN接近は、米国のASEAN「回帰」であるからだ。
１９６７年８月８日にASEANが発足して以来、米国ではブッ

シュ現政権を含め８つの政権が登場した（注１２）。このうち、最
も積極的にASEANに関与したのはカーター政権である。１９７７
年、経済・技術協力を主眼とした「米・ASEAN対話」を始め、
７９年にはASEAN拡大外相会議に加わった。
「対話」は双方とも政府の実務レベルで、テーマも一次産品
貿易を除けば、米国のASEAN諸国への政府開発援助が中心
だった。しかし、米国社会にベトナム戦争敗北の後遺症が色濃
く残っていた当時、ベトナムはASEANのメンバーでなかっ
たとはいえ（注１３）、カーター政権がASEAN諸国支援に踏み
切ったことは果敢なアジア外交であった。旧ソ連の南下政策を
依然警戒していたのは言うまでもないが、道徳外交を掲げた
カーター大統領が、ASEAN諸国への経済・人道援助を重視し
たからである。
カーター政権を継いだレーガン政権は、「対話」と「拡大外

相会議」出席を続けたが、ASEANに対し特に積極的なイニシ
アティブは取らなかった。その後の１９９０年代には、米・ASEAN
関係は冷却化の一途をたどった。９０年にマハティール・マレー
シア首相が提唱した東アジア経済グループ（後に改称して東ア
ジア経済協議体、略称EAEC）、９７年秋に発生したアジア経済
危機直後のアジア通貨基金（AMF）の各設立構想、さらに９７
年１２月以降のASEAN＋３首脳会議の定例化が相次ぎ、ワシン
トンが対ASEAN不信感を強めたからである。
この三つの動きに共通していたのは、いずれも「米国抜き」

のフォーラムという点である。ブッシュ元、クリントン前両政
権は、米国を排除する経済、外交ブロックがアジアに出現する
ことに脅威と不快感を抱いた。特に、ブッシュ元政権はEAEC
構想に強く反対した。当時、韓国外相だった韓昇洲・現高麗大
学教授は「ベーカー国務長官（当時）が韓国、日本両政府に、
マハティール構想を拒否する声明を出すよう強い調子でねじこ
んだ」と述懐している（注１４）。
一方、クリントン政権はAPECに積極関与し、APECを強

化することで、ASEAN諸国の米国排除の動きに対抗しようと
した。クリントン大統領が、１９９３年１１月のAPECシアトル会
合で、初めて非公式首脳会議を立ち上げ、以後これを定例化し
たのも、ASEANからAPECに軸足を移し、アジアでの影響
力維持を狙ってのことである。クリントン政権は政権末期の
２０００年１２月には、シンガポールとの FTA交渉を始めた。これ
も、９０年代半ば以降、ASEAN域内の経済統合の遅れに不満を
募らせていたシンガポールを抱き込んで、ASEAN市場への輸
出、投資を拡大する目論見だった。シンガポールの「一本釣り」
に及んだのである。

「米国抜きアレルギー」を克服？
要するに、１９９０年代は、米・ASEAN関係にとって、失われ

た１０年と言うほどではないにしても、ぎくしゃくした後退の１０
年であった。その大きな原因の一つは、ワシントンの「米国抜
き」に対する強いアレルギーであったと言える。ASEAN＋３
が発足直後、アマコスト元駐日大使は筆者に「（ASEAN＋３
の）太平洋国家の米国を入れずに、地域安保機構構築を狙って
いるのか見極める必要がある」と語ったことがある。
ブッシュ政権は今、ASEANとのよりを戻そうとしている。

これは、同政権が「米国抜きアレルギー」を克服した現れだろ
うか。もともと対外関与に消極的で、内向き傾向の強いブッシュ
政権は、米国の経済・ビジネス利益を追求できるなら、「仲間
外れ」も気にしないということであろうか。
２００２年１１月４日、カンボジア・プノンペンで開いた第８回

ASEAN首脳会議で、東アジア FTA構想が認知された。
ASEAN＋３の延長線上に東アジア首脳会議（仮称）の発足も
遠くない。ブッシュ政権の「脱アレルギー度合い」は、北朝鮮
問題と中国の直接的な影響力増大を抱える東アジアの地域協力
問題が具体化すると、試されることになる。

（筆者注記：本稿は２００３年１月半ばに執筆した。個人の役職、
統計数字など事実関係はその当時のものである）

（注１）２００２年１１月６日、筆者との昼食時における、ロバート・
キーフ氏（元民主党全国委員会幹部、現在政治コンサルタン
ト）の発言。

（注２）米月刊誌「Esquire」２００３年１月号所収の「Why Are
These Men Laughing」と題する記事に引用されたジョ
ン・ディウリオ氏（ホワイトハウスの「信仰ベースの社会政
策部」初代部長兼大統領補佐官。２００１年８月辞任）の「証言」。

（注３）同上。
（注４）クリントン前大統領は２００２年１０月２日、英国ブラック

プールで開かれた英労働党年次大会で基調講演し、その中で
「ブッシュ政権」と名指しすることは慎重に避けながらも、
現政権の真髄を以下のように喝破して、批判している。
「私の政権では自分たちの政治、政策がいつも正しいとは
限らないことをわきまえるよう細心の注意を払った。だから、
我々は政策策定に当たって、常に裏付けとなるデータ、証拠
に基づいて行動し、開かれた議論を重視した。ところが、保
守派はイデオロギーと力に基づいて政策を作る。彼らは証拠
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も議論も全く好まない。私の妻（ヒラリー・クリントン上院
議員）は最近、ワシントンは証拠のない政策が横行する町に
なりつつあると懸念を強めている」

（注５）２００２年１０月１９日付け朝日新聞・経済面に掲載された同
紙との会見での発言。

（注６）２００２年１１月１日、米国務省のラリー・グリーンウッド
“APEC大使”（正式にはAPEC担当シニア・オフィッシャ
ル）が筆者の質問に答えて。

（注７）２００２年２月６日、米国議会上院財政委員会が開いた貿
易政策に関する公聴会での証言。

（注８）２００２年１１月１９日、AEMーUSTRの非公式協議出席の

ためフィリピン・マニラ滞在中のゼーリック代表が、市内ホ
テルで記者団と懇談した中での発言。

（注９）注７と同じ。
（注１０）２００２年１１月２７日、筆者との昼食時の発言。
（注１１）注５と同じ。
（注１２）ジョンソン、ニクソン、フォード、カーター、レーガ

ン、ブッシュ元、クリントン、ブッシュ現各政権。
（注１３）ベトナムは１９９５年７月にASEANに加盟した。
（注１４）２００２年１月末、ワシントンD.C.で開かれた、笹川平和

財団主催のフォーラムでの発言。
（ワシントンウォッチ誌編集長）
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総括班活動報告
本科研プロジェクトの最終年度となっ

た２００２年度における総括班の活動は、(A)
国際シンポジウムの開催、(B)国内シン
ポジウムの開催、(C)成果刊行にむけて
の出版計画の調整、(D)出版計画の一環
としての総括班研究会の開催、(E)アジ
ア太平洋地域協力に関係する米国の非政
府組織（NGO）の活動実態調査、(F)収
集資料の整理とデータベース化が主なも
のであった。
まず、(A)の国際会議については、２００１

年９月１１日に発生した同時多発テロ事件
が示したアメリカとアジア間の認識
ギャップの原因とその克服策の検討を目
的として２００２年９月７日に「９・１１の衝
撃―文明の対話は可能なのか？」と題し
て公開シンポジウムの形で開催した。
ちょうど事件からほぼ一周年にあたり、
主要全国紙を含むいくつかのメディアで
告知されたこともあって、当日は予想を
大幅に上回る３５５名の参加者を得ること
ができ、会場となった東京大学大学院数
理科学研究科大講義室に収まらない４０名
近い方々には、室外のモニター越しに聴
講するというハプニングも生じた。
本シンポジウムは、アメリカ太平洋地

域研究センターとの共催の形で実施され、
遠藤泰生による司会の下、木畑洋一の挨
拶で幕を開けた。そのうえで、海外から
の２名のゲスト・スピーカーが報告した。
まずロスナニ・ハシム氏（国際イスラム
大学、マレーシア）はその「９・１１後の
アメリカのイスラム・イメージ」と題す
る報告において、テロ事件以降、より否
定的になったと考えられる米国のイスラ
ム観がいかに単純で歪曲された、一方的
なものであるかを指摘した。もっともハ
シム氏は、イスラム圏がテロ行為への賛
否をめぐって分裂しており、現状が単純
な「文明の衝突」とは似て非なるもので
ある点も強調した。
続いてジェフリー・ホワイト氏（ハワ

イ大学／イースト・ウェスト・センター、
米国）は、「パール・ハーバーと９・１１」
と題し、この二つの事件がいかにアメリ
カ人の認識上で結びつけられたのかを論
じた。９.１１の事件を真珠湾攻撃のアナロ
ジーでとらえることは、適切でも正確で
もないと前置きしたうえで、それにもか
かわらず真珠湾攻撃が、この複雑で不可
解な事件を理解する手がかりとして「活
用」されていった過程を、図像を含む豊
富な資料を駆使して明らかにした。
以上の二報告を受けて、本プロジェク

トからは油井大三郎が「アメリカのアジ
ア・イメージと文明の溝」と題して、米
国への攻撃における米国側と攻撃側双方
の認識を、真珠湾攻撃と９．１１を事例に比
較検討した。両者の間には、攻撃側があ
る種の「精神的な閉塞状況」から無謀な
攻撃に走ったという共通性があると指摘
した。その上で、前者では米国社会の側
に日系人の強制収容に見られるような国
家による広汎な人権侵害があったのに対
して、９．１１の場合は、一部のアラブ系住
民に対する迫害が見られたが、集団的な
強制隔離は発生しなかった。それは、１９６０
年代以来の多文化主義的な状況の進展に
よるものであるが、同時に、愛国主義の
極端な高揚がみられた結果、他文明との
対話を難しくさせているという特徴を指
摘し、今後「文明の対話」を進めるには、
国境を超えた「多文化主義」の拡張が課
題だと強調した。
その後休憩を挟み、２名のコメンテー

ターから問題提起がなされた。まず臼杵
陽氏（国立民族学博物館）は、イスラム
研究者の立場から昨年の事件とパレス
ティナ問題の対立構造を比較した。米国
への敵意について両者の共通点が指摘さ
れたうえで、それを乗り越えようとする
興味深い「文明間」の対話の試みを紹介
した。最後に藤原帰一（大学院法学政治
学研究科）は、国際政治学の視点から、
昨年の事件後、米国の対外政策が単独行
動・介入型に変化したことを、冷戦後の
政策的展開の中に位置づけて議論した。
続いて、翌９月８日には神田の如水会

館に場所を移して、英語による専門家会
議を"Memory of Wars, Memory of
Exclusion"と題して行った。その日の
午前に開催された部会"Memories of
the War in the Pacific Region and
the Possibilities of Interciviliza-
tional Dialogues"では、シーラ・ホー
ンズの司会のもとに、まずローラ・ハイ
ン氏（ノース・ウエスタン大）が９.１１と
太平洋戦争の記憶の比較について、ヤン・
ユシェン氏（北京師範大）がアジア太平
洋戦争中から直後期における中国のアメ
リカ認識の変遷について、最後に矢口祐
人（東京大学）がハワイにあるアリゾナ
記念館を訪れる日本人観光客の反応につ
いて報告した。その後、中野聡（一橋大
学）がコメントを行った。午後の部会
"Asian American Cultures in the
United States : From Exclusion to
Coexistence"では、山下晋司（東京大
学）の司会で、ロバート・リー氏（ブラ
ウン大学）がアメリカにおけるアジア人
イメージと「オリエンタリズム」などと
の関連について、ソン・ホ・リム氏（韓
国クォンヒー大）がアメリカにおけるテ
ロ事件への対応をリベラリズムの空洞化
と関連づけて報告し、最後に、能登路雅
子（東京大学）が９．１１のアジア系アメリ
カ人への影響について報告した後、大津
留（北川）智恵子（関西大学）がコメン
トした。
このような二つの部会の報告と討論を

通じて、アメリカとアジアとの間での「文
明間対話」の障害としての戦争の記憶と

人種偏見の問題が浮き彫りとなるととも
に、それらの障壁を乗り越える方策の追
求の重要性も明らかになった。以上の公
開シンポジウムと専門家会議の成果は
２００３年中に英文議事録として刊行する予
定である。
次に、(B)の国内シンポジウムである

が、これは、近年のアジア太平洋地域で
は日本シンガポール間の自由貿易協定
（FTA)の締結に象徴されるようにアジア
太平洋経済協力会議（APEC)のような
メガ地域レベルの地域協力より二国間の
FTAに関心が移行している傾向の意味
と背景を探るために、安全保障班と協力
して開催したものである。その概要は本
ニューズレターに収録されているので、
詳しくはそれを参照していただきたい。
(C)の出版計画は、２００２年７月に開催

した全体会議での集中的検討を経て、『変
貌するアメリカ太平洋世界』というシ
リーズ・タイトルの下で６巻本と刊行す
る計画を進めている。その構成は、第１
巻、油井大三郎・遠藤泰生編「太平洋世
界の中のアメリカ――対立から共生へ」、
第２巻、五十嵐武士編「太平洋世界とア
メリカ政治」、第３巻、山本吉宣編「ア
ジア太平洋の安全保障とアメリカ」、第
４巻松原望・丸山真人編「アジア太平洋
環境の新視点」、第５巻、庄司興吉編「情
報社会化のなかのアメリカとアジア」、
第６巻瀧田佳子編「太平洋文化の形成と
アメリカ」を予定している。
この構成は、第１巻が総括班固有の研

究会に基づくほか、第２巻は政治外交班、
第３巻は安全保障班、第４巻は経済班と
環境班の合同、第５巻は社会情報班、第
６巻は文化接触・融合班の成果に基づく
ものである。以上の構成に基づいて現在
原稿を集約中であり、２００３年秋には出版
助成に応募する計画である。
(D) 上記の出版計画に対応するため、

２００１年７月から数度の研究会を開催し、
第１巻の構成を詰めてきた。その結果、
現状では次のような構成で執筆を予定し
ている。

第一部 太平洋世界の歴史的変貌
１ 太平洋世界の相互イメージ―造形
複合の想像力を求めて― 遠藤泰生

２ 太平洋における脱植民地主義
須藤直人

３ 未知との遭遇―第二次世界大戦に
おけるオセアニア島嶼民とアメリカ
軍 塩田光喜

４ アジア太平洋とアメリカの東南ア
ジア政策―１９４０‐５０年代― 寺地功次

５ 東南アジアの「農村問題」とアメ
リカ合衆国 中野聡

第二部 多様化する太平洋世界のネット
ワークとアイデンティティ

１ アメリカ多国籍企業のアジア太平
洋展開 中本悟

２ アメリカの国際開発協力NGO
（PVO） 高柳彰夫
３ 中国系移民とチャイニーズ・アメ
リカンの太平洋ネットワーク

吉原和男
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P

４ 「太平洋国家」としてのアメリカ
大庭三枝

終章 アメリカと「太平洋共同体」の可
能性 油井大三郎

次に（E）については、アジア太平洋地
域の地域協力に関係するアメリカの
NGOの活動状況の調査であるが、油井
大三郎や高柳彰夫などの海外調査の他、
松原優佳氏によるインターネットでの情
報収集に基づいて報告書を作成し、本
ニューズレターに掲載するとともに、
データベース化して、ホームページ上で
も公開する予定である。
最後に（F）であるが、５年間に収集し

た文献をリスト化し、本ニューズレター
に掲載するとともに、アメリカ議会のア
ジア太平洋関連資料のマイクロフィルム
による収集については、データベース化
してホームページで公開する準備を進め
ている。
（本科研のメンバーは敬称略）

政治外交班

Political Science and
Foreign Relations

１）研究の目的
政治外交班においては、１９８０‐９０年代

における米国のアジア太平洋政策の性格
及び、アジア太平洋の構造的変造に対す
る米国の関与について総合的に分析する
ことで、２１世紀の米国外交の方向性を探
ることを目指した。米国の外交は長年
「ヨーロッパ第一主義」的な特徴を持っ
てきたが、西欧統合の進展と共に、１９８０
年代頃から西欧に対抗して、西半球諸国
やアジア太平洋諸国との提携を強める傾
向を見せてきていた。このような米国の
変化および、それに対するアジア太平洋
諸国の主体的対応を検討することが本研
究班の研究目的である。
上記の目的を達成するため、本計画研

究班においては以下の課題を設定した。
第一に、米国外交の歴史的特徴を明確に
した上で、１９８０‐９０年代における米国の
対アジア太平洋外交の性格を、対ヨー
ロッパ対西半球政策との比較の中で検討
すること。第二に、その際米国の内政が
外交に及ぼす影響にも留意すること。と
くに民主党政権対共和党多数議会という
「分割政府」状態がいかなる影響を米国
外交に与えたかを重点的に検討すること。
第三に、米国のアジア太平洋への関与に
対応して、アジア太平洋諸国が同地域に
おける多角的協力関係の創出に主体的に
かかわっていった態様についても分析す
ること。第四に、従来の外交政策研究は

二国間関係の分析が中心だったが、本研
究班においては対アジア太平洋地域政策
として総合的分析を目指すことであった。
特に最後の点についての、二国間関係を
越えた対アジア太平洋地域政策としての
分析は、本研究班の独自性といえよう。
計画作成当時においては、APECへの
米国の参加とその後の関与の過程に見ら
れた米国での論争、アジア諸国の対応に
関する系統的な分析など、研究上の未開
拓部分が少なくなかった。しかし米国側
におけるアジア太平洋政策一般の研究の
進展や日本におけるASEAN研究など
の蓄積もあり、総合的な地域単位の研究
が期待できる段階にきたこともあって、
本研究班の総合的研究はアジア太平洋地
域の構造変動と米国との関連についての
研究において、十分貢献できると考えた。
参加メンバーは、当初は五十嵐武士（計

画研究代表者、米国内政と外交の連関）、
久保文明（米国の対アジア太平洋政策の
内政的背景）、大津留智恵子（米国の国
内政治）、木宮正史（米国の韓国・朝鮮
関係）、酒井哲哉（日米関係）、湯浅成大
（米国の中国・台湾関係）でスタートし、
三年経過後に藤原帰一（米国の東南アジ
ア政策）、李鍾元（米韓関係、東南アジ
アの地域統合）、岡山裕（米国の経済外
交の内政的基盤）が加わった。なお北岡
伸一（日本の東アジア政策）はメンバー
として参加したのはプロジェクトの当初
から三年目までであるが、研究成果発表
の論文集には執筆者として加わる。

２）研究の経過
本研究プロジェクトにおける中心的活

動は、研究会の開催と各メンバーによる
資料の収集、実地調査及びそれらの分析
であった。当初の三年間（１９９８年度～
２０００年度）においては、外部からさまざ
まな研究者を招いてメンバーと討論を行
った。その際、米国だけでなく東アジア
諸国を専門領域とする研究者も招いた。
その結果得られた知見としては以下の

ことが上げられる。まず、アジア太平洋
地域における米国の影響力の強さが見ら
れる一方、アジア太平洋諸国は、協調を
模索しつつも、グローバリズムに対抗す
る形でナショナリズム的勢力の台頭を国
内に抱えていること、また外交では経済
面における地域協力と比べて依然として
二国間アプローチが有力なことである。
また米国についていえば、アジア太平洋
地域の地域統合に積極的に関与しようと
する一方、グローバルパワーとして特定
の地域への固定的コミットメントを避け
るという二面性があること、９０年代半ば
からの共和党多数派議会において従来見
られたような超党派外交が崩れて新たな
状況が現出していることなど、現在の複
雑な状況に対する理解が深まった。とり
わけ「新孤立主義」「単独主義」といわ
れる主張が支持されつつあることに注目
した。
このような研究活動を踏まえて、三年

経過したのち、中間的レヴューが行われ、
次のような評価と反省を行った。米国側
の体系的理解ということに関しては、資

料収集とあわせて、メンバー間でかなり
理解を深めることができ、加えて研究会
に招いたアジア専門家との討論によって
アジア側の状況についても有益な知見が
得られた。しかし、研究の最終目的であ
る米国のアジア太平洋諸国政策と同地域
諸国の地域的協調関係創出への主体的努
力とを総合的に分析する点については、
不十分な部分が残った。したがってアジ
ア太平洋地域の構造変動における米国の
位置と役割を検討するにあたっては、米
国のみならずアジア太平洋諸国がアジア
太平洋地域における多角的協力関係の創
出に主体的にどのようにかかわったかを
さらに分析する必要があり、米国のアジ
ア太平洋地域への影響もそのような枠組
みから検討する必要があることがわかっ
た。そこで、四年目以降、藤原、李といっ
た東南アジア政策やアジアの地域統合を
専門とする研究者をメンバーに加え、ア
ジア太平洋地域の側からの研究の充実を
図ることとした。
四年目以降も、研究会の開催と各メン

バーによる資料収集・現地調査及びそれ
らの分析という活動は継続された。研究
会については、成果の公刊を見すえて、
外部の研究者に加え、各メンバーの中間
的報告を順次行うようにした。
これまでに開催した研究会とその内容

について簡単に要約する（役職等は報告
当時のもの）。

１９９８年度
１.「中国をめぐる諸問題」（国分良成慶
応義塾大学教授）、１９９８年１１月２８日
米中関係・日中関係の現状ならびに中

国国内情勢の連関、クリントン大統領訪
中及び、江沢民主席訪日の意味について。
２.「最近のアジア太平洋地域の情勢と日
米関係」（渡辺昭夫青山学院大学教授）、
１９９９年１月２５日
APECに対する米国の対応の変化、

とりわけ１９９５年大阪会議以降の変化、ア
ジア経済危機へのAPECへの影響につ
いて。
３.「アジア太平洋の現状」（高野紀元外
務省研修所所長）、１９９９年２月１５日
朝鮮半島（韓国・北朝鮮）・中国・米

国に関する外務省の基本的見解・解釈に
ついて。
４.「アジアの通貨金融危機と日本」（猪
木武徳大阪大学教授）、１９９９年２月１６日
市場の短期化という現下の市場経済の

特徴の指摘と、それに対する政策提言（人
材調達市場における視野の中長期化、専
門性の確立、技術標準設定への積極的関
与など）。

１９９９年度
１.「共和党多数議会と外交政策」（久保
文明）、１９９９年９月３０日
共和党議会の多数化と議会内部の変化、

とりわけローカルなスモールビジネス勢
力の影響力の増大が外交政策形成に与え
る影響について。
２.“Korean Borderlands : Imaginary
Frontiers of the Cold War"（ロイド・
ガードナーラトガース大学教授）、１９９９
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年１０月８日
朝鮮戦争勃発期の諸情勢とアチソン国

務長官の構想について。
３.「インド政治の歴史的推移と現状」
（廣瀬崇子大東文化大学教授）、１９９９年１０
月２３日
インド政治の歴史的展開と、そこから

導かれる現状分析について。

２０００年度
１.「金大中政権出帆以後における韓国の
政治経済及び南北関係」（金栄作大韓民
国国民大学教授）、２０００年９月９日
１９９７年韓国大統領選挙・２０００年韓国総

選挙の分析及び、今後の政界再編の可能
性と政治改革の課題について。
２.「冷戦期東アジアの地域統合とアメリ
カ」（李鍾元）、２００１年１月１９日
１９７０年から７３年にかけての南北コリア

の和解交渉の過程と米国の役割及び、当
時の東アジア国際関係の構造について。
３.「アメリカ外交における東南アジア―
軍事資源と経済資源」（藤原帰一）、２００１
年２月１６日
米国の東南アジア政策の歴史的概観と、

東南アジアをめぐる国際政治の研究関心
との連関について。

２００１年度
１.「金大中政権の対北朝鮮『太陽政策（包
容政策）』の起源をめぐる一考察」（木宮
正史）、２００１年１０月５日
金大中政権の北朝鮮政策と１９７０年代朴

政権との比較及び、７０年代の野党政治家
金大中の主張との連関性について。
２.「アメリカの台湾政策の変遷」（湯浅
成大）、２００２年１月２５日
１９７０年代以降の米国の台湾政策の変遷

と、転換点における対中国政策、対台湾
政策の相互連関について。

２００２年度
１.「アメリカの国家的変容と太平洋世界
の形成」（五十嵐武士）、２００２年５月２４日
「トランスナショナルな国家」への米
国の国家的変容とトランスナショナルな
政治空間としての太平洋世界の形成、国
際協調の枠組みの制度化及び危機管理と
米国の覇権をめぐる太平洋世界のガヴァ
ナンスについて。
２.「アメリカニズムをめぐって」（中野
勝郎法政大学教授・西山隆行東京大学大
学院生）、２００２年９月２７日
３.「近年の共和党の保守化と外交政策へ
の含意」（久保文明）２００２年１１月２９日
米国の政党とりわけ共和党の変容、そ

れにともなう中道穏健派の弱体化と超党
派外交の衰退、現ブッシュ政権と議会の
関係及び政権指導部の外交政策について。
４.「アジア系アメリカ人の政治参加の変
容」（大津留智恵子）、２００２年１２月２０日
行政府におけるアジア系参加拡大のイ

ニシアティヴ、アジア系議員の活動、市
民権獲得・有権者登録拡大運動やリー
ダーシップ養成などの市民的活動を通じ
てみる、１９９０年代以降のアジア系の政治
参加の特色について。

３）他研究班との交流
本研究班においては、通常の研究会活

動における他研究班メンバーとの交流・
意見交換に加え、総会における研究発表
という形で、プロジェクト全体に対して
も貢献を行った。
第２回総会においては、木宮が「韓国

から見た日・米・韓関係の歴史的展開と
その中での経済危機の持つ意味」と題す
る報告を行った。そこにおいて木宮は、
戦後の日米韓関係は、米国主導の冷戦体
制の枠内で規定されたものであったが、
その時どきの状況に応じて韓米間系と韓
日関係の相対的な比重が変化していたと
指摘する。とりわけ７０年代は米国の冷戦
政策の変化にともない、日本の役割及び
発展戦略としての日本モデルの重要性が
相対的に上昇した。一方８０年代以降、韓
国の経済政策における米国の影響力が強
まり、９０年代のグローバル化と１９９７年の
経済危機によりその流れは決定的なもの
になったと結論づけた。
第３回総会においては、湯浅が「中国

大国化の周辺」という題で報告を行った。
湯浅は１９９９年夏に発表された、ジェラル
ド・シーガルの「中国を過大視するな」
という論文を主な素材として、９０年代後
半の米国における中国脅威論をめぐる議
論を紹介した。これらの脅威論は中国の
軍事大国化を警戒し、特に台湾海峡問題
についての懸念を強く表明しているが、
それに対して中国の軍備は米国と比較し
た場合脅威といえるようなものではなく、
周辺諸国と比べても、運用能力や練度も
考慮すれば、相対的な力関係はそれほど
中国有利ではないという反論もある。結
局のところ、問題となるのは中国の自己
認識であり、それによって中国が国際社
会との協調や現状維持に利益を見出すか、
それとも現状変更を志向するかが決まっ
てくるのではないかと報告をまとめた。
第４回総会においては、久保が「ブッ

シュ政権における内政と外交の関連」と
題する報告を行い、政権発足直後のブッ
シュ政権の方向性について考察した。久
保はブッシュ新政権の外交は、１９９４年の
「共和党革命」の洗礼を受けていると主
張する。すなわち、外交を専門家ないし
エスタブリッシュメントからグラスルー
ツのレベルに引きずりおろし、素朴な庶
民感情の世界に引き戻したというのであ
る。確かに新政権における外交チームは
宗教保守派は含んでおらず、外交専門家
が中心を占めているが、かつてのような
中道的国際主義者やキッシンジャー的な
デタント派ではなく、保守派、タカ派、
新孤立主義者の影響力が強い。今後の外
交の方向性については、大統領選挙にお
ける公約は軌道修正される部分もあるだ
ろうが、特にミサイル防衛や対中政策に
ついては、公約どおりに政策を実行する
のではないかとの見通しを示した。
第７回総会においては、「アジアの設

計―アジア太平洋の制度形成の現在」と
いう報告を藤原が行った。藤原はアジア
太平洋地域における制度形成には、各国
間の政策調整を超えた、国境を超えた共
同体意識の発生が見られたかという問題

意識に立って、多面的に議論を展開した。
藤原はアジア太平洋という枠組みを創出
した動機はプラグマティックな利益追及
であったことを前提としつつ、同時に地
域としてのアイデンティティ形成につい
ても考察している。彼によれば、「国民
国家」の発展の時代には地域意識という
ものは関心を持たれなかったが、経済開
発を手段とした政治統合が限界に直面し
たときに、「ナショナル」な価値が「リー
ジョナリズム」な価値に格上げされる契
機を指摘する。藤原はこの新たな地域意
識が今後のアジア太平洋の制度形成にど
のような影響を及ぼすかについては、結
論を慎重に留保している。ただアジア諸
国と米国との経済的関係を考えると、こ
の新たな地域意識がアジア太平洋という
制度形成と衝突したとはいえないが、同
時にグローバリゼーションに対する対抗
的な観念としての機能については注目す
べきだと主張している。

４）成果公刊に向けて
「米国太平洋変動」科研プロジェクト
では、研究成果の発表として「変貌する
アメリカ太平洋世界」と題する、６巻シ
リーズの論文集を出版する予定である。
本研究班もその一つとして『太平洋世界
の国際関係』という論文集を刊行する。
これまで米国が国際関係の基礎を置いて
きた、大西洋世界に比肩しうる太平洋世
界が形成されつつあるという認識に立ち、
二国間関係を越えた地域レベルの国際関
係を多面的に論じていく。そして本書に
おいては、歴史的な視点を重視し、単な
る現状分析にとどまらない分析を目指す
のが特色といえる。
予定される内容としては、五十嵐が総

論として「アメリカの国家的変容と太平
洋世界の形成」で、太平洋世界の形成、
「トランスナショナルな国家への移行」と
いう米国の国家変容、トランスナショナ
ルな政治空間としての太平洋世界におけ
る国際協調や危機管理、アジアの民主化
において在米の各国活動家が果たした意
義などについて論じる。続いて、米国の
内政と外交の関連について、久保が「共
和党保守派の連合と最近のアメリカ外
交」で、９０年代後半以降の米国外交を、
共和党を支持する諸団体の連合の性格と、
それによる共和党の変化に焦点を当てて、
共和党多数議会及び現ブッシュ政権を題
材として分析し、大津留が「アジア系ア
メリカ人の政治参加の変容」で、アジア
系の量的増大という現状において、アジ
ア系の政治参加を選挙政治への積極的な
参加各題と以前からの社会運動の継続と
いう両面から論じていく。
東アジア地域全体に関しては、李が「東

アジアの地域機構とアメリカ外交」で、
米国の冷戦戦略として進められた地域機
構形成が、ニクソン期のデタントや冷戦
終焉にともないどのように変質して行っ
たかについて検討し、藤原が「アジアの
設計」で、アジア太平洋地域における地
域機構の試みの背後に控えた地域意識の
形成ともいうべき要因を対象とし、その
成立の過程や意義について考察する。米
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中関係については、湯浅が「米中関係の
変容と台湾問題の新展開」で、ニクソン
以降の米中関係を、冷戦期の「チャイナ
カードの時代」と冷戦終焉後の「ポスト・
チャイナカードの時代」に分け、前者か
ら後者への移行が米国の中国政策をいか
に変容させたか、また米国の外交専門家
たちにとって中国の位置づけがどのよう
に変化したかを、台湾問題と関連させな
がら検討する。米韓関係については、木
宮が「金大中政権の対北朝鮮『太陽政策
（包容政策）』の起源とその展開」で、金
大中政権の北朝鮮包容政策の登場の背景
を分析し、さらに金大中の対北朝鮮政策
を対米・対日政策との関連に位置づけて、
韓国及び朝鮮半島から見た米国太平洋地
域の変動とその力学の解明を目指す。最
後に北岡が「９０年代における日本の政党
と対米政策」で、冷戦終焉以後の政党政
治の変容と対米政策との関係、冷戦の終
焉が日本政治に及ぼした影響について論
じる。

安全保障班

Security Issues
１）研究の目的、研究計画、実行
特定領域研究（B）「アジア太平洋地

域の構造変動における米国の位置と役割
に関する総合的研究」という長い名前の
研究プロジェクトの一部としてこれまた
長い名前の「アジア太平洋地域の安全保
障体制の変容における米国の位置と役
割」というプロジェクトを行うことに
なったのは、いまから５年前の、１９９８年
のことであった。そのとき、交付申請書
に書き入れた研究目的は、

「第２次世界大戦後のアジア太平洋に
おいては米ソの「冷戦」を背景とした局
地的「熱戦」が多発してきた特徴がある。
それは、朝鮮戦争、インドシナ戦争、ベ
トナム戦争に典型的に現れており、米ソ
間の「冷戦」が終結した１９９０年代になっ
ても、アジア太平洋地域では朝鮮の分断
や台湾問題のような緊張要因が残されて
いる。その結果、この地域の安全保障体
制は、引き続き「勢力均衡」的な特徴を
持っているが、他方、経済協力面を中心
としたAPECの発展によって、米中間
の「信頼醸成」が進展してきた面もあり、
この二側面が今後どのように展開するか、
重大な関心事となっている。そこで本研
究においては、冷戦終結後のアジア太平
洋地域における安全保障体制の変容とそ
れをめぐる米国政府の政策や米国議会に
おける政策論争などを含めて、研究の対
象とする。」

と書かれている。このような目的の中で、
われわれは、まずアジア太平洋全般にわ
たる安全保障体制がいかなるものである
か、またそれがどのように変化してきた
か、をおさえようとして、単に米国だけ
ではなく、米中関係、東南アジア、オセ
アニア（オーストラリアとニュージーラ
ンド）、朝鮮半島など広い範囲の国・地
域を念頭に安全保障体制を分析しようと
考えた。また、安全保障も、軍事的な側
面（狭い意味での安全保障）だけではな
く、より広く、政治的な関係、経済的な
関係、さらにそれらが安全保障と如何に
絡み合っているかを検討しようとした。
さらに、今日の安全保障は国家間のもの
（伝統的安全保障）だけではなく、非国
家行為体が引き起こすものであることを
強く認識し、非伝統的な安全保障をも視
野に入れることにした（この視点は、９．
１１事件を考えれば当然のものであったが、
当時は国際テロリズムを焦点に置いた研
究はまったく考えなかった。われわれが
具体的に取り上げたのは、麻薬問題で
あった）。このような大筋の研究方向で、
研究体制を編成し、ほぼ一月に一回程度
の研究会を行ってきた。ここでは、５年
間に開催された研究会を一つ一つ取り上
げることはしないが、それらは研究分担
者の報告を基にした研究会であることも
あり、あるいは、部外からの専門家を招
聘した研究会であった。そして、それら
は言うまでもなく、アジア太平洋の安全
保障のさまざまな側面を取り上げるもの
であった。また、われわれ研究分担者は、
折に触れ研究成果を発表してきた。さら
に、アジア太平洋の安全保障に関する、
諸研究機関等のデータを検索するための
システムをも構築した。

２）研究の現到達点
われわれの研究の概要は、現在の研究

分担者の研究内容（それはそれぞれの論
文としてまとめられる予定であるが）を
示すことによって明らかにすることがで
きる。そして、その内容は、５年間、何
回かの研究報告と、２００２年の９月に箱根
で行った、研究合宿での内容を基にして、
簡単にまとめたものである。

Ⅰ．総論
（１）山本吉宣（東京大学）「アジア太平

洋の安全保障の構図」アジア太平洋の
安全保障体制の大まかな見取り図を提
起した。すなわち、アジア太平洋にお
いては、（a）勢力均衡（リアリズム）、
（b）経済関係を中心とするリベラリ
ズム、そして（c）信頼醸成とか行動
規範の構築を目指す社会構成主義的な
もの、の３つの要素が並立し、地域・
国によって異なる配置状況を示してい
る、というものである。

Ⅱ．アメリカ
（２）滝田賢治（中央大学）「冷戦後にお

けるアメリカのアジア・太平洋政策」
冷戦後のアメリカのアジア太平洋政策
を、政府発表の文書を中心として分析
し、その変容を明らかにする。

（３）梅本哲也（静岡県立大学）「弾道ミ
サイル防衛（BMD）と日米関係」ミ
サイル防衛がいかなる経緯（政治的・
技術的）を持って展開されてきたかを
分析し、それの持つ政治的、軍事的な
意味、また、日米、米中などに及ぼす
影響を明らかにする。

Ⅲ．アメリカと中国
（４）橋本毅彦（東京大学）「中国の核兵

器開発とアメリカ」技術という観点か
ら、米中の安全保障関係を分析し、技
術移転（「スパイ」事件をも含む）と
いう観点からの考察を行う。

（５）古城佳子（東京大学）「冷戦後アメ
リカ外交における経済と安全保障――
アメリカの対中（アジア）経済政策の
展開と論理」アメリカが安全保障との
関連で経済政策をどう捉え、使おうと
したのか（あるいは使わなかったのか）
を検討し、クリントン政権の政策展開
を分析し、ブッシュ政権との比較をも
行う。

Ⅳ．朝鮮半島とアメリカ
（６）倉田秀也（杏林大学）「朝鮮半島平

和体制樹立問題と米国――多国間協議
の規範の生成と動揺」歴史的に、朝鮮
半島問題を平和体制の樹立を制度的側
面と軍事的側面から分析し、とくに冷
戦後それが如何に展開してきたかを明
らかにする。とくにその中で、現ブッ
シュ政権を含めて、米国の政策を明ら
かにする。

Ⅴ．アジア太平洋の安全保障とアメリカ
（７）山影進（東京大学）「ASEANと

アジア太平洋の安全保障」ASEAN
を安全保障という観点から歴史的な軌
跡を追い、東南アジアの地域秩序から、
ARFに見られる広域安全保障への展
開、そしてその中で、ASEANが米
国の関与を如何に捉えていたかを明ら
かにする。

（８）木畑洋一（東京大学）「アイデンティ
ティの模索と安全保障：アジア太平洋
におけるオーストラリアとニュージー
ランド」歴史的に、オーストラリアと
ニュージーランドが、自己を如何に位
置づけ、その政策（安全保障を含む）
を展開して行ったかを明らかにする。
そのなかで、とくに冷戦後、安全保障
政策の変化を検討し、アメリカとの関
係を如何に再構築しようとしているか
を、両国の違いをも含めて検討する。

（９）恒川恵市「アジア太平洋の「非伝
統的安全保障」における米国と日本の
役割――麻薬対策をめぐって」非伝統
的安全保障の一つである麻薬をめぐっ
て、国際的レジーム形成の流れを追い、
そのなかでの米国の国際政策、アジア
諸国との関係、さらにはアジアでの日
米協力の可能性、等を検討する。

（１０）菊池努（青山学院大学）「制度のネ
ットワーク：アジア太平洋の地域制度
と制度間の提携・相互作用」アジア太
平洋で展開しているさまざまな国際的
な制度（たとえば、APEC、ARF、
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等）を検討し、それらの間の機能的な
関係のあり方を検討し、この地域の安
全保障体制、また、安全保障の向上に
関する知見を得ようとするものである。

Ⅵ．日本
（１１）田中明彦（東京大学）「冷戦後の日

本の安全保障」冷戦後のグローバル、
またアジア太平洋での安全保障問題の
変容に対して、日本の安全保障政策の
展開を明らかにしようとするものであ
る。

以上が、われわれの研究がたどり着い
た概要である。そこでは、総論、アメリ
カまたアメリカを中心とした他の国との
（広い意味での）安全保障関係、さらに
は朝鮮半島、東南アジア、オセアニア、
などから見たアメリカの関与を分析する
もの、さらには非伝統的な安全保障、ま
た、アジア太平洋の国際制度の問題、が
広く含まれている。また、各研究の取り
扱う時間的な範囲も、その重点の置き方
は、異なるものである。これらの研究を、
よりつめて、いかに整合性がとれたもの
にしていくか、これからの短い時間の大
きな課題である。

３）変化するアメリカ――９．１１以
後
ところで、本研究は、歴史的な分析を

含むものであるが、すぐれて現状分析的
なものでもある。現状分析的な点に着目
すれば、本研究が行われてきた５年間は、
安全保障という観点からは、激動の時期
であった。本研究の第１年次（１９９８年）
は、いまアメリカで大きな力を持つよう
になったといわれる、いわゆる「新保守
主義 neo-conservatives」がすでに台
頭しつつあった時期であった。また、
１９９９年３月には、NATOのコソボをめ
ぐるユーゴスラビア空爆が行われる。
２００１年１月には、クリントン政権とは極
めて異なる政策志向を持つブッシュ政権
が誕生する。ブッシュ政権は中国、朝鮮
民主主義人民共和国（北朝鮮）に極めて
厳しい態度をとる。そして、９．１１事件が
おき、アメリカは、ロシア、中国を含む
諸国を対テロの大連合に組み込みつつ、
アフガニスタンにおいて戦争を行う。コ
ソボ、アフガニスタンは、アメリカの軍
事力が傑出したものであることを如実に
示した。９．１１のあと、アメリカはいわば
「準戦時体制」にはいる。ブッシュ政権
は、２００２年１月、イラク、イラン、北朝鮮
を「悪の枢軸」と呼び、イラクに焦点を合
わせるようになる。２００２年の９月に発出
されたNational Security Strategy
of the United Statesは、preemptive
action などを含む新しい戦略をしめし
たものであり、１９８６年以来のNational
Security Strategy の中で、初めて戦
略らしい戦略を提示したものであった
（John Gaddis）（もちろん、多くのそ
して大きな問題をも抱えているものであ
る）。そして、９月の小泉訪朝のあと、
１０月には北朝鮮は濃縮ウランのプロジェ
クトの存在を認める。この小文を執筆し

ている現在、イラク、北朝鮮の問題がど
のような結末になるかまったくわからな
い。しかし、９．１１に端を発したこれらの
事象、またそれに由来するアメリカの変
化は、グローバルな安全保障に、また、
アジア太平洋の安全保障（体制）に大き
な変化を与えずにおかないであろう。冒
頭に示した、９８年に書かれた研究目的に
示した認識を大幅に修正することを迫ら
れている。われわれの最終的な研究成果
にもこのような変化を組み入れざるを得
ないであろう。大変なことである。

経済変動班

Economic Changes
１）研究目的
経済班の目的は、１９８０年代から進行し

た米国経済のリスラクチャリングや国際
競争力の再生が、アジア太平洋地域の経
済構造にいかなるインパクトを与えるの
かを検討することであった。
１９９０年代から２１世紀初頭にかけて、政

治的・軍事的には冷戦構造が終焉し、経
済的には２０世紀の経済成長の基軸となっ
た重厚長大型の産業構造から、情報革命
を軸とする新たな経済構造への変換が明
確に行われ、その結果、２０世紀のパクス・
アメリカーナという国際構造から、次の
段階への模索が進められている。文字通
りのグローバリゼーションが現実性を
もって進行する中で、経済学に限らず社
会科学全体が、明快な現状認識の手がか
りを提供することが求められている。
本研究グループは、油井大三郎を代表

とする「アジア太平洋地域の構造変動に
おける米国の位置と役割」という学際的
プロジェクトの中の経済班という位置付
けであり、冒頭に掲げた目的に適うべく、
各メンバーの手堅い実証研究を、ポラン
ニ学派やレギュラシオン学派の経済社会
理論、あるいは歴史理論を意識しながら、
とりまとめようとするものである。

２）前半３年間（平成１０－１２年度）
の研究経過
国内外における積極的な研究活動を展

開した。第１にプロジェクト・メンバー
内部における濃密な研究協力のための研
究会、あるいは国内研究者を招聘しての
ワークショップ等の国内における会合を
毎月１回のペースで実施した。第２に国
際学会（国際ポランニ学会、平成１１年５
月、リヨン第２大学）において当該テー
マで２つのセッションを受け持って報
告・討論を行った。第３に本テーマで国
際会議（京都国際コンファレンス「パク
ス・アメリカーナと米国型及び日本型経

済社会」、平成１３年８月）を開催してし
て米仏中の研究者を含めて、経済学・法
学・政治学・社会学等の学際的な報告・
討論を実現できた。
以上の研究活動を通して次の知見がえ

られた。第１に、近年アメリカ型市場経
済が再び活性化して、世界経済をリード
できるようになったのは、２１世紀型の情
報産業を基軸とする経済再編成が成功し
たからであるが、それは、アメリカ型市
場経済の特徴である柔軟性の故である。
しかし第２に、その柔軟な再編成の裏で、
「取り残された部分」が福祉国家システ
ムに依存せざるを得ないのであるが、ク
リントン政権下の市場主義の方向での改
革があり、はたして、そのような徹底し
た「社会の市場化」が持続可能であるの
かを、注視しなければならない。さらに
第３に、冷戦終焉後の新段階のパクス・
アメリカーナ体制を通して、アメリカ的
「市場の論理」の浸透が強まるので、そ
れを受けとめる各国独自のポランニ的な
意味での社会システムを整備する必要が
あり、アジア・太平洋における共同体的
な連帯もそのような視点から行われるべ
きであろう。

３）前半３年間についての自己評
価
以下に述べるように、当初予定した以

上に精力的に、国際的な学術交流が実現
できたと自負している。その原因は、お
そらく、本研究班の問題意識・問題設定
が、時宜に適っていた故であろう。すな
わち、冷戦終了と情報革命等の経済の新
段階への移行が重なる中でアメリカある
いはアメリカ的なシステムが一方的に受
容される時期から、アメリカ的システム
の受容過程では各国の歴史・社会的要因
を一つの「拮抗力」として機能させるべ
きことが広く認識させる時期にいたった
ので、ポランニ学派やレギュラシオン学
派等の経済社会理論を意識しながら、実
証的な研究を束ねる方法で現状分析する
手法が、国際的・学際的な作業を可能に
したといえよう。
平成１０年度は、研究協力者も含めて１０

名を超える研究チームを形成し、それぞ
れの分担も含めて、全体を「東アジアか
らの視点からの米国経済分析」という視
点を基軸にして編成する作業を行った。
すなわち、第１グループ「米国経済の構
造と歴史」（株式会社企業、労使関係、
金融構造、情報及び技術、全体のマクロ
構造）、第２グループ「パクス・アメリ
カーナと米国型福祉国家システム」（軍
事財政、年金、医療、福祉、教育、住宅、
農業政策等）、第３グループ「国際経済
活動と東アジアへのインパクト」（米亜
間の貿易構造や国際金融関係のサーベイ、
中国企業改革、日韓ハイテク産業、日本
への直接・間接投資、東アジア通貨危機）
という編成であり、その編成の中での相
互関連を意識しながら各人の報告を中心
とする研究会を実施した。
平成１１年度には、米国経済の動向につ

いて政府や議会の経済関連の政策や民間
サイドの動向についても資料収集をおこ
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なうとともに、本研究班のテーマに関連
するワークショップを開催して、本プロ
ジェクトのメンバーや外部講師の報告に
基づく討論をおこなった（米国経済のマ
クロ動向、日米の労使関係、米国の福祉
国家システム、中国企業の米国上場、米
国の情報産業、米中経済関係、等）。さ
らに、国際ポランニ学会で「パクス・ア
メリカーナと日本・アジア経済社会」と
いうセッションを開催し、アメリカによ
る日本やアジアの経済社会に対するイン
パクトについての研究報告を行うととも
に、同テーマについての意見交換を行っ
た。
平成１２年度には、引き続いて、本研究

班のテーマに関連する国内研究者を招い
て、ワークショップを数回開催して、米
国経済自体の動向と、そのアジア太平洋
地域へのインパクトに関わる研究成果及
び資料の集積をはかり、さらに８月にア
メリカ、フランス、中国の研究者を交え
た国際コンファレンスを開催し、それぞ
れの国の視点から、米国のアジア太平洋
地域へのインパクトを分析している成果
を持ち寄り、研究交流をはかった。
後半２年間の作業は次のごとくであっ

た。第１に、前半３年間の成果をまとめ
るために本研究班のメンバーに加えて内
外の協力者の論文を含めた報告書を作成
することであり、第２にその報告書作成
の共同作業が同時に、本研究プロジェク
トの４年目、５年目に展開されるべき、
拡大された国際共同研究の出発点・基礎
をなすという位置付けであった。

４）後半２年間（平成１３－１４年度）
の研究経過
前半２年間の国際会議や国内の研究会

の成果を発展させるために、一層積極的
な研究交流を進めた。アメリカやアジア
に限らずヨーロッパの研究者も含めて、
これまで行っていたパクス・アメリカー
ナやグローバリゼーションを通してのア
メリカからのインパクトの分析に加えて、
アメリカのインパクトをいかに受容する
のか、あるいはできるのかという視点か
らも、国際的比較的な実証研究を進めた。
その場合には、やはり、アメリカのイン
パクトの分析に必要であった２０世紀の日
米関係を軸にする研究視座だけではなく、
アジア・太平洋サイドにおけるインパク
ト受容のための模索を動因とする国際連
帯の可能性を研究するためには、２１世紀
の米中関係を軸とするアジア・太平洋地
域の構造変化という視座が一層重要に
なってくる。それに伴って人員構成も次
のようにやや変更した。「アメリカによ
る貿易・投資のマクロ的な経路を通した
インパクト」の研究に加えて、より具体
的に「米中経済関係」、「アジアの国際金
融・通貨危機」、「中国の企業ガバナンス」
等の研究者にも積極的に参加してもらっ
た。
そして、５年間の研究プロジェクトの

総仕上げに向けて、平成１４年７月に東大
社研国際シンポ「福祉国家の市場論理と
アメリカのインパクト」（東京大学山上
会館、経済班長渋谷博史の勤務する東京

大学社会科学研究所の協力）を開催した。
なお東京大学学内広報９月号に以下の

記事で紹介されている。
「東大社研国際シンポジウム『福祉国
家の市場論理とアメリカのインパクト』
が、７月２７日（土）に山上会館で開催さ
れた。社会科学研究所内の現代財政金融
研究会(代表者渋谷博史)が、駒場のアメ
リカ太平洋地域研究センターに拠点を置
く科研費特定領域研究（B）「アジア太
平洋地域の構造変動における米国の位置
と役割に関する総合研究」（代表者油井
大三郎）の経済班を担当して、すすめて
きた国際的・学際的共同研究の成果を最
終的にまとめるステップとして、社会科
学研究所内外の研究ネットワークの協力
を得て、実施した。
従来よりもはるかに広義の福祉国家の

概念を構築するとともに、その経済的基
盤をなす現代の市場経済システムを、２０
世紀のパクス・アメリカーナという現実
的な視野に位置付ける学問的な試みが、
国際的な構成の報告者・討論者を中心に、
しかも学際的であるばかりでなく、実務
的研究者の感覚も交え、幅広く議論する
ことで、すすめられた。
渋谷博史(社研)「福祉国家と市場論理

の分析視角」、ロベール・ボワイエ（フ
ランスCPREMAP）「フランス福祉国
家の分析」、マックス・ザウィッキ（ア
メリカEPI）「９０年代アメリカの福祉改
革」、ポール・タルコット(アメリカ・
Emory 大学)「日本の医療保険改革の政
治過程」、沙銀華(ニッセイ基礎研究所)
「中国の社会保険の形成」等の９人の報
告者に対して、アンドリュー・バーシェ
イ（アメリカ・UCバークレー、社研客
員教授）、グレゴリー・ノーブル(社研)、
田中信行(社研)、荒巻健二（国際協力銀
行）等の内外の研究者からコメントが加
えられ、９０人を超える参加者とともに積
極的な議論が行われた。」

５）研究成果の刊行
以上のような研究活動の成果として、

以下の研究成果が刊行されつつある。
（１）渋谷博史・丸山真人・伊藤修編
（２００１年）『市場化とアメリカのインパ
クト：戦後日本経済社会の分析視角』
（東京大学出版会）

（２）渋谷博史・井村進哉・花崎正晴編
（２００１年）『アメリカ経済社会の二面
性：市場論理と人間社会』（東京大学
出版会）

（３）渋谷博史・内山昭・立岩寿一編
（２００１年）『福祉国家システムの構造変
化：日米における再編と国際的枠組
み』(東京大学出版会)

（４）渋谷博史・首藤恵・井村進哉編
（２００２年）『アメリカ型企業ガバナン
ス：構造と国際的インパクト』(東京
大学出版会)

（５）渋 谷 博 史・樋 口 均・渡 瀬 義 男
（２００３年）『アメリカ型福祉国家の理念
と特質』(東京大学出版会)

（６）渋谷博史編(２００３年)『福祉国家と市
場論理』東京大学社会科学研究所リ
サーチシリーズ第７号

（７）SHIBUYA Hiroshi, MARUYAMA
Makoto & YASAKA Masamitsu
ed.(２００２) JAPANESE ECONOMY
AND SOCIETY UNDER PAX -
AMERICANA , University of
Tokyo Press

６）研究分担者・協力者
最後に、この５年間の経済班による圧

倒的な友愛に満ちた学問的共同作業に参
加してくれたメンバーを掲げて、感謝し
たい。
林健久（東京大学名誉教授、地方財政

審議会会長）、加藤栄一（東京大学名誉
教授、法政大学）、吉田暁（武蔵大学）、
小野英祐（東京大学名誉教授、国士舘大
学）、首藤恵（中央大学）、内山昭（立命
館大学）、福田豊（東京通信大学）、戸田
壮一（神奈川大学）、樋口均（信州大学）、
渋谷博史（東京大学）、仲尾唯治（山梨
学院大学）、渡瀬義男（国会図書館）、荒
巻健二（内閣府、京都大学客員教授）、
福光寛（成城大学）、井村進哉（中央大
学）、秋山義則（滋賀大学）、立岩寿一（東
京農業大学）、丸山真人（東京大学）、矢
坂雅光（東京大学）、花崎正晴（一橋大
学）、伊 藤 修（埼 玉 大 学）、Charles
Weathers（大阪市立大学）、栗原武美
子（東洋大学）、斉藤美彦（獨協大学）、
代田純（立命館大学）、中浜隆（小樽商
科大学）、三和裕美子（明治大学）、三谷
進（名城大学）、王東明（日本証券経済
研究所）、小野有人（富士総合研究所）、
根岸毅宏（北星学園大学）、岡田徹太郎
（香川大学）、関口智（東京大学大学院）、
桜井泰典（総務省）、金子憲（東京大学
大学院）、佐藤隆行（東京大学大学院）、
木下武徳（日本学術振興会特別研究員）、
吉田健三（京都大学大学院）、桜井潤（東
京大学大学院）

［２０００年京都国際コンファレンス
の協力者］
Robert Boyer（フランス国立社会科

学高等研究院）、Mark Roe（コロンビ
ア大学）、Eric Feldman（ニューヨー
ク大学）、奥村宏（中央大学）、小林和子
（日本証券経済研究所）、大橋英夫（専修
大学）、須藤時仁（日本証券経済研究所）

［２００２年東京大学社会科学研究所
国際シンポジウムの協力者］
Robert Boyer（フランス国立社会科

学高等研究院）、Max Sawicky（Econo-
mic Policy Institute）、沙銀華（ニッ
セ イ 基 礎 研 究 所）、Paul Talcott
（Emory University）、田中信行（東京
大学）、Gregory W. NOBLE（東京大学）、
丸川知雄（東京大学）、岩田由加子（東
京大学大学院）
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I
情報・
社会変動班

Information and
Social Changes

情報社会変動におけるアメリカと
アジア
情報社会変動班は、この５年間、最初

の３年間で情報社会変動におけるアメリ
カとアジアの全体状況を把握し、残りの
２年間でその成果をまとめつつ、理論的
含意を極めるとともにデータの整備をは
かる、という具合に研究を進めてきた。
この５年間の研究をつうじて明らかに

なったことの概要は、以下のようである。

アメリカの復活と新帝国化
アメリカは１９６０年代の社会運動と７０年

代半ばのヴェトナム戦争敗北の後、経済
的停滞と政治的低迷の時期に入り、自信
を失って世界における主導権を弱めたよ
うに見えた。ウォーターゲート事件によ
る共和党政権の敗退と、変わって登場し
たカーター民主党政権の、軟弱ともいえ
る柔軟政策はその現れであった。しかし、
８０年代に入って登場したレーガン共和党
政権のもと、アメリカは、国内的に「再
工業化」などを柱とした独自の経済政策
をとる一方、国際的にはソ連などにたい
して強硬政策を展開し、ブッシュ（父）
政権の期間には、米ソ冷戦を終結させる
とともに、クェートに侵攻したイラクを
撤退させ、世界支配における主導権を回
復した。そしてこの背後にあったのは、
情報化を梃子にした世界市場支配であり、
ケーブルテレビと衛星放送を利用した国
際マスコミの樹立と支配であり、とりわ
け冷戦終結後は、インターネットなどを
利用した世界のネットワーク化とそれに
よる世界の情報的支配であった。クリン
トン民主党政権のもとで進行したこれら
の動きをふまえて、２１世紀にはいると、
ブッシュ（子）共和党政権は、しばしば
他の主要国や国連などを無視して「一国
主義」的な行動をとるようになり、それ
にたいして、過去の帝国主義とは異なっ
た、新しい「帝国」が出現しつつあるの
ではないか、という危惧や批判の声が上
がっている。世界を新帝国ではなく、大
国も小国も、多国籍企業も中小企業も、
あらゆる民族や集団もたがいに平等な地
球市民社会とするために、こうしたアメ
リカの動きの背景を明らかにし、本研究
ではとくに、そのアジア太平洋世界への
影響を具体的にとらえなければならない。

情報化の基礎としての「情報主義」の形
成
アメリカで情報化、とりわけ電子技術

あるいはコンピュータ技術を用いた情報

化が急速に進展した背景には、「情報主
義」とも呼ぶべきものの形成が考えられ
なければならない。マックス・ウェーバー
が、近代資本主義成立の背後に、生活を
律して生産に励む「資本主義の精神」の
醸成を見たことは有名であるが、アメリ
カのいわゆるシリコンバレーを中心に、
コンピュータのハードやソフトをめぐる
技術が次々に開発されるとともに商品化
され、アメリカのみならず世界に普及し
ていって、情報化におけるアメリカの主
導権が確立されていった背景には、コン
ピュータ技術をふまえて重層的にネット
ワークを形成し、それをふまえて現代社
会のさまざまな問題を解決していこうと
する、「情報主義の精神」の醸成があっ
たといわねばならない。こうした精神は、
少なくともその主要部分において、１９６０
年代の社会運動を推進した若者たちの社
会改革への熱意から出たものといえるが、
それにもとづく知的技術の開発を奨励し、
企業化していった独自な経済的、経営的、
社会的風土の形成も重要である。情報主
義は、これら諸要因の相互刺激をつうじ
て、形成されていったということができ
よう。

ネットワーク形成を促進した国家戦略
こうした情報化をつうじて、世界的な、

とりわけアメリカ・アジア太平洋地域に
おける、ネットワークが形成されていっ
た背景としては、アメリカおよびアジア
諸国における国家戦略が重要である。ア
メリカでは、クリントン・ゴア政権の下、
「全国情報基盤構想（NII）」および「地
球情報基盤構想（GII）」がプロジェクト
として推進され、アメリカ国内でのイン
ターネット普及率は１９９０年代をつうじて
急速に向上した。これを受けてアジア諸
国では、いわば蛙跳びでこれに追いつき
追い越そうとする動きが起こり、日本の
NTT-VI&Pプロジェクト（１９９０）から、
シンガポールの IT２０００プロジェクト
（１９９１）、マレーシアのマルチメディア・
スーパー・コリドー・プロジェクト（１９９５）、
香港のサイバーポート・プロジェクト
（１９９８）、韓国のサイバー・コリア２１（１９９９）、
アセアンの e-ASEANタスク・フォー
ス（１９９９）をへて、沖縄サミットにおける
IT 憲章（２０００）にいたるまで、連鎖反応
的に情報ネットワーク化をめぐる国家戦
略が展開された。これらをつうじてデジ
タル・ディバイドの生成がくり返し問題
にされてきているが、それを克服しよう
とする国家的および国際的な諸努力とと
もに、情報化に対処しようとする諸個人
のライフスタイルも大きな問題になって
きている。日本の調査などからは、情報
コンシャスなグループのなかから形成さ
れる「オルタナティブ・エリート」には、
それまでの非エリート層も含まれるとい
う結果も得られている。

グローバル・メディア発展のアメリカ的
特質
他方、国際マスメディアあるいはグ

ローバル・メディアの形成については、
ケーブル・ニューズ・ネットワーク

（CNN）の発展が大きい。ケーブル・テ
レビは、当初遠隔地の難視聴対策のため
の共同受信設備（CATV）として生み出さ
れ、発展させられてきたものであったが、
各地にネットワークができて、それらを
衛星をつうじて結びつけることが可能に
なると、それらにニュース番組を提供す
る事業が経営として成り立つようになっ
た。この過程で、三大ネットワークなど
が、直営局や加盟局にネット映像を流す
ピラミッド形の構造が崩れ、契約さえす
ればどんな局にも、CNN映像が直接に
流されるようになる。さらにこれに加え
て、テッド・ターナーのような、ヨット
マンとしての経歴などをつうじて、グ
ローバルな視野をもっていた経営者の決
断によって、ネットワークは世界中に広
げられ、グローバルな２４時間ニュース配
信網として、国際ケーブル・ニューズ・
ネットワーク（CNNI）が生み出された。
CNNI は、２０００年時点で全世界の１億
５０００万世帯を超える人びとに視聴可能と
なり、１９９５年以後はCNNドット・コム
（CNN.com）としてインターネット上に
も載せられている。グローバル・メディ
アとしてのCNNの発展経過を振り返っ
てみると、放送にたいする政府の規制の
仕方、放送と企業文化との関係、ニュー
ス・ソースの共有化などアメリカ特有の
事情が大きく働いたといえる。この点、
国営放送からグローバル・メディアに展
開したイギリスのBBCとの対照性と、
今後に及ぶ競合関係が注目される。

グローバル・メディアとローカルな言語
状況
これに関連して、CNNI のようなグ

ローバル・メディアと、それが用いる英
語のローカル化も重要な現象である。
CNNI はアメリカから発したのだから、
そのグローバルな展開とともに、アメリ
カ英語を世界に広めていると思われがち
だが、必ずしもそうではない。CNNI は、
１９９７年に打ち出された地域化戦略によっ
て欧州・中東・アフリカ、アジア・太平
洋、南アジア、ラテンアメリカ、アメリ
カ合衆国の５つに分けられ、個別の番組
編成が行われているが、そのなかからア
ジア・太平洋を取り上げると、ここはも
ともとイギリスの植民地としてイギリス
英語を話していた国や地域が多いところ
である。しかし、バンコク、香港、ジャ
カルタ、クアラルンプル、マニラ、シン
ガポール、台北のホワイトカラーを対象
にしたある調査によると、BBCや
CNBC Asia よりもCNNI の方がかな
りよく視聴されていた。こうしたことの
背景として、CNNI が、この地域に受け
入れられやすいキャスターを意識的に採
用し、結果としてむしろ、アメリカ英語
ばかりでなく、イギリス英語やその他の
英語などさまざまな英語を話す者が多く
なっている、という事情がある。CNNI
はいわば多発音主義をとってきているの
であり、その結果としてキャスターたち
の話す英語はアメリカらしさを「脱響」
し、メッセージ内容もその影響を受けて
いるのである。これは明らかにCNNI
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の企業戦略によるものであり、その利益
のために行われていることであるが、結
果としてこの地域の英語は、イギリス英
語からもアメリカ英語からも遊離し、む
しろ地域の生活文化と結びついて、いわ
ば地域ごとのローカルな英語になりつつ
あるともいえる。こうしたことが、長い
目で見た場合、国際語あるいはグローバ
ル・ラングィッヂの形成に大きな影響を
与えることは間違いないし、それをつう
じて文化のグローバル／ローカル性にも
深刻な影響を与えるであろう。

情報化による身体の変容
グローバル・メディアの普及による直

接の影響は、言語を中心とした、あるい
は言語をつうじての文化の変容として現
れているが、コンピュータの普及とネッ
トワーク化の進展による影響は、ある意
味でもっと深く人間の身体にまで及びつ
つある。１９６０年代から７０年代にかけての
対抗文化のなかで、ロック、ドラッグ、
フリーセックスなど「身体の零度」を追
求するさまざまな動きが現れたが、同じ
対抗文化の影響のもとに展開してきたパ
ソコン革命をつうじて、人間身体は、以
前とは違ったいろいろな形に構築され直
されてきている。人間身体と外界とのあ
いだには、視覚、聴覚、身体感覚、動作、
関係性、世界から嗅覚、味覚、呼吸、間
などにいたる６～１０の主要チャンネルが
あり、それらのうち用いられていないも
のを活性化することによって、身体を解
放することが試みられてきたが、パソコ
ンの多用はそれまでとは違った意味で用
いられないチャンネルを増やし、構築さ
れる身体の中身を変えてきつつあるので
ある。人間身体の外延と内包が変化し、
身体とコンピュータとの融合としてのサ
イボーグ、コンピュータ画面上の人物像
を自己の身体と見なすサイバーボディか
ら、サイバースペースへの自己の移転を
つうじて身体からの脱却を目指す無身体
的人間にいたるまで、さまざまな新しい
身体の探求が行われてきている。こうし
たことをつうじて、とりわけ若者たちの
あいだにスリム志向が強まり、ずっしり
した質量への違和感が広がっているが、
これらのことがこれからの文化にどのよ
うな影響を及ぼしていくか、注目され続
けなければならない。

アメリカ化における「基地」と「消費」
以上は、アメリカで起こった情報社会

変動が、世界、とりわけアジア太平洋世
界に波及し、どのような変動を引き起こ
してきているかの概要であるが、アジア
太平洋世界のアメリカ化は、いうまでも
なくそれよりもずっと前から進行してい
た現象である。とくに日本では、すでに
第二次世界大戦以前からアメリカ化が進
行し始めて問題とされ、「近代の超克」を
めぐる論議の１つの焦点とされたほどで
あった。そうした背景のもとに戦後は、
占領軍とともにアメリカ化の圧倒的な波
が押し寄せ、それは当初、基地の周りに
アメリカ風の消費文化をまき散らし、氾
濫させていくという形をとる。１９５０年代

半ばまでは、東京を中心とする首都圏に
も多数の基地が存在し、それらの内外で
消費されるアメリカ文化が、マスメディ
アをつうじて日本全土に広がっていくと
いう状態であった。しかし、米ソ冷戦の
構造がはっきりし、日本がアメリカ側の
繁栄のショーウィンドーの役割を担わせ
られるようになると、経済成長を維持し
て消費文化の隆盛を持続させるために、
基地はしだいに日本本土では縮小され、
韓国、台湾、フィリピン、そしてとりわ
け沖縄に集中されていくようになる。日
本だけをとると、アメリカ化の暴力的側
面を表す基地が沖縄に凝集され、本土に
は、平和を装ったきらびやかな消費文化
がまき散らされていくことになるのであ
る。こうして形成されていった消費社会
のなかで、６０年代になると情報化が語ら
れ、マスメディアの普及のうえに積み上
げられていくコンピュータ化が、８０年代
半ば以降になって本格的に展開される情
報社会変動を準備していったことを、忘
れてはならないであろう。アメリカ化の、
こうした基層からの展開が、上に述べた
ような情報社会変動の諸側面をつうじて、
新たな帝国の出現ともいわれるような、
アメリカの世界支配の新しい形態を可能
にしてきたのである。

アメリカ化と情報化の中国への波及
アメリカ化は、第二次世界大戦後、鉄

のカーテンの東側にあったアジア諸国に
はすでに早くから浸透していたが、１９７０
年代末以降は、「改革開放」のスローガ
ンのもと門戸を開いた中国にも浸透して
いく。もちろん、「社会主義」陣営の大
国として長い間アメリカと対決してきた
中国に、アメリカの基地あるいは「基地」
としてのアメリカが侵入していくのはあ
りえないことであるが、それだけに強く
アメリカ的消費文化あるいは「消費」と
してのアメリカは浸透していくのである。
コカコーラやマクドナルドやジーンズな
どとして浸透した消費としてのアメリカ
は、すでにそれ自体情報的なアメリカで
あったが、それだけにきわめて短期間の
うちにコンピュータ化を機軸とする情報
化と結びつき、企業的側面を加味するが
ゆえにたんに消費文化にとどまらない新
しい文化を生み出していく。北京市の北
西部に位置する中関村には、１９８０年代の
半ばからコンピュータや関連部品の小売
店が軒を並べるようになり、それらをふ
まえて、ハードやソフトにかんするヴェ
ンチャー・ビジネス的企業が設立される
ようになっていった。９０年代にはいると、
こうした蓄積をふまえて中国政府は、ハ
イテク産業を社会主義市場経済の重要な
柱として位置づけるようになり、中関村
は２１世紀の新しいイノべーション・セン
ターと見なされるようになる。こうした
経過をへて、中関村には、北京大学など
の老朽化した中層建築と、パソコンや周
辺機器を販売する低層の商店群と、それ
らから突き抜けてあたりを睥睨するハイ
テク産業の高層ビルとが並び立つ、独特
の風景が形成されてきたのである。２１世
紀に入ってこの地域には、ソフトの海賊

版を販売する「商人」たちに加えて、北
京近郊あるいは地方から出てきた肉体労
働者や「サービス労働者」がたむろする
ようになり、グローバリゼーションの吹
きだまりのような観を呈している。

USセントリック・システムの形成か？
以上のことを、世界システム論の最近

の展開をふまえてみてみると、情報社会
変動のなかで形成されてきたアメリカ・
アジア太平洋世界は、この１世紀半ほど
の歴史をつうじて形成されてきた、世界
システムの１サブシステムとしてのUS
セントリック・システムの現段階なので
はないか、ということもできる。ウォー
ラステイン以後の世界システム論では、
近代世界システムと現代世界システムと
のあいだで、システム・ロジックが一貫
しているのかどうかをめぐって論争が行
われてきたが、ロジックの転換を主張す
る立場から見てみると、１９世紀の後半以
降の東アジアでは、貢納制を基礎として
いたそれまでの中華世界システムが主と
して日本の介入で崩壊し、日本帝国主義
による「ミニ中華帝国システム」がつく
られようとしたものの、中国侵略と太平
洋戦争での敗北をつうじて挫折してから
は、東アジアから東南アジアにかけて、
あるいはより広くアメリカ・アジア太平
洋世界に、USセントリック・システム
ともいうべきものが形成されてきたので
はないか？ 近代資本主義世界経済の一
部として発展したアメリカ合衆国（US）
が、同じものの他の一部として発展し、
東アジアに帝国を築こうとした日本の失
敗後、それを包摂してソ連・中国と対峙
する大きなシステムを形成し、ソ連の崩
壊後は中国をも「消費」の面から包摂し
て新帝国と化しつつあると考えると、ア
メリカ・アジア太平洋における情報社会
変動の世界史的意味も明らかになってく
る。

アジアの周辺社会における「ニュー・リッ
チ」出現の意味
世界システム論から見て周辺社会と位

置づけられるアジアの他の社会の動きも、
こうした視点を入れれば、より柔軟に理
解することができる。たとえばマレーシ
アは、新国際分業（NIDL）段階では周辺
社会に位置づけられていたものが、ポス
ト新国際分業（post-NIDL）への移行と
ともに半周辺社会へと上昇し、情報化が
らみで労働集約的産業から資本集約的産
業への移行が起こるとともに、消費生活
にも変化が起こって「消費主義」の傾向
が現れ、階級構成が変化して「ニュー・
リッチ」と呼ばれるような人びとが現れ
てきた例である。この過程には政府のマ
レー化政策あるいはマレー人優遇政策が
働いており、それも影響して、国内に複
雑な対立と同盟の関係が形成されて、紛
争の原因となってきている。そうしたい
ろいろな動きをも含みながら、社会の半
周辺化とともに生み出されてきている新
中間階級が、この国におけるグローバル・
メディアの普及や、それに伴って生じて
いる英語の選好や、アジア的な独自英語
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の生成に大きな役割を果たしているので
ある。

近代化の仕上げか、新たな時代の幕開け
か？
以上をつうじて、情報社会変動をとお

してみたアメリカ・アジア太平洋世界は、
より根本的な問題とも取り組んでいるよ
うに見える。１５～６世紀のヨーロッパに
始まり、この５世紀のあいだに世界中に
広がった近代化の動きは、人間の住む世
界という観点から見ると、いわば「場所」
から「空間」への転換であった。西洋的
な近代に巻き込まれる以前、人間の社会
は、それぞれのところで、自らの住む世
界を視覚化して了解し、与えられた状況
に不足している部分を相補化作用によっ
て補い、さらに象徴化作用によってそれ
らを意味的に了解して、自然あるいは環
境に制約されつつ自らが構築した場所に
住んでいた。こうして構築される場所の
意味的な様相が「ゲニウス・ロキ（地の
霊）」であり、人びとはそれに同一化し
つつ住まうことによって、世界内存在と
して生きていたのである。しかし近代化
は、こうした場所を次から次へと解体し
て脱コード化し、非人格的視点から客観
的空間を構築する近代遠近法によってあ
らゆる空間を透明化しつつ、社会的にも
空間を地図化して近代国家の一望監視の
もとに入れ、いわば社会全体をパノプ
ティコン化するような形で際限のない拡
大を続けてきた。近代世界システムの形
成とその現代化をふまえて展開されてき
た情報社会変動は、コンピュータ・ネッ
トワークの形成という点から見てもグ
ローバル・メディアの形成という点から
見ても、ある意味ではその完成である。
人はもはやそれに依存しなければ世界に
ついての情報を得られないが、それに入
り込めば必ずどこかから見られてしまう。
しかし他面では、この無限膨張空間は、
新帝国の「帝王」によってすらけっして
全体的には把握されず、その権力の網の
目から漏れ出すいたるところに、市民の
集う新しい「場所」をつくり出しもしな
い。こうした市民たち、すなわち地球市
民たちがいたるところに集い、コン
ピュータ・ネットワークやグローバル・
メディアを逆用あるいは利用して、自ら
の住む世界をたえず造り直そうとするか
ぎりで、現代は地球市民社会による新し
い時代の幕開けともいえるのである。

文化接触・
文化融合班

Cultural Encounters and
Exchanges

太平洋世界とアメリカ研究の五年
間
２１世紀への転換期に、この「アジア太

平洋地域の文化変容におけるアメリカの
位置と役割」という新しい領域研究を始
めることは大きな意味があった。最近の
カルチュラル・スタディーズ、ポスト・
コロニアル批評、マルチカルチュラリズ
ムの動向が知の枠組みの変革をうながし、
国家の境界を越えた文化研究に刺激を与
えているからである。単にアメリカナイ
ゼーションではなく、アジア太平洋世界
との関係でアメリカを捉えなおすこのプ
ロジェクトの重要な一翼を担うという意
識で、文化接触・文化融合の研究はスター
トした。
日本からアメリカを見るとき、かつて

は太平洋をはさむ隣国という考えかたが
あった。その場合、はたしてわれわれは
太平洋そのものに、中継点以上の関心を
抱いていたであろうか。グローバリゼー
ションの進行する現在、あらためてこの
問題を考えると、そこにはまったく異な
る風景がたち現れることに気づくであろ
う。太平洋の島々はかつての植民地の宗
主国の文化圏としてはもはや片付けるこ
とは出来ない。アメリカを含む多様な
国々の影響を受け、都市化をはじめ大き
な構造変革にさらされている。人々は西
洋的なライフスタイルを享受するように
見えても、伝統的な土着文化の価値観（義
務）を放棄しているわけではなく、その
あいだでアイデンティティのゆらぎも経
験しているのだ。
さらに太平洋をとりまく、いわゆる環

太平洋地域に目を転じると、そこにもま
た変革の姿が見えてくる。たとえば日本
を含むアジア諸国では、かつてかぶった
アメリカナイゼーションの波を越え、影
響力を相対化する傾向が顕著になってき
た。外との接触により変容した自国文化
を世界のなかで捉えなおし、あらたに発
信しようという動きも見えている。
アメリカとアジアさらに太平洋地域を

結びつけるという構想は、どちらかとい
えば政治・経済・安全保障の側面からの
アプローチであるといったニュアンスが
強い。そもそも各国独自の文化という観
点からは、相互に関連性を持たないかに
見える文化面について、この大きな地域
にアメリカを位置付け、その役割を考察
することは可能であろうか。日本とアメ
リカ、アメリカと中国といった二国関係
については先行する研究はあるが、オー
ストラリア、ニュージーランドそしてポ

リネシア、ミクロネシアといった地域と
アメリカ文化との関係については十分な
調査もされていない状況である。
文化接触・文化融合班は、この未開拓

の学問領域に挑戦するために、土着的な
るもの（インディジナス）をキーワード
として、文化の形成と変容を研究する体
制を打ち立てた。政治外交的にはヘゲモ
ニーが問題になる太平洋世界をあえて中
心と周縁という視点ではなく捉えなおす
ために、具体的には三つの柱（①多文化
主義・②ジェンダー・③教育）をたてた。
まず代表者瀧田佳子を中心に全員が多文
化主義についての研究を深め、その上で、
ジェンダーについては有賀夏紀を中心と
する研究グループ、教育は恒吉僚子が責
任者となった。人の移動に関しては廣部
泉、大衆文化を能登路雅子、知的交流を
藤田文子が担当し、研究会を組織してき
た。
初年度の１９９８年はマルティカルチュラ

リズムの定例研究会を開き、文献分析と
今後の研究の方向性について議論を重ね
た。その結果、一見相互関連性のないか
に見えるアメリカと太平洋世界の文化研
究の枠組みとして多文化主義理論が有効
であるとの結論を得た。この場合の多文
化主義とは、単なる人種、エスニシティ
を指すのではなく、性差、宗教等を含め
た文化の多様性を意味している。またイ
ンディジナスな文化の例としてネイティ
ヴ・アメリカンについての研究会を持っ
た。教育チームはアメリカの高等教育と
アジアのエリート層形成について専門家
を招いてディスカッションを行った。
二年目にあたる１９９９年度は、多文化主

義の重要な一研究分野としてアジア系ア
メリカ人の歴史・文化・文学に焦点を定
めて資料の収集と調査・研究活動を精力
的におこなった。特に９月には、カリフォ
ルニア大学ロサンゼルス校ヴァレリー・
マツモト教授との共同研究を約二週間行
うことができた。わが国では主に一世、
二世研究がなされてきた分野であるが、
この共同研究では、あらたに日系三世の
都市文化について実りある討論が出来た
と思う。二世・三世の英語による文学は、
アジア系アメリカ文学として、ポストコ
ロニアルな現代アメリカ文学のなかで、
次第に重要な位置を占めつつある。アカ
デミアにおいても、この分野で優れた研
究が陸続と発表され、アメリカのみなら
ず日本でもその状況が到来しつつあると
いえるだろう。
この年度には、アメリカ人宣教師のア

ジア地域での活動を歴史的に考察し、研
究協力者（文化人類学者・川野美砂子）
をタイ北部に派遣した。引き続き当班と
して、アジアのなかでは具体的にタイと
マレーシアに注目することとした。年度
末の３月２８日―２９日、湘南国際村セン
ターで「アメリカとアジア─文化研究の
可能性」について合宿セミナーを行い、
日比野啓氏（東京大学助手、現在成蹊大
学助教授）の「６０年代以降の日本演劇に
おけるアメリカの表象」、川野氏の「１９
世紀後半から２０世紀前半のタイにおける
社会・文化変容」の発表があった。

36



E

２０００年度は９月３０日―１０月１日、国際
シンポジウム「２１世紀のアメリカとアジ
ア太平洋地域―摩擦から共生へ─」の部
会（A）を担当し、アリフ・ダーリック
教授（デューク大学）、マーガレット・
ジョリィ教授（オーストラリア国立大学）、
コメンテーターに船曳建夫教授、有賀夏
紀、司会瀧田で最近の学界の成果をふま
えて、太平洋地域をどう考えるかを議論
した。ここでの収穫は、従来のいわゆる
“Pacific Rim"（環太平洋）という考え
かたではなく、「リム」の中にあるもの、
つまり島々やそこで生活する人々の視点
を取り込もう、という姿勢であった。つ
まり、思考の根本を「ひっくり返す」（In-
side Out）のだ。この際、しきりに問
題提起者の発言に出てきたのが「イン
ディジナス」という言葉である。このメッ
セージは次第に文化班の研究のキーワー
ドともなっていった。
また２０００年６月には、メアリー・ケリー

教授（Dartmouth College）とアメリカ
の女子教育についての研究会をもった。
従来私的領域に属していると考えられて
きた女性がいかに教育を通して公的領域
に関与していったか、さらに、アメリカ
における女子の高等教育における専門者
養成について語られたKelley 教授に対
し、日本側の出席者はそれがアジアの場
合どのように達成されたかを議論した。
この年、ジェンダー班が中心となって、

リンダ・カーバー、シェロン・ドウハー
ト編『ウィメンズ・アメリカ 資料編』
を翻訳出版した。本書はアメリカ女性史
関係のまとまった信頼できる資料として
評価されている。『論文編』は２００２年出版
した。
２００１年７月、京都アメリカ研究セミ

ナーのため来日された、ナンシー・コット、
イエール大学教授（現在、ハーヴァード
大学）と共同研究の公開セミナーがもて
たことはジェンダー班にとって大きな収
穫であった。コット教授は、アメリカに
おけるジェンダー研究の第一人者であり、
Bond of Womanhood はすでに古典
的著作ともいえるが、今回は結婚と市民
性について、特にエスニシティを重視し
た報告であった。日本側の研究者からも
積極的なレスポンスがあった。
９月１１日の同時多発テロの衝撃も生々

しい時期である１０月１３日、アメリカ太平
洋地域研究センター・シンポジウム「ア
メリカにおけるアジア系文化」が開催さ
れた（早稲田大学国際会議場）。スピー
カーは、日系俳優で演出家マコ・イワマ
ツと日系二世を代表する女性作家ワカ
コ・ヤマウチで、彼女の戯曲『そして心
は踊る』（And the Soul Shall Dance）は
劇団手織座により公演されていた（シア
ターX，演出マコ）。文化班はこれまで、
アジア系アメリカ人研究を続けてきたこ
ともあって、瀧田が村上由見子氏ととも
にコメンテイターとして参加した。また
三日間、ヤマウチ氏と会合を持ち、作品
集『わが母の教え給えし歌』（Songs
My Mother Taught Me）について、
第二次大戦中の収容所体験について、一
世と二世のアメリカ観等、作家自身と

突っ込んだ議論ができたことはこの上な
い収穫であった。
２００１年度最後は、２月、マレーシアの

国際イスラム大学教授ロスナム・ハッシ
ム教授を囲むセミナーを開いた。このセ
ミナーは恒吉僚子のマレーシアでの実地
調査の成果ともいうべきものである。ア
メリカで高等教育を受けたハシム氏は、
伝統的イスラムの宗教教育とグローバリ
ゼーション、また女性の地位についてお
話になり、われわれの多岐にわたる質問
に対して丁寧に答えてくださった。
２００２年は最終年度であり、研究の集大

成となるべき出版計画を念頭に置きつつ
１年間の活動をおこなった。まず、４月、
瀧田はアメリカ歴史家協会年次大会（Or-
ganization of American Historians，
ワシントンD.C.）においてアメリカの
研究者の短期日本派遣プログラムがいか
にこの太平洋世界の文化研究に有意義で
あったかを報告した。またその場で、当
班が中心となった翻訳『ウィメンズ・ア
メリカ』（２巻、資料編および論文編）を
編者のカーバー教授に献呈した。
夏にはベス・ベイリー教授（アリゾナ

大学）を囲み、６０年代のセックス革命と
それ以降のセクシュアリティの状況につ
いて勉強会を開いた。９月、ハワイから
来日された日系人作家および文化研究家
マリー・ハラさんが、ハワイの言語のハ
イブリディティについて示唆に富む話題
を提供された。現在世界の言語のなかに
は、失われゆくものもある一方では変容
しつつ新しい言語が生まれているといえ
るかも知れない。
１１月には年度末が原稿締め切りとなる

論文のテーマが出揃った。班のメンバー
と研究協力者、そしてあらたに総括班か
らシーラ・ホーンズ、矢口祐人、そして
一橋大学の貴堂嘉之氏（サンフランシス
コの中国系コミュニティ）が加わり、計
１１名、三部構成で太平洋世界のジェン
ダー、教育、文化変容、文学をカバーで
きる陣容となった。
年が明けて、２月１日エドワード・ボー

シャン教授を囲み、「２１世紀の短期留学
と国際化」と題するセミナーを持った（駒
場AIKOM プログラムと共催）。明治
期のお雇外国人制度の専門家でもある
ボーシャン氏は、年齢も目的も留学先も
多様化する将来の留学のありかたについ
て提言があった。
今年度の活動のなかで最大の収穫は、

文化班主催公開シンポジウム「Trans-
cending the Pacific―変容する文化風
景と日米」である。報告者はジョーゼフ・
ヘニング氏（Saint Vincent College）、
吉原真理氏（University of Hawai'I）、
コメンテイター、廣部泉氏（北海道大学、
班研究分担者）司会は瀧田がつとめた。
吉原氏のタイトルは“Embracing the
East : White Women and American
Orientalism"、１９世紀末から２０世紀前
半、アメリカ人の東洋観の形成において
白人女性の果たした役割を論じ、従来の
オリエンタリズムにおける西洋＝男性、
東洋＝女性という図式を大胆に修正した。
ヘニング氏は、“Outposts of Civiliza-

tion : Race, Religion, and the For-
mative Years of American Japa-
nese Relations"と題して、日米交流
の曙の時期における人種観と宗教といっ
た新しい視点を示した。Japanese
Pride and American Prejudice の著
者廣部氏がアメリカ史と日米関係のコン
テキストからコメントをし、会議室を埋
め尽くした大勢の若い参加者から熱心な
質問がなされた。
こうして５年間、これまで未知の分野

であった太平洋世界の文化をアメリカと
の関連で考察を深めてきた。専門分野の
異なる研究者からなる大型科研は、全体
総会での研究発表や議論も新鮮かつ刺激
的で、文化班のメンバーにとってもよい
勉強になったと思う。目下、班のメンバー
と研究協力者は、成果の刊行をめざして、
それぞれ最後のまとめの段階にはいって
いる。今後私たちの研究が、この新領域
の文化と相互理解に貢献できることを心
から願っている。

生態系・
環境保護班

Ecology and
Environmental Protection

１）研究の目的、研究計画、実行
特定領域研究(B)「アジア太平洋地域の

構造変動における米国の位置と役割」の
中で環境生態班が分担した課題は「アジ
ア太平洋地域における環境保護における
米国の位置と役割」であった。当初の研
究計画は、地球環境問題あるいは地域的
環境問題における先進的な２軸をアメリ
カの環境政策およびヨーロッパの環境政
策理念に見定めた上で、経済成長率の高
いアジアにおける環境問題は、地理的に
も構造的にもよりアメリカの環境政策の
法制度面あるいはいわゆる経済的手法面
の影響圏の中にある、という前提のもと
にあった。ただし、安全保障の分野ほど
には、アメリカはアジアにおいてその指
導性や影響力を行使しようと決意してい
るわけではない。のみならず、アジアの
環境問題は、いうまでもなく地域的相互
連関はあるものの、やはり個別的問題の
あつまりという段階にある。
研究実行段階では、地球環境問題に対

するアメリカの政策態度は、政権ごとの
一貫性を欠き、むしろいわゆる伝統的な
「ビナイン・ネグレクト」として総括で
きる面さえあることが新たに認識された。
したがって「米国の位置と役割」は、各
論的に現実的なイッシューの設定、米国
環境政策の後ろ向き側面、さらにはアジ
ア地域への研究の重要性のシフトという、
修正を考えることが研究を深化させる上
では重要であった。
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なお、環境問題の物質循環を社会科学
的に考えること、またWTO体制下での
環境問題を考える上でも、経済班との部
分的共同研究体制も必要と考え、中途段
階から実施した。また「資源」というあ
らたな見地から、その専門研究者も研究
班に加わった。研究の最終段階より少し
前の研究の実行の分担体制は、「アメリ
カ環境法をめぐる政治文化分析」（北村
喜宣）「環境政策と環境資源管理制度」
（藤堂 史明）「アジアの資源政策・資源
観」（佐藤 仁）「アジア太平洋地域の温
暖化防止を巡る地域協力分析」（小宮山
宏）「アジア太平洋地域における環境保
護における米国の位置と役割」（細野
豊樹）「循環型社会の経済モデル」（丸山
眞人）「ベイズ的方法と環境リスク評価」
（繁桝 算男）「オルソン問題としての地
球規模の環境問題、および総括」(松原
望)である。

２）研究の到達点
［北村 喜宣］全期間をとおして、ア

メリカ環境法の特徴をそれを規定する政
治的・社会的要因の把握につとめ、それ
を踏まえて、日本環境法に対して何らか
の法政策的示唆を得ることを目的として
作業を進めた結果、「権威不信の伝統」に
根ざした「対立的法規主義」が、環境法
の制度と運用の両面に浸透しているのが、
アメリカ環境法の特徴であることが判明
した。アメリカにおいても、こうした実
態の持つ不合理を是正するような動きは
みられるものの、その可能性については、
悲観的な見方が多いようである。ただ、
アメリカ環境法の持つ不合理な側面を制
御しつつ、そのメリットを生かしたよう
な法制度設計を日本環境法においてする
ことは、十分に可能である。実施過程が
行政に独占されている現状を改め、市民
参画と情報公開、執行専門部署の創設と
行政・警察間交流など、抑制的な執行実
態を改善できるアイディアを得ることが
できた。

［藤堂 史明］日本の環境政策には成
功と失敗の二面があり、対象とする問題
によって評価は大きく異ならざるを得な
い。水質汚濁，大気汚染など，典型的な
公害原因と考えられる環境汚染について
の汚染抑制に限ると、直接的規制による
環境対策が有効に働き、汚染水準は一部
の物質を除き、大幅に改善してきたこと
が挙げられる。日本の環境政策の評価に
おいても、硫黄酸化物、水銀汚染など、
初期の公害問題に見られる汚染指標につ
いては、直接規制による大幅な改善が見
られ、経済成長と環境保全を両立させて
きた目覚しい成功例として取り上げられ
ている。しかし、浮遊微粒子対策など、
流通および経済構造の改革が必要な対策、
放射性廃棄物対策など、既定の政策路線
の変更を必要とする対策については大き
な改善が見られないことが挙げられる。
このような日本の環境政策の変遷と現状
を、その効率性と公正さ、持続可能な経
済社会の実現可能性、環境権の環境資源
の共同利用権としての再評価を含む、環

境資源管理の経済学の視点から分析し、
問題点と望ましい方向性を提示した。

［佐藤 仁］石弘之教授の退官後２年
間に行った研究の内容は、（１）アメリ
カの高等教育機関における環境学教育の
体系化過程、（２）タイにおける資源政
策の研究、（３）資源論一般、の３点で
ある。それぞれの結果のタイトルは（１）
「アメリカの高等教育機関における環境
学の制度化と課題」、（２）Public Land
for the People, Journal of Southeast
Asian Studies (June２００３, accepted)、
（３）「資源環境問題はなぜ放置されるの
か」、「ダン吉島の夢の後：途上国にみる
開発と不足」、「日本における資源概念の
形成過程」である。

［小宮山 宏］米国、ソ連（１９９１年ま
で）、日本、中国および世界の２０世紀に
おける人口、穀物生産量、鉄、アルミニ
ウム、セメント等の工業生産量のデータ
を収集し、経年変化としてまとめた。ま
た東アジアおよび東南アジア諸国につい
て２０世紀後半５０年間分のデータを収集し、
農業生産量、エネルギー資源等の天然資
源の生産量、工業生産量の経年変化から
現状を分析した。特に鉄鋼、アルミニウ
ム、セメントなど人工物の生産量は先進
国では飽和に達し、生産の中心は中国な
どアジアに移行している。また日本、中
国と後発になるほど増加の傾きが大きく
なる傾向がある。

［細野 豊樹］アメリカ合衆国の環境
政策立案過程の特色を明らかにするため、
環境保護をめぐるアメリカの世論と政策
の連関を、５年間の重点研究課題とした。
アメリカ合衆国における環境政策の立案
においては、世論の影響力が大きい。環
境をめぐる世論の構造を解明するうえで
重要なのが、環境政策の専門家の見解と
世論の乖離である。特にダイオキシンを
はじめとする微量な発ガン物質の環境リ
スクに関する住民の不安が、専門家の評
価と比較して過大となる傾向につき、ア
メリカの研究者や行政機関により指摘さ
れている。また、クジラ、アザラシなど
の海洋哺乳類の絶滅リスクについても、
専門家の評価と大衆の理解の乖離がある。
さらに、地球温暖化のように専門家のリ
スク評価がアメリカと他の先進国で分か
れる場合もある。アメリカの環境をめぐ
る意識については、学歴との相関が高い
ことを、環境保護団体会員分布や環境議
案をめぐる州民投票の分析で明らかにし
た。高学歴な有権者が多い西海岸と北東
部で世論の環境保護への支持が高いため、
これらの地域が先進的取組みの発信源と
なっていることを解明した。

［丸山 眞人］１９９８年度は、４月から
９月までイギリス・オックスフォード大
学で在外研究を行った。地域通貨の調査
と地域経済の発展に関する研究が主であ
り、その成果は「グローバリゼーション
のもとでの地域活性化」（東大総合文化
研究科国際社会科学専攻編『社会科学紀

要』）にまとめられている。１９９９年度は、
ニュージーランドおよびオーストラリア
の地域通貨使用の実態に関して現地調査
を行った。その成果は、"Local Currencies
in New Zealand and Australia"
(Junji Koizumi ed., Dynamics of the
Cultures and Systems in the Pa-
cific Rim, 大阪大学出版会)にまとめら
れている。２０００年度と２００１年度は、グロ
ーバリゼーションのもとでの地域経済の
活性化の現状について新潟県大和町を
ケースとした共同実地調査を行った。そ
の成果は東大教養学部総合社会科学科・
総合文化研究科国際社会科学専攻編『新
潟県大和町の暮らしとまちづくりに関す
る学術調査』２００３年２月にまとめられて
いる。また、２００１年１１月には、メキシコ
シティで開催された第８回国際カール・
ポランニー・コンファレンスにおいて、
日本の地域通貨の展開に関する研究報告
を行った。

［繁桝 算男］環境リスクに関する評
価には、現実に得られる相関データから
因果関係を同定するほかに方法がないこ
とが判明した。相関データから、因果関
係を同定する方法として、現在、一般的
な方法に、構造方程式モデル（SEM）が
ある。現行の方法では、いくつかの因果
モデルを環境問題に当てはめ、そのいず
れが、因果を表すかを、適合度指標や情
報量基準を比較して決める。しかし、こ
の方法は、基本的な問題を抱えており、
“真の”モデルを同定する際の適切な情
報を与えないと考える。統計的検定が、
データの数に極端に依存する方法であり、
問題の立て方そのものも、適切ではない
ことは、すでに、SEMのユーザに知ら
れていることであるが、適合度は、変数
の数、パラメータの数などに依存し、そ
の数値の意味することも判然としない。
われわれは、モデルそのもの信憑性の評
価をデータによる事後確率として表す方
法を開発した。

［松原 望＝代表者］総括：「我らの共
通の未来」という標語からもわかるよう
に持続的開発は世代間環境倫理を本質と
している。それは理想であったのか妥協
であったのか。実際には、超長期の「理
想」は結局「現実」に帰着するから、実
はそれほど大きな差はない。アジアの社
会主義体制の実質的消失と開発現実主義
から、この世代間環境倫理も高々２世代
程度の環境保護がせいぜいで、後はわか
らずその分開発が優先される体制になり
つつある。実際、アジアの都市で奥地で
巨大開発が進み、世界全体で見ても、環
境意識の高まりの裏側で、ますます物質
多用型経済構造がグローバルに進行して
いるというデータがある。そうなれば
種々の問題が引き起こされる。「水」さ
え商品化され経済弱者が基本的健康を脅
かされる事態まで起きており、環境の市
場化＝資源問題がますますクローズ・
アップされる。それに伴い、自由貿易対
環境保護、環境ガバナンス、という政治
経済学的課題も出てくる。開発援助のあ
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り方（コンディショナリティ）の問題も
浮上する。これらの状況はオルソンのい
わゆる「集合行為問題」を途上国のみな
らず先進国にももたらすことになる。こ
のなかでアメリカがどのような先導的役
割を果たすのか、環境政策の各論的段階
では、アメリカ発の政策手法はアジア地
域ではすくなくとも標榜はされた。しか
し、伝統的「ビナイン・ネグレクト」政
策、さらにはいわゆる「９.１１」以降、ア
メリカの環境戦略はやや見えにくくなっ
たという現状が把握された。

海外出張報告

Reports on
Foreign Research Trips

久保文明
平成１４年度のアメリカへの出張調査で

は、８月末から９月半ばにかけてボスト
ン・ニューヨーク・ワシントン・ロサン
ジェルスの４都市を周り、ブッシュ政権
の国内支持基盤と外交政策との関係に関
する資料収集と聴き取り調査を行った。
特にロサンゼルスを付け加えたのは、一
つはカリフォルニア大学ロサンゼルス校
において連邦議会の研究で著名なバーバ
ラ・シンクレア教授にお会いして議会の
変化と外交の関係について伺うためで
あったが，もう一つはポピュラー・カル
チャー研究センターのデイヴィッド・ホ
ロウィッツ所長に会うためであった。彼
はこんにちのアメリカの保守主義とその
運動を理解するために非常に重要な人物
であると考えたからである。
現在の共和党保守派の中核は経済保守

派であり、何よりも減税と規制緩和を通
じて小さな政府を実現しようとしている。
また宗教保守派の影響力もいまだに侮れ
ないところであろう。しかし、一部の保
守派にとっては、文化、メディア、そし
て大学キャンパスにおけるリベラル派の
支配こそが問題の核心であると認識され
ている。このように考えるいわば「文化
的保守派」の存在を知ることは、近年の
保守派連合の幅を理解するためにも必要
であるように思われる。しかも間接的に
は、アメリカの外交態度にも関係してい
るかもしれない。
「ポピュラー・カルチャー研究センター」

（the Center for the Study of Popu-
lar Culture）は、このような文化的保
守主義運動を代表する団体の一つである。
ホロウィッツは多数の指導的な共和党政
治家あるいは活動家と太い繋がりを持っ
ており、共和党保守派連合の一員となっ
ているとみてよいであろう。
彼は左翼からの転向組で、１９６０年代に

はニューレストの運動に参加していた。

彼の両親は１９３０年代の筋金入りの共産党
員であり、彼は両親の急進的思想を受け
継いでいた。１９５９年にカリフォルニア大
学バークレー校に入学し、ロンドンで学
んだ後１９６８年に当時急進的運動の中心地
であったバークレーに戻った。ここで彼
は、ブラックパンサー党を含む新左翼の
さまざまな運動を支援した。
彼は徐々に、若い世代の新左翼活動家

の暴力的かつ無政府主義的傾向に疑問を
持ち始めていたが、１９７５年の友人の不可
解な死(彼と彼の仲間はブラックパン
サーのメンバーによって殺害されたと信
じている)を契機に、急進主義から離れ
ることになった。およそ１０年間完全に政
治からも離れていたが、１９８４年にレーガ
ン再選支持を表明し、それまでの友人か
らは村八分状態となった。それ以来彼は
保守派の活動家となった。
１９８０年代の末には、彼の転向のプロセ

スはほぼ完了していた。１９８７年に彼はポ
ピュラー・カルチャー研究センターを設
立し、ここを拠点に保守主義運動に乗り
出していった。また彼は個人の権利財団
（Individual Rights Foundation）も設
立した。
彼のメッセージは、左翼は単に間違っ

ているだけでなく、危険ですらあるとい
うものであり、したがって保守派は冷酷
かつ容赦なく彼らと戦わねばならない、
というものであった。
ポピュラー・カルチャー研究センター

は彼がピーター・コリアと設立した団体
である。２人は「破壊的な世代」「ケネ
ディ家の人びと」「ロックフェラー家の
人びと」「フォード家の人びと」などの
著書を共著として公刊している。また、
ホロウィッツは、「フロントページ・マ
ガジン」というオンライン・ジャーナル
の編集主任も務めている。とくにリベラ
ル派の影響の下に「堕落した」こんにち
のアメリカ文化(特に「しのびよる社会
主義」とポリティカル・コレクトネス)
を批判するのが彼の「使命」となってい
る。彼は保守系のメディアであるフォッ
クス・ニュースにもアナリストとしてし
ばしば出演している。リベラル派の文化
的支配からアメリカを取り戻すのが彼の
目的である。
９月の半ばに彼に会ったのは、ロス郊

外の海を見下ろす高台に立つ豪華な自宅
においてであった。約１時間に及んでさ
まざまな質問に丁寧に答えてくれたが、
ここではその一部のみを紹介したい。大
学のリベラル支配について聞いてみた。
学部によると教員の９０％以上がリベラル
派といわれる大学に関しては、彼はそれ
以外の思想信条をもった教員も雇うよう
にアファーマティヴ・アクションの採用
を要求している。アフリカ系アメリカ人
など少数集団に対するアファーマティ
ヴ・アクションにはもちろん反対である
彼がなぜ大学教員雇用での一種の逆ア
ファーマティヴ・アクションを主張する
かと言うと、大学での教員採用はいわば
封建制度であり、支配している教員集団
が自ら後継者を決定しているので、半永
久的にリベラル派の独占が続いてしまう、

と答えた。
また、国内政策で徹底的に保守である

ことと、外交政策において反共でタカ派
であることの間に何か論理必然的な関係
があると思うかと尋ねてみた。同じ質問
を内政・外交両方の専門家に何回か向け
てみたが、それまでは、そのような強い
関係はないのではないかという答えの方
が多かった。しかし、ホロウィッツによ
れば当然ながらそこには強い関係がある、
とのことであった。そして両者を結びつ
けるものは、人間に対する強い不信感で
あると言明した。ここから敷衍すると、
国内政治における保守派集団が基盤に
なって作っている現政権が、外交政策に
おいても保守的であるのは当然というこ
とにもなる。
インタヴューの最後にはイスラムにつ

いて言及してくれたが、ホロウィッツは
イスラムに対してきわめて批判的であっ
た。共和党保守派の活動家のなかには、
イスラムとの協力は可能と考えて、アメ
リカ国内のイスラム教徒保守派とのコア
リションを作り、それを強化しようとし
ているものもいるが、ホロウィッツは「自
分にはそれは理解できない」と強い口調
で述べた。
可能な限り早い時期に、今回の調査の

結果を十分取り込んだ研究成果を公刊し
たいと考えている。

（慶應義塾大学）

湯浅成大
２００２年８月２８日から９月１６日まで、ア

メリカのワシントンD.C.、ボストン、
ニューヨークに出張した。今回は主にニ
クソン期以降の米中関係の構造を規定す
る上で重要な、１９６０年代及び７０年代の米
中関係に関する資料を収集した。
ワシントンD.C.では、国立公文書館

で、１９６０年代の国務省、国家安全保障会
議関係の文書を中心に資料収集を行った。
ボストンでは、J. F.ケネディ図書館で
ケネディ政権期の対中政策に関する文書
を収集した。中心はホワイトハウスの国
家安全保障関連文書であるが、そのほか
にも当時の中国専門家であったジェーム
ズ・トムソン文書など、貴重な文献をコ
ピーすることができた。ニューヨークで
はコロンビア大学図書館で冷戦期の米中
関係関連資料を閲覧した。
１９６０年代、特にケネディ政権期の対中

国政策を研究する意義は次のとおりであ
る。今回調査した資料からも改めて確認
できたが、米中接近によってソ連を牽制
しようとしたニクソンに対して、対ソ・
デタントの可能性を模索しつつ中国とは
距離を置いていたケネディ政権というコ
ントラストがあり、両者の対比から改め
て７０年代以降の特徴が浮き彫りにできる
点にある。
１９６０年代から７０年代にかけての文書は、

今だ未公開のものもあるが、国立公文書
館、大統領図書館などにおいての資料公
開は着実に進んでおり、今回の調査にお
いても、貴重な資料を入手することがで
きた。 （東京女子大学）
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大津留（北川）智恵子
モン系アメリカ人とアメリカ政治
２００２年８月２６日から９月１日まで、ミ

ネソタ州セントポール＝ミネアポリス両
市に滞在し、モン系アメリカ人のアメリ
カ政治との関わりについての調査をおこ
なった。アメリカに渡っているモン系は
ほとんどがラオス出身で、ラオス山岳地
帯で生活していた。アメリカのヴェトナ
ム戦争拡大にともなって、ラオス共産政
権に対する秘密工作要員として動員され
た。アメリカへの協力には共産党政権を
崩壊し政治的権利を獲得するというモン
族の利害もあったが、万が一政権崩壊工
作が失敗した場合には、アメリカ政府が
モン族の安全を保障するという約束だっ
たとされる。
１９７５年の南ヴェトナム陥落にともない、

この約束に沿ってモン族の政治的指導者
やその関係者はアメリカ軍の手で国外に
逃れられたが、それ以外の反政府運動に
関わっていたモン族の人々は自力でタイ
国境までのがれ、難民キャンプに収容さ
れることになる。そこから一足先にアメ
リカに移動している親族をたよって、あ
るいはアメリカの宗教団体を身元保証人
として、アメリカへの本格的な移動が始
まる。したがって、アメリカにおけるモ
ン系の存在は１９７５年以降のことで、アジ
ア系アメリカ人の中でも比較的新しいエ
スニック集団であるといえる。
冷戦終結にともなって、タイ国境の難

民キャンプから国連によるラオスへの難
民送還が本格化したが、帰国後に迫害を
受けて国外へ逃れたり、迫害されること
を恐れて帰国しない人びとが、アメリカ
への移住の第二の波となった。このよう
に、モン系の多くがアメリカに難民とい
う形で移住しているため、語学能力、経
済的手段などにおいてアメリカでの生活
の準備ができておらず、生活保護世帯と
なっている割合が高い（１９９０年調査で６６
％）。モン系がヴェトナム戦争にどのよ
うに関わったのかという事実が公に語ら
れてこなかったこともあり、アメリカ社
会一般はモン系を「歓迎されない経済難
民」と見なすことが多く、モン系に親族
で集住する傾向があることが加わって、
受け入れ地域での摩擦が多く発生してき
た。カリフォルニア州フレンソ市がモン
系の最大居住都市であったが、社会保障
がより充実し、かつ反移民感情が比較的
緩やかな北部中西部のウィスコンシン州
やミネソタ州への二次的な移住が増えて
おり、特にセントポール＝ミネアポリス
地域でのモン系人口は２０００年調査では
４０,７０７人と記録され、アメリカ最大と
なっている。
アメリカ外交においてモン族の果たし

た役割を認めるという意味も込めて、ミ
ネソタ州選出の議員（Bruce Vento,
DFL が中心）や、アメリカ在住のモン
系政治指導者たちが、モン系元兵士のア
メリカ市民権獲得条件を緩和する法律の
成立を推進してきた。２０００年にはモン系
元兵士とその妻たちの市民権獲得条件緩
和に関する立法（PL１０６‐２０７）が成立し、
英語能力がなくても市民権を獲得するこ

とが可能になった。同年PL１０６‐４１５が続
けて成立し、元兵士の死亡後であっても、
その妻たちが緩和した条件で市民権を獲
得できるように変更された。２００１年には
これらの法律による市民権申請期限を延
期する修正案も出された。多くの元兵士
やその妻は、これらの法によらなくても
加齢や障害による緩和条件で市民権を獲
得することが可能だとされるが、アメリ
カ政府がモン系のアメリカに対しておこ
なった功績を公に認証したという意味で、
これらの法律はモン系の尊厳にとって大
きな象徴となっている。これらの法律を
利用してモン系が市民となってアメリカ
政治に関わることを、モン系アメリカ人
自身は政治的に「成人」となる始まりと
みなしており、モン系集住地域の住民も
その推進に協力してきた。
今回の調査対象の一つは、ミネソタ大

学民主主義・市民センターが地域の団体
と共同で運営するジェーン・アダムス民
主主義学校（Jane Addams School for
Democracy）の活動である。ジェーン・
アダムスという名前が象徴するように、
近隣ハウスを借りておこなわれているこ
の「学校」は、サービスの受給者と供給
者という関係ではなく、潜在的ではあっ
ても同じ市民としてお互いに学びあうと
いう理念のもとに運営されており、また
同時にミネソタ大学など地域３大学によ
るサービス・ラーニング（地域奉仕を通
して大学教育の内容を実践的に学ぶ）の
場ともなっている。現在はモン系、ラテ
ン系の大人の２グループと、地域の子ど
もたちの計３グループを対象とし、それ
ぞれの集団の必要性に応じたプログラム
を組んでいるが、難民施設からコミュニ
ティへと住居が拡散し始めたソマリア系
へのプログラムも検討されている。モン
系の場合は、市民権をとるための英語・
公民の支援が中心となってはいるが、モ
ンの伝統や経験を話題とする中から、モ
ン系の家父長的な秩序とアメリカ社会の
価値観の間に生じる問題（ジェンダー観、
世代間の対立など）を多文化的に解消す
る試みがなされている。昨年の調査に続
いてプログラムに参加したほか、全体の
統括責任者D'Ann Urbaniak Lesch氏（ミ
ネソタ大学民主主義・市民センターのス
タッフ）から市民権獲得のデータやモン
系女性のエンパワメントなどについて、
子ども集団の指導責任者See Moua 氏
（モン系、２０代女性）から、モン系とアフ
リカ系の間の軋轢、モン系の年配の親と
子どもの間の対立の問題などについて聴
き取り調査をおこなった。
モン系の政治的指導者の事例としては、

モン系女性として初めてミネソタ州上院
議員に当選したMee Moua 議員への聴
き取り調査をおこなった。モン文化にお
ける男性、年齢という序列に反して３０代
初めの女性として立候補した彼女が当選
したことは、モン系のアメリカ政治への
一つの適応例とみられている。ミネソタ
州で人口が急速に増大しているモン系と
政治過程をつなぐパイプが必要とされて
いるが、Moua氏の選挙区では約１万
人いるモン系のうち、有権者は２割ほど

に過ぎない。またモン系住民がMoua
氏に利益配分の政治を期待するのに対し、
Moua氏はモン系が自律した市民とし
ての能力を高めていけるように手助けす
ることを目標としていること、そして
Moua氏の示す市民像がモン系の人々
の期待と乖離していることに対してモン
系の理解を得ることが容易ではないこと
が語られた。Moua氏はモン系という
集団ではなく、むしろアジア系という枠
組みで政治的主張をしていくことの重要
性を指摘している。外からアジア系とい
う枠がはめられている場合に内側が差異
を主張することは自らの力の源泉を崩す
ことになる、というのがMoua氏の主
張である。Moua氏の選挙戦は全国ア
ジア系女性議員の支援団体の支援リスト
にも挙げられ、アジア系とジェンダーと
二つのカテゴリーにおいて期待を集めて
いる人物である。
政治的指導者のみではなく一般のモン

系の人々が持っている政治意識も調査の
対象とした。一世世代の聴き取り調査は
英語能力の問題や、接点を作る上での困
難さがあり実現しなかったが、ミネソタ
大学モン系学生連盟に声をかけたところ、
会員１０数名が集まり、若者の世代の政治
への関わり、モン文化とアメリカ文化の
関係、モン系アメリカ人としての将来像
などを語ってくれた。モン系が親族集団
を基本とする文化であるだけでなく、集
住することで伝統的活動が行いやすく、
次世代への文化継承も容易になるために、
ますます一定の都市に集住する傾向が強
まっている。そのため、集住地域での地
域住民との軋轢は時間とともに薄れると
いうよりも、何も対策が取られなければ
むしろ増加する傾向にある。また、タイ
国境の難民キャンプからのラオス移送に
反対してアメリカへ呼び寄せる人数もま
だ多いため、言語・文化の面で何も準備
のないままアメリカ社会に移住してくる
モン系がさらに増し、その人々はセント
ポール＝ミネアポリス地域のような大都
市集住地域に集まっていくことと考えら
れる。２０００年の立法により市民権を取得
するモン系が増え、時間の経過とともに
二世も有権者年齢に達してくるために、
モン系がアメリカ政治とどのように関
わっていくのかという問題は、こうした
集住地域を中心として現実のものとして
生じている。年配の世代においてはモン
系の利害やラオスという土地への愛着が
政治的関心の中心であり続け、一方でア
メリカ化がますます進む若者世代の持つ
政治的意識とは両極に分裂する傾向にあ
るといえる。若い世代のモン系の場合で
あっても、アジア系という認識枠組みと
いうよりは、地域生活をともにしている
他のマイノリティであるラテン系やアフ
リカ系との共通利害のほうが関心を持た
れていたといえよう。
資料調査としては、ミネソタ歴史協会

が１９７５年以降のモン系の移住に関しての
統計や新聞切抜きを保存しており、移民
初期のデータの中からモン系に対する聴
き取り調査の英訳、モン系の集住地域で
生じている地域住民との軋轢、および地

40



域での対応に関する新聞ファイルのコ
ピーを入手した。そもそもモン系が何者
であるかということを、ミネソタ歴史協
会自身が模索しながらデータを作ってい
る様子がよくわかった。モン系に対する
アメリカ社会の理解の低さから生じた社
会問題や、モン系の若者のギャング化の
問題がそれに拍車をかけた状況、それに
対して地域社会がモン系を疎外するので
はなく相互理解のために動き始めるとい
う住民運動の流れが記されている。
また、セントポール＝ミネアポリス地

域内にはモン系団体も数多く作られてお
り、ラオスでの政治的指導者を中心とし
たもの、宗教を基盤としたもの、相互扶
助的なものなど、その種類も多い。その
中から、モン系マーケットと同じ建物に
あるモン文化センターを訪ねた。このセ
ンターは、市民権獲得の支援をしたり、
言語・音楽などモン文化を保持するため
の運動を展開する拠点となっているが、
同時にモン系アメリカ人に関するさまざ
まな資料を所蔵し、モン系の研究を行っ
ている司書によってそれらが分析され、
データベース化されている。今回はミネ
ソタ州でのモン系の政治活動に関する新
聞記事ファイルのコピー、モン系の政治
活動や指導者像に関する博士論文・学会
報告の数点を入手した。
アジア系アメリカ人は他の汎エスニッ

ク集団にくらべて、アジア系という枠内
でのエスニック集団の多様性が非常に大
きいといわれている。最も新しいエス
ニック集団の一つであるモン系がアメリ
カ政治とどのように関わろうとしている
のかという調査からは、アジア系の他の
エスニック集団が長い時間をかけて形成
してきた政治化の過程を、非常に短期間
に凝縮した形ではあるが一歩ずつ経験し
ている側面を観察することができる。こ
の地域で発行されている新聞のほとんど
はエスニック集団を読者とするものであ
るが、その中でAsian American Press
という新聞があり、アジア系という枠組
みでエスニック集団をつないでいこうと
する試みがなされている。そうしたメ
ディアを通して、アジア系のエスニック
集団同士として共有する経験をプラスに
利用していくことが模索されている。
このように、速度は異なっても他のア

ジア系と共通する経験を追体験している
と同時に、かつては存在しなかった多文
化的なアメリカ社会という状況に参加し
たことで、モン系が独自の経験をしてい
る側面もある。例えば、他のエスニック
集団が段階を経て到達したレベルの政治
的な関わり方へ、モン系が一挙に跳躍す
る形で到達することが可能となっている。
これは、モン系が定着する時期のアメリ
カが多文化主義を土台にしていたという
ことだけではなく、モン系がアメリカ外
交において持つ特別な立場が、アメリカ
政治の中枢部分でモン系の利害を代表さ
せることができたという、他のエスニッ
ク集団にみられない政治力を持っている
現れでもある。
モン系が集住化を進めていることでア

メリカ社会への文化的な適応の速度が早

くはないだけに、アメリカ政治と関わり
が急速に深まることへの適応の度合いを
めぐる世代間の対立や一世世代の戸惑い
が強く観察された。こうしたモン系の直
面する課題を解決していくために、地域
の市民社会組織がどのような形で協働で
きるかが、調査結果の分析を進める上で
の一つの焦点となっている。

（関西大学）

矢口祐人
２００２年１１月１４日から１７日までアメリカ

合衆国テキサス州ヒューストンで開催さ
れたAmerican Studies Association
の年次大会に出席した。今年のテーマは
「ローカルとグローバル」だった。学会
会場はダウンタウンから離れた、ガレリ
ア地区と呼ばれる退屈なショッピング街
のホテルだったので、残念ながらヒュー
ストンの町を見る機会はまったくなかっ
た。それでも、朝から夜までさまざまな
セッションに出席し、充実した時間を過
ごすことができた。
ぼくは最終日の１７日に行われたNar-

ratives of the Pacific/Pacific Nar-
ratives というセッションで司会とコメ
ントをした。発表者はミシガン大学の
スーザン・ナジタ（Susan Najita）、
ペンシルバニア大学のマーク・リフキン
（Mark Rifkin）、シカゴ大学のマイケル・
ミルナー（Michael Millner）という三
名の若手研究者だった。ナジタはハワイ
イの作家ゲーリー・パク（Gary Pak）
の作品をガルシア・マルケスと比較しな
がら、ハワイイというローカルなコンテ
クストで生成されるマジック・リアリズ
ムについて論じた。リフキンは１９世紀に
ハワイイから北米東部に渡りキリスト教
に改宗したヘンリー・オボオキア（Henry
Obookiah）の手記を取り上げながらト
ランスナショナルなハワイイ史の必要性
を説いた。ミルナーは「メルビルとフィ
ジーの人魚姫」という題材で１９世紀半ば
の北米東部で流通していた太平洋像を論
じた。太平洋という他者の構築と怪物イ
メージの関連性をエリック・ロット（Eric
Lott）の著作 Love and Theft にみら
れる白人・黒人関係のフレームワークを
使いながら考察した。それぞれの発表は
よくまとまっていて興味深かったが、三
者三様の論文をまとめるのは一苦労で、
コメンテーターとしては途方に暮れてし
まった。ただ三つの発表に共通していた
のは太平洋のナラティヴというのが必ず
しも太平洋という限定された枠組のなか
で語られるものではないということが強
く主張されたことだった。その意味では
学会のテーマであるローカル（この場合
は太平洋）とグローバルの関係を模索す
るというものに合ったセッションだった。
コメントの後、このような大きな問題か
ら、個別の発表の細かい点などに関して
出席者と発表者のあいだで活発な議論が
あった。
今年のASAはハワイイや太平洋関連

の発表がかなりあった。会長がハワイイ
出身のスティーヴン・スミダ（Stephen

Sumida）氏であることとも関連するの
かもしれない。司会を担当したセッショ
ンのほかに Incorporating and Sub-
verting the Global : Hawai'i Local
Identities in Performance というの
があったし、個別の発表でもハワイイを
取り上げたものがあった。不思議なこと
にその多くが同時間帯に開かれていたた
めに、すべてに出席できなかったの残念
だった。
毎年恒例の会長講演ではスミダ氏がア

メリカ研究の国際化の必要性を強く説い
ていた。国際的なアメリカ研究の一例と
して東京大学のアメリカ太平洋地域研究
センターが開催している研究セミナーや
国際シンポジウムがヨーロッパの大学な
どの例とともに挙げられていた。
会長講演の後、いつものように会長主

催のダンスパーティがあった。スミダ会
長をはじめ、エミー・キャプラン（Amy
Kaplan）次期会長、ジョージ・サンチェ
ス（George Sanchez）前会長が楽しそ
うに「テキサス・サルサ」のメロディに
合わせて踊っていた。ビール片手に友人
たちと一緒に踊りながら、日本の学会に
もこのような出席者全員で楽しむ「遊び」
があればいいのになあ…などと夢見てし
まった。 （東京大学）
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岡山裕
同時多発テロと「戦う」学問
――CPASシンポジウム「９・１１の衝撃」――

２００２年９月７日、アメリカ太平洋地域研究センターは「米国
太平洋変動」研究会（文科省科学研究費補助金・特定領域研究
(B)）との共催で、「９・１１の衝撃――文明の対話は可能なのか？」
と題する一般公開の国際シンポジウムを開催した。２００１年の同
時多発テロ事件からほぼ一周年にあたり、主要全国紙を含むい
くつかのメディアで告知されたこともあって、当日は予想を大
幅に上回る３５５名の参加者を得た。その結果、会場の大学院数
理科学研究科大講義室が満杯となり、４０名近い方々には室外の
モニター越しに聴講していただかざるをえなくなったのだが…。
こうした盛況は、２００１年の事件に対する一般の関心が依然と

して強いことを裏づけているが、およそテロリズムについて語
ることには、常にある種のディレンマがつきまとう。というの
も、テロリストがテロ行為を行う際には、自己の存在と目的を
世界にアピールすることが多かれ少なかれ意図されていると考
えられるため、事件を取り上げて議論すること自体、その術中
にはまることを意味しかねないからである。では、暴力によっ
て我々の認識を縛ろうとするこの卑劣な行為について、その片
棒を担ぐことなく論ずることは可能なのだろうか。同時多発テ
ロは、学問の世界にも重い課題を突きつけている。
当センターの遠藤泰生が司会を務め、木畑洋一の挨拶で幕を

開けたシンポジウムは、ロスナニ・ハシム氏（国際イスラム大
学、マレーシア）による「９・１１後のアメリカのイスラム・イ
メージ」と題する報告で始まった。そこでは、テロ事件以降、
より否定的になったと考えられる米国のイスラム観がいかに単
純で歪曲された、一方的なものであるかが訴えられた。もっと
も、イスラム圏はテロ行為への賛否をめぐって分裂しており、
現状が単純な「文明の衝突」とは似て非なるものであることも
併せて強調された。
続いてジェフリー・ホワイト氏（ハワイ大学／イースト・ウェ

スト・センター、米国）は、「パール・ハーバーと９・１１」と
題し、この二つの事件がいかにアメリカ人の認識上で結びつけ
られたのかを論じた。昨年の事件を真珠湾攻撃のアナロジーで
とらえることは、適切でも正確でもない。氏はそう前置きした
うえで、それにもかかわらず真珠湾攻撃が、この複雑で不可解
な事件を理解する手がかりとして「活用」されていった過程を、
図像を含む豊富な資料を駆使して明らかにした。

以上の二報告を踏まえて、当センターの油井大三郎は「アメ
リカのアジア・イメージと文明の溝」と題して、米国への直接
攻撃における米国側と攻撃側双方の認識を、真珠湾攻撃と昨年
の事件を事例に比較検討した。両者の間には、米国が白人優位
の社会から多文化主義へと移行した結果、後者では国内が一体
化していたという違いがあるという。しかし、今後「文明の対
話」を進めるには、さらに国境を越えて共感を広げることが課
題だとされた。
その後休憩を挟み、２名のコメンテーターが問題提起を行っ

た。まず臼杵陽氏（国立民族学博物館）は、イスラム研究者の
立場から昨年の事件とパレスティナ問題の対立構造を比較した。
米国への敵意について両者の共通点が指摘されたうえで、それ
を乗り越えようとする興味深い「文明間」の対話の試みが紹介
された。最後に藤原帰一（大学院法学政治学研究科）は、国際
政治学の視点から、２００１年の事件後、米国の対外政策が単独行
動・介入型に変化したことを、冷戦後の政策的展開の中に位置
づけて議論した。
全体を通して印象的なのは、５名のパネリストが昨年のテロ

事件そのものよりも、様々な主体がそれをどう認識したのかに
焦点を当てて考察を行ったことである。それは、事件に対する
我々自身の認識を問いなおすことで、テロリズムの生みだす上
述のディレンマを克服しようとする意思の表れだったともいえ
よう。参加者にはきっと、「テロに屈しない」学問の力を感じ
とっていただけたものと思う。なお、本シンポジウムの様子は、
後にいくつかの新聞で紹介された。
センターはこの翌日、シンポジウムと対になる「戦争の記憶、

排除の記憶」と題する英語による専門家会議を開催し、こちら
も実りあるものとなった。末尾ながら、５時間を超えるシンポ
ジウムの運営を支えて下さった方々、なかでも献身的にお手伝
いいただいたセンターのスタッフおよび学生の皆さんに感謝し
たい。 （東京大学）

遠藤泰生
アメリカ太平洋研究の行方
――国際シンポジウム・プロシーディングス刊行の意義
本科研の５年にわたる運営期間中、数多くの研究セミナーと

国際シンポジウムが開催された。それぞれの内容は、科研総括
班が刊行するニューズレターや、東京大学アメリカ太平洋地域
研究センターが発行するCPASニューズレターに紹介されて
いる。新進気鋭の若手研究者を招聘したセミナーから、すでに
太平洋地域研究の推進役として活躍する一線の研究者を招いた
セミナーまで、各セッションが興味深い議論を数多く含んでお
り、我が国におけるアメリカ太平洋研究の礎を築くのに大きく
貢献したと言えるのではないだろうか。１

なかでも刊行後の内外からの反響という点で注目すべきは、
２００１年に刊行された第二年次国際シンポジウムのプロシーディ
ングス Framing the Pacific in the ２１st Century : Coex-
istence and Friction (Center for Pacific and American
Studies, University of Tokyo，２００１）であった。本書は、
２０００年９月３０日、１０月１日の両日にわたり東京神田の学術総合
センターを主会場に行われた科研国際シンポジウム「２１世紀に
おけるアメリカとアジア太平洋世界：摩擦から共生へ」の全容
を収めた英文プロシーディングスであり、刊行後、日本国内の
大学はもとより、オーストラリア、インドネシア、オランダ、
ドイツなどの書店からも問い合わせが寄せられるほどの評価を
得た。以下にその概要とプロシーディング刊行の意義を記して
おきたい。
シンポジウム初日は一般に公開される形で開かれた。国際日

本文化研究センターの川勝平太氏のオープニング・スピーチで
幕を開けてセッションは、続いてアメリカ合衆国デューク大学
のアリフ・ダーリク氏、オーストラリア国立大学のマーガレッ
ト・ジョリィ氏、筆者らが、「太平洋」という地域概念そのも
のに焦点を当てて報告を行った。そこで明らかにされたのは、
太平洋地域は既存の地域概念ではどうしても整理しきれない多
様な文明要素を包摂しており、グローバル化の進む２１世紀の世
界の縮図として、あるいはまた地政学的な意味で日本が生き残
らざるを得ない挑戦の場として、我々の眼前にひろがっている
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という事実であった。この重層的にひろがる太平洋世界を概念
化するにあたっては、政治学や経済学、歴史学、文化人類学、
カルチュラル・スタディーズなどの視点が紹介され、さらには
太平洋を囲む人々国々ばかりでなく、太平洋の中に散らばる島
嶼諸国の視点も導入され、要するに、太平洋を理解する知的試
みがそのまま世界において自分たちが占める政治文化的位相を
把握する試みにつながることが指摘された。たとえば地域研究
としての太平洋学の基盤は、日本においても、合衆国において
も、まだ磐石な状態では存在していない。その原因は、この地
域にひろがる政治経済のネットワークがデファクトとして先行
するばかりで、宗教や民族、そして言語が異なる国々が共有す
べき未来像がなにより見出しにくいことにある。ただし、この
宗教、民族、言語が異なる国々という自己理解そのものを何ら
かの角度から問い直し、そこに新たな絆の契機を見出さなけれ
ば太平洋地域全体を包摂する概念はいつまでたっても育たない。
そうなれば、いつまでたっても「摩擦から共生へ」といった予
示的な結論しかこの地域研究には存在しないことになってしま
う。その行き詰まりを打破するために、今回のようなシンポジ
ウム、合同研究の積み重ねが大きな意義をもつことがシンポジ
ウム冒頭のセッションで聴衆に送ったメッセージであった。
初日の第二セッションは、より実務に近い視点が導入された。

すなわち、環太平洋地域における大学間交流の経験知に基づき
太平洋地域を一つのまとまった地域として把握する可能性と難
しさが議論されたのである。すでに活動を始めて久しいAPRU
（環太平洋大学協会）を代表したリチャード・ドローブニック
氏、UMAP（アジア太平洋大学交流機構）メラニー・ブロッ
ク氏、東京大学を代表した油井大三郎の各報告はいずれも実証
的なデータに基づく未来予測を含めたもので、政策立案を一つ
の目標と自己規定した本科研の特徴を表すものとなった。単位
の互換性といった技術的な問題はもとより、言語や教育の違い
を超えた交流が異なる国々の大学間でどれほど可能かはまだあ
まり議論されていない。けれども、政治経済のグローバル化が
進むなかで英語文化帝国主義などがジャーナリスティックに批
判され、その一方で、オーストラリアの諸大学がヴェトナムや
インドネシアに大学教育のノウハウを輸出し始めている実体な
ど、あまり知られていない。もう少し危機感をもって日本の政
府関係者などはこれらの諸事情を精査すべきではないのだろう
か。周知の通り、文化外交政策においては、エキゾチックな日
本を輸出して足る時代はとうに過ぎている。そのことを認識し、
具体的な教育戦略をいかなる側面から練り上げるのかを提起し
たという意味でも、本セッションの意義は高かった。
シンポジウム二日目は、会場を同じ神田の如水会館に移し、

専門家を対象とする三つのセッションを開いた。まず安全保障
に焦点を当てた午前中のセッションで、ブリティッシュ・コロ
ンビア大学のブライアン・ジョブ氏、カリフォルニア大学のロ
バート・ウリュウ氏、そして東京大学の山本吉宣が、中国・朝
鮮半島の情勢を踏まえた安全保障の新たな枠組み構築に関する
報告を行った。アメリカ太平洋地域と一概に言っても、そこに
は、中南米やオセアニア、東南アジアなど多種の地域が含まれ
うる。APECやNAFTA他の国際組織を念頭においてもこの
地域を包む国際組織が重層的に築かれつつあることは明らかで
あろう。しかし、安全保障問題に絞って言えば、どうしても
「異」なる政治体制、民族との共生という視点が強調される。

したがって、太平洋地域の安全保証と言うことになると、その
関心が東アジアに重きをおくことになるのは自然の流れという
ものであろう。その局地的関心、言いかえれば、太平洋地域を
語りつつそこに含意される地理的アンバランスに、日米を基軸
に見た場合にアメリカ太平洋という地域が示さざるをえない
我々にとってのある種の歪みが見て取れ、このセッションは「多
層的」地域概念の問題を炙り出す予想外の結果をもたらした。
アメリカ太平洋地域といっても研究者の関心によって、その主
観的地図は形が大きく変わるのである。なお、当日のセッショ
ンの模様は、Asahi Evening News１０月４日号にも取りあげ
られ、ひろく報道されたことを付記しておく。
二日目の午後は、情報文化の浸透が引き起こす太平洋地域の

文化変容と、各国の経済発展が太平洋地域全体の環境に及ぼす
影響とにそれぞれ焦点を当てた二つのセッションが開かれた。
情報文化に関しては、韓国学術会議のサンジン・ハン、カリフォ
ルニア大学のスティーブン・コーエン、東京大学の吉見俊哉、
東京工業大学の遠藤薫氏が、また環境に関しては、カリフォル
ニア大学のリチャード・ノーガード氏、マサチューセッツ工科
大学のカレン・ポレンスキ氏、マッギル大学のコリン・ダンカ
ン氏、そして愛知学院大学の関根友彦氏らが報告を行った。各
報告はいずれも太平洋地域の未来を国民国家を単位に語る限界
を指摘するとともに、社会学、経済学、環境政策学などの既存
の学問が、国民国家を越えた問題領域を対象に時に見せる新た
な問題系を示して刺激的であった。とくに経済発展と環境資源
の保全を巨視的視点から議論した最終セッションは、アメリカ
太平洋地域の２１世紀を学際横断的な視点から描き出すことを目
的とした本科研の狙いを明らかにして魅力的であった。合衆国
の環境政策、自然保護の理念などに関しては、伝統的な例外主
義の立場から語られることが依然として多い。しかし、太平洋
を取り囲む広域地域を視野に収めることで、新たな比較研究の
視角が生まれ、そこから合衆国の環境政策を相対化する視点が
得られる。そうした昨今の研究動向にも呼応するセッションで
あった。２ 今回のシンポジウムの中でも専門外の参加者の注目
を集めたことは疑いない。
シンポジウム全体の議論を収めた３００頁を越すプロシーディ

ングスには、冒頭に紹介したように、この種の刊行物には通常
見られないほど、内外の大学、書店からの問い合わせがあった。
その声を受け、２００３年２月現在合衆国の出版社と英語図書とし
ての刊行の可能性を検討中である。アメリカ合衆国を中心にこ
の１０年の間に雨後の筍のごとく現れた太平洋地域研究所の多く
は、国際経済に占めるアジア太平洋地域の比重の増加に対応し
たものである。３ しかし、太平洋地域を取り囲む国々の文化的
相異と相似を背景とする複雑な地域構造、地域間関係にまで議
論をひろげる研究組織、共同研究グループとなると、まだその
数は比較的少ない。４ なるほど歴史学界における「海」に関す
る関心は、たとえばフランスの歴史家、フェルナン・ブロデー
ルなどの仕事の影響を受けて決して低くはない。しかし、例え
ばヨーロッパにおける太平洋への関心は、植民地主義あるいは
帝国主義とその後の時代、あるいは、太平洋を他者とするナショ
ナリズムの形成などに集中する傾向がいまだに強い。本科研の
活動の一環として筆者とシーラ・ホーンズが参加した、海とヨ
ーロッパの歴史を扱ったドイツにおける国際シンポジウムでも
それははっきりと示されていた。５ 一方、本科研プロジェクト

43



R
の第４年次にはニューヨークにおける「９．１１」事件が勃発した。
異なる体制、思想、慣習を持つ国々が世界のグローバル化が進
むことで逆に相互の緊張を高める可能性はますます高まってい
る。アメリカ太平洋地域研究がそれらの問題への解決の視座を
示す可能性は非常に高い。合衆国やヨーロッパの書店から本プ
ロシーディングスへの問い合わせが寄せられるのには、すぐれ
て現代的な理由があるということになろう。とすれば、アメリ
カ太平洋地域研究の一つの雛形としてこのプロシーディングス
が出来る限り多くの研究者の目に触れることを願うのは筆者ば
かりではないであろう。第５年次に開催された「９．１１」の衝撃
を考える国際シンポジウムの成果報告書と合わせ、本科研の成
果が内外の研究者に問うものは少なくない。

１ ちなみに、『CPASニューズレター』に掲載された、本科研に

関係した記事には例えばつぎのようなものが挙げられる。Arif Dirlik,

"Thoughts on the Pacific and Pacific Studies at Century's

End,"（『CASニューズレター』、vol.３, no.２, March ２０００,１－２）、

油井大三郎「「間文明研究」としてのアメリカ太平洋研究の可能性」

（『CPASニューズレター』、vol.１, no.１, March ２００１,１）、Tessa

Morris-Suzuki, "Asian Studies in Australia,"（『CPASニューズ

レター』、vol.２, no.１, October２００１,１‐２）、Henry Yu, "The Pos-

sibility of Trans-Pacific Migration Studies : A Center for the

Study of Pacific Migrations,"（『CPASニューズレター』、vol.３,

no.２, March ２００３,３‐４）など。また、CPAS研究紀要である『ア

メリカ太平洋研究』２号（２００２年３月）は「アジア系文化とアメリ

カ」を特集し、太平洋を挟んだ文化の往還を論じている。

２ Ian Tyrrell, "Beyond the View from Euro-America：Envi-

ronment, Settler Societies, and the Internationalizing of

American History," Tomas Bender ed., Rethinking American
History in a Global Age (Cambridge University Press,２００２),

１８２‐１８６.

３ 本科研が行った以下の報告書を例えば参照していただきたい。

Daizaburo Yui and Yasuo Endo eds., Reports on Pacific
Area Studies Research Centers (Center for Pacific and

American Studies, University of Tokyo,２００１).

４ 例えば、アメリカ太平洋地域の変成と構造を集中的に論じる叢

書としてはRowman and Littlefield 社の刊行物であるPacific

Formations シリーズが目立つ程度ではないであろうか。

５ ホーンズ・シーラによる報告が、本科研のニューズレター第４

号３５－３６頁に掲載されている。

（東京大学）

・本科研のメンバーは敬称略

・なお本文中の写真２葉は、２００２年９月、国際シンポジウム「９．１１

の衝撃」の第１日（一般参加）、第２日（専門家会議）の際に撮影

されたものです。

アメリカNGO
調査報告

Research
Report of NGO in USA

組織名：U.S. Chamber of Commerce's Asia Task Force
住所：１６１５H Street, NW, Washington, D.C.２００６２-２０００,
UNITED STATES
電話番号：+１(２０２)４６３-５４６１
FAX番号：+１(２０２)８２２-２４９１
E-mail：asia@uschamber.com
URL：http : //www.uschamber.com/Inernational/Asia/
問合せ先：Myron Brilliant , Managing Director, Asia
設立年：１９１２年（U.S. Chamber of Commerce）
組織の概要：米国商工会議所アジア・タスク・フォースは、商
工会議所会員のうち、アジア市場に関係する３００以上の企業
で構成される。アジア・タスク・フォースは、アジア太平洋
地域でビジネスを行なうアメリカ企業にとって重要な、貿易
および投資に関連する案件について、どのような政治的立場
をとるかを策定して、米国商工会議所の国際政策委員会（In-
ternational Policy Committee）に報告し、政府、議会、
外国政府に働きかけている。また会員は、タスク・フォース
を通じて、国内・外の政策立案者にコンタクトすることがで
きる。なお、このタスク・フォースの事務局はAsia Team
と呼ばれる。
機関紙：月刊のニューズレター"Asia Insider" および "China
Insider"。ホームページよりダウンロード可（http : //www.
uschamber.com/International/Asia/Newsletters/de-
fault.htm）。バックナンバーも、一部ダウンロード可。

主な出版物：購入可能。申し込みは、電話（+１（２０２）４６３-５４６０）
で。出版物の一覧は、web（http : //www.uschamber.com
/Inernational/publications/Asia+-+Pacific/）を参照。

－"１９９９-２０００Membership Directory"
－"１９９８-１９９９ White Paper" (中国マクロ経済の分析およびア
メリカのビジネス界が懸念するさまざまなビジネスおよび産
業に関連するトピックを扱う白書。１９９９年。)

■

組織名：American Federation of Labor-Congress of In-
dustrial Organizations (AFL-CIO)
住所：８１５１６th St, N.W, Washington, D.C.２０００６,
UNITED STATES
電話番号：+１(２０２)６３７-５０００
FAX番号：+１(２０２)６３７-５０５８
E-mail：feedback@aflcio.org
URL：http : //www.aflcio.org/
設立年：１９５５年（AFL(アメリカ労働総同盟)と CIO(産業別労
働組合会議)が合併）
組織の目的・沿革：AFL-CIO は、全米１３００万人あまりのあら
ゆる労働者を代表する、アメリカ国内および国際的な労働組
合の連合体。「労働者が職場、政府、世界経済の変化や地域
社会で発言力を持てるようになることで、社会的・経済的公
正を我々の国にもたらすこと」を使命とし、これを達成する
ために、次の４つの目標を掲げている。①より多くの労働者
が労働組合に加入できることにより、労働者層を強化する、
②労働者層の政治的発言力を高める、③世界経済において労
働者に新たな発言力をもたらす、④地域社会において、より
効果的な発言力を労働者層にもたらす。
AFL-CIO は、プエルトリコを含む５１の州に支部を持ち、ま
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た５９０にのぼる中央労働者協議会を持って、地域における労
働者層の発言力を強化している。中央大会は隔年で開催され、
労働運動の方針や目標を決定したり、４年に１度、役員の改
選を行なったりしている。
主な活動内容：現在、ブッシュ政権下で進めようとしている
Fast Track の制定に対して抗議行動を取っている。Fast
Track は、貿易に関する国際的な合意を、議会で検討する
ことなく、大統領の権限により締結することを可能にする法
律。これが施行されれば、グローバル企業は、より安価な労
働力を求める傾向を一層強め、労働者の権利や人々の健康、
環境の水準を悪化させると危惧し、AFL-CIO は、地域の労
働組合や学生組合、環境団体などと手を組んで、Fast Track
と NAFTA(North American Free Trade Agreement)の
FTAA(Free Trade Area of the Americas)への拡大に対
し、反対キャンペーンを行なっている。
機関紙：月刊誌 "America@work"。毎号２４ページで毎年１１号発
行。年間購読料は１０ドル。申し込みは、電話１(８００)４４２-５６４５
もしくは、郵便でAFL-CIO, Support Services まで。過
去の記事の一部は、web上にも掲載されている（http : //
www.aflcio.org/articles/globaljustice/index.htm）。

主な出版物：出版物の一覧はweb上で見ることができる（ht
tp : //www.aflcio.org/catalog/）。購入申し込みは、電話
（+１(２０２)６３７-５０４２）もしくは、申し込み用紙をホームページ
（http : //www.aflcio.org/catalog/order.pdf）からダウン
ロードして、FAX（+１（２０２）６３７-５０５８）または郵便でOrder
Desk まで。

－"America Works Better When Workers Have a Voice"
(booklet).１９９８.（１０冊未満は無料。）

－"Too Close for Comfort : How Corporate Boardrooms
Are Rigged to Overpay CEOs"１９９８.

－"Camera-Ready Materials Kits"（４部作。第１部は「な
ぜ経済は労働者層に有利にはたらかないか？」、第２部は「ア
メリカにおける賃金と経済的格差の概観―そして格差を縮小
させる方法」、第３部は「コーポレート・アメリカは、労働
者層と地域社会に責任を転嫁している」、第４部は「政府―
誰が必要としているか？」）

■

組織名：Pacific Basin Economic Council（PBEC）
住所：９００ Fort Street, Suite１０８０, Honolulu,
Hawaì i９６８１３, UNITED STATES
電話番号：+１(８０８)５２１-９０４４
FAX番号：+１(８０８)５２１-８５３０
E-mail：info@pbec.org
URL：http : //www.pbec.org/us/core.htm
問合せ先：Robert G. Lees , Secretary General, PBEC
International Secretariat
設立年：１９６７年
組織の目的・沿革：アメリカ、日本、中国など環太平洋の２０の
国と地域の、１,１００社を超す主要企業の首脳経営者の協会で
あるPBECは、市場開放の促進による貿易や投資の拡大を
目的としている。政府高官と定期的な会合を持つなどして、
太平洋地域の経済・産業発展に影響を与えうる案件について、
政府にアドバイスや相談を行なっている。また、APECや
ASEAN、WTO、世界銀行、国連などの国際機関と協力し、
産業界の意見が政府の意思決定に反映されるよう働きかけて
いる。扱う案件には、規制緩和、環境、食品・食糧および農
業（農産物）、外資による投資、サービス、技術などがある。
なお、PBECが APECに提出した、アジア太平洋地域に

おける貿易と投資の自由化のための一層の努力などを求める
要求書はweb上にも掲載されている(http : //www.pbec.
org/policy/２０００/apec.pdf)。

主な活動内容：カンファレンスやセミナー、政府高官との定期
協議のほか、年一回の International General Meeting
(IGM)、シンポジウム、視察などを実施している。
機関紙：季刊ニューズレター "Pacific Journal"。ホームペー
ジよりダウンロード可。バックナンバーも、一部web上で

閲覧可。それ以外のバックナンバーについては、info@pbec.
org まで問い合わせること。
主な出版物：購入可能。申し込みは、担当Ryan Kawailani
Ozawa 氏(ryan@pbec.org)まで。

－"International General Meeting Executive Summaries
１９９６-２０００. "

－"The History of the Pacific Basin Economic Council
１９６７-１９９７: Bridging the Pacific" Policy Papers and
Special Reports.

－"China's Entry into the WTO and the Impact on Hong
Kong Business". Prepared by the Hong Kong Cham-
ber of Commerce.

－"The Value Chain for Poultry" Prepared by the Pa-
cific Basin Economic Council Working Committee on
Food Products.

－"Biotechnology : Roadmap to the Future" Prepared
by the Pacific Basin Economic Council Working
Committee on Food Products.

■

組織名：Friends of Earth
住所：１０２５Vermont Ave. NW-Washington, D.C.２０００５,
UNITED STATES
電話番号：+１(２０２)７８３-７４００
FAX番号：+１(２０２)７８３-０４４４
E-mail： foe@foe.org
URL：http : //www.foe.org/
設立年：１９６９年
組織の目的・沿革：フレンズ・オブ・アースは、未来の世代の
ために地球上の健康と多様性を保全することを目的とし、全
米規模でアドボカシー活動をする環境NGO。６３カ国の環境
NGOと世界最大規模のネットワークを持つ。政府の政策や
税制、税金の使途の環境や人々の健康への影響を分析・監視
し、提言や抗議行動なども行なう。また、民間企業の環境に
関するアカウンタビリティの向上を促す活動も行なっている。
主な活動内容：現在の主なプログラムは、「地球のための経済
プログラム」「国際プログラム」「コミュニティ・健康・環境
プログラム」の３つ。「国際プログラム」では、環境を考慮
した貿易・投資の国際ルールづくりに関する活動、世銀や
IMFなど国際金融機関の政策の環境面からの監視、グロー
バル企業の環境に関するアカウンタビリティ向上を促す活動
が、主な柱になっている。現時点では、APECに直接関係
する活動は行っていない。
機関紙：年３回発行のニューズマガジン "atomosphere"は、
会員のみに提供。会費は年間２５ドルから。最新号は、ホーム
ページよりダウンロード可（http : //www.foe.org/pub/at-
mospherespring２k.pdf）。またこのほかに、会員になる
と希望すれば、月２回、EarthFocus Online というアクショ
ン・アラート（議会や企業などに対する抗議行動の呼びかけ
やお知らせ）をEメールで受け取ることができる。
主な出版物：州別に見た、政府の政策の環境面からの分析・批
判が中心。ホームページから購入可能（http : //www.foe.
org/cgi/store/commerce.cgi?product＝Publications
&cart_id＝３９２２６９_２５４１７）。グローバルな題材を扱う、近年
の出版物には次の冊子などがある。

－"The IMF : Selling the Environment Short",２０００.

■

組織名：Natural Resources Defense Council (NRDC)
住所：４０West２０th Street, New York, NY１００１１,
UNITED STATES
電話番号：+１(２１２)７２７-２７００
FAX：+１(２１２)７２７-１７７３
E-mail：nrdcinfo@nrdc.org
URL：http : //nrdc.org/
設立年：１９７０年
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組織の目的・沿革：NRDCは、地球上の野生生物や原生林を
保護することと、すべての生物にとって安全かつ健康的な環
境を保護することを目的に設立された環境NGO。全米で５０
万人を超す会員を持ち、年間予算は３３００万ドルあまり。政策
提言やアドボカシー活動を行なったり、訴訟を起こしたりす
るなど法的な手段もとる。
主な活動内容：主要プログラムはつぎの７つ。

大気・エネルギープログラム、健康プログラム（安全な飲
料水の確保、農薬や化学薬品に関する問題を扱う）、国際プ
ログラム、土地（保全）プログラム、核兵器プログラム、都
市部プログラム、水質・海岸プログラム。
機関紙：季刊の "The Amicus Journal"は、会員は無料（年
会費１５ドル）、会員以外は、年間１２ドルで定期購読できる。
購読申し込みは、Eメール（amicus@nrdc.org）にて可能。
バックナンバーは、１冊５ドルで購入できる。申し込みは郵
便で。なお、最新号はweb上でも閲覧できる（http : //www.
nrdc.org/amicus/f-ami.htm）。
また会員になると、隔週、Eメールで情報を受けることが

できる。
主な出版物：出版物のリストがweb上に掲載されている
（http : //www.nrdc.org/publications/default.asp#leg-
islation）。一部の出版物は、全文をweb上で閲覧すること
ができる。印刷物は、郵便で購入を申し込む。詳細はホーム
ページを参照のこと（http : //www.nrdc.org/publica-
tions/order.asp）。

－"Environmental Priorities for the World Trading Sys-
tem : Recommendations to the WTO Committee on
Trade and Environment". NRDC. J１９９５.（印刷物でのみ提
供）

－"Biodiversity Flashpoints in the Americas : Test
Cases for the Summit Conference on Sustainable
Development". NRDC.１９９６.（印刷物でのみ提供）

－"Defending the Earth : Abuses of Human Rights and
the Environment". Human Rights Watch/NRDC.１９９２.
（印刷物でのみ提供）
－"Hostile Environment : How Activist Federal Judges
Threaten Our Air, Water, and Land. NRDC, Alliance
for Justice, Community Rights Counsel".２００１.（web、
印刷物両方で提供）ほか。

■

組織名：Pacific Economic Co-operation Council（PECC）
住所：The PECC International Secretariat, ４ Nassim
Road, Singapore２５８３７２

電話番号：+６５７３７-９８２３
FAX番号：+６５７３７-９８２４
E-mail：peccsec@pacific.net.sg
URL：http : //www.pecc.net
設立年：１９８０年
組織の目的・沿革：PECCは、アジア太平洋地域における経
済発展の促進を目的とする域内協力と政策調整のための地域
フォーラムである。
１９８０年、当時の日本の大平首相とオーストラリアのフレー

ザー首相の呼びかけで、オーストラリア・キャンベラにてP
acific Community Seminar が開催され、アジア太平洋地
域における経済協力と市場統合の促進のために、政府の公式
な政策や政府間の関係にとらわれない、政府、企業、研究機
関の３者によるパートナーシップを組むことが採択された。
これがPECCの前身となった。
現在、アジア太平洋の２５の国と地域で国別に委員会が構成

され、それぞれの委員会は、政府、企業、研究機関の３者
から成っている。協力分野として、経済、環境、社会、科
学、経営を掲げ、研修や研究支援などを通じた人材育成に
も着目している。そして、天然資源の貿易と開発、産業調
整、自由かつオープンな貿易と投資の拡大、輸送と通信の
拡張における一層の協力が、太平洋地域全体の生活水準の
向上に寄与すると主張する。

PECCは、１９８９年のAPEC設立以来、同機関の唯一の非政
府の公式オブザーバーとして、APECの首脳会議や各種ワー
キング・グループに、情報提供や情報分析を行なっている。
またAPECの正規のプロセスにおいて、民間セクターとの
橋渡し役を果たしている。

主な活動内容：APECにおける政策研究や公式会議への参加、
APEC閣僚との意見交換、APECのワーキング・グループ
とのセミナーの開催、アジア太平洋地域におけるトレンド
全般および分野別の概要の公表・分析など。

機関紙：公式ニューズレター "PECC LINK"。バックナンバー
は、ホームページよりダウンロード可(http : //www.pecc.
net/issuespaper_pecclink.htm)。
また、電子ニューズレター"PECC E-Newsletter "が

"PECC LINK"を補完するものとして隔週発行され、会員に
はメーリングリストにて配布されている。バックナンバーは
ダウンロード可(http : //www.pecc.net/publications_in-
dex.htm.)。問い合わせは、Director of Publications &
Public Affairs, PECC International Secretariat,４Nas-
sim Road, SINGAPORE２５８３７２(Tel.+６５７３７９８２２/３Fax.
+６５７３７９８２４), Email : Jessica_yom@pacific.net.sg まで。

主な出版物：団体の総合パンフレットは事務局に問い合わせて
取り寄せることができる（peccsec@pacific.net.sg）。ま
た、各会議の報告書、フォーラムのペーパー、タスク・フォー
スや国別委員会の刊行物は、ホームページより申し込み・
購入可能（http : //www.pecc.net/publications_index.
htm)。書籍についてもホームページより申し込み・購入可
能（http : //www.pecc.net/bookstore_i.htm）。以 下 は、
最近の刊行物の一例。

－"Issues@PECC"；PECCの諸会議に提出される、政策提
言書シリーズ。２０００年５月ブルネイ・ダルサラームで開催さ
れた貿易政策会議に用意された、"The Millennium Trade
Agenda For The Asia-Pacific : Responding To New
Challenges And Uncertainties"など。

－" Pacific Economic Outlook-Structure Project :
Productivity Growth and Industrial Structure in the
Pacific Region (Background Papers)". A publication
by the PECC Pacific Economic Outlook-Structure
Project. Edited by Prof. Akira Kohsaka and published
by the Japan Committee for Pacific Economic Out-
look in June２０００.

－"Pacific Economic Outlook :２０００-２００１". Edited by Pro-
fessor Ross Garnaut, PEO Forecast Coordinator.
Published by Australian Pacific Economic Coopera-
tion Committee. 地域経済予測。

■

組織名：United States National Committee for Pacific
Economic Cooperation（US-PECC）
住所：１８１９L Street NW, Second Floor
Washington, D.C.２００３６, U.S.A.

電話番号：+１(２０２)２９３-１０９３
FAX番号：+１(２０２)２９３-１４０２
E-mail：markb@pecc.org(Executive Director, Mark
Bothwick)
URL：http : //www.pecc.org/ie.html
設立年：１９８４年
沿革：１９８４年９月、シュルツ国務長官の提唱により、レーガン
大統領がPacific Economic Cooperation Council（PECC）
のアメリカ代表をUS-PECCとする旨の発表をし、US-
PECCが発足。
組織の目的：
PECCのアメリカ代表として、以下の活動を行なう。
（１）APECおよびPECCの各種プログラムへのアメリカ

企業の参加の橋渡し
（２）アメリカの企業セクターの、APECのフォーラムへの

参加の調整
（３）APECの各種プロジェクトへアメリカ代表としての参
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加
（４）アメリカ経済とアジア太平洋地域経済の関係について

の情報およびアドバイスの提供
主な活動内容：US-PECCは、APECおよびPECCのフォー
ラムにおいて、アメリカ企業の利益が反映されるよう働きか
けることを任務とする。US-PECCの会員は、APECおよ
びPECCの国際会議、プロジェクト、共同研究などを通じ
て、各国のカウンターパートと直接折衝する。ただし会員は
US-PECCの選出委員会により、推薦、選出された者に限
られる。
主な出版物：出版物の問い合わせは、PECC国際事務局
（peccsec@pacific.net.sg）まで。
－"Financial Markets in the Asia Pacific" Proceedings
of the Fifth Chicago Symposium, May１８-１９,１９９５. Pub-
lished by United States National Economic Co-
operation Council,１９９５.

■

組織名：Global Trade Watch
住所：１６００２０th Street, NW, Washington, D.C.２０００９,
UNITED STATES
２１５Pennsylvania Ave. SE,３rd floor, Washington, D.C.,
２０００３, UNITED STATES
電話番号：
FAX番号：+１(２０２)５４７-７３９２
E-mail：gtwinfo@citizen.org
URL：http : //www.tradewatch.org
設立年：１９９３年
組織の目的・沿革：Global Trade Watch は、１９７２年にラル
フ・ネーダーによって設立された消費者団体Public Citizen
の事業部の一つ。全米で唯一、グローバル化問題を専門に扱
う組織である。「一般市民に対し、現在のグローバル化のモ
デルが、不可避なものではなく、また一般に指示されている
ような『自由貿易』でもないことを明白にする」ことを目的
とし、保健・医療、治安、環境保全、経済的公正、民主的・
透明性の高い政治など、グローバル化に関連する問題につい
て、市民の意識を高める活動を行なっている。
主な活動内容：グローバル化を促すメカニズムやそれらを決
定・実施する過程に対する、国内外のキャンペーンの企画・
展開。マスコミや一般市民、政策立案者のための貿易および
グローバル化に関する教材の出版、草の根プログラムによる
一般市民の啓蒙活動など。特に、WTOは現在のグローバル
化モデルの主要なエンジンであるとして、現在は反WTOの
活動に重点を置いている。たとえば１９９９年シアトルで起きた
WTOへの抗議行動では中心的な役割を果たし、その後１年
間にわたるWTO拡大反対の国際的なキャンペーンなどの活
動を展開。最近は、中国のWTO加盟に対する反対運動を行
なっている。そのほか、貿易に関する国際的合意の決定過程
をより民主的に行なうよう連邦政府に働きかけたり、GATT
やNAFTAなどグローバル化を促す提案について一般市民
に分かりやすく情報提供したり、FTAAや IMFなど投資の
規制緩和のための枠組みの動きを追ったりしている。またア
メリカ－アフリカ間貿易政策に関して、国際ルールにエイズ
の予防・治療や債務軽減などの対策とのバランスという視点
を取り入れるよう、働きかけている。
機関紙：隔月情報誌 "Harmonization Alert"。ホームページ
よりダウンロード可(www.harmonizationalert.org)。バッ
クナンバーも一部ダウンロード可(http : //www.citizen.
org/pctrade/harmonizationalert/issues.htm)。それ以
外のバックナンバーおよび郵送・E-mail による購読（無
料）についてはDion Casey（dcasey@citizen.org）また
はMary Bottari (mbottari@citizen.org)まで。もしくは
電話（（２０２）５４６-４９９６）にて問い合わせること。購読申し込
みはホームページからもできる（http : //www.citizen.org
/pctrade/harmonizationalert/listserv.htm）。

主な出版物：購入可能。申し込みは、Public Citizen 出版部、
+１(２０２)５８８-１０００まで。書籍のリストは、ホームページを参

照 の こ と（http : //www.citizen.org/pctrade/publica-
tions/gtwpubs.htm）。

－ "WHOSE TRADE ORGANIZATION ? Corporate
Globalization and the Erosion of Democracy" Pref-
ace by Ralph Nader ; By Lori Wallach and Michelle
Sforza, Public Citizen's Global Trade Watch,１９９９.

－"The MAI Shell Game"…web 上に掲載(http : //www.
citizen.org/pctrade/Shell_Game/Cover.htm/)。WTO、
FTAA、IMF、APECなどについての解説、グローバル・ト
レード・ウォッチの見解、取るべき行動などについて記載。

－"The New Protectionism, Protecting the Future
Against Free Trade" by Tim Lang & ColinHines, New York
Press,１９９３.

■

組織名：National Center for APEC
住所：２２００Alaskan Way, Suite４２０, Seattle,
WA９８１２１-１６８４, UNITED STATES

電話番号：+１(２０６)４４１-９０２２
FAX番号：+１(２０６)４４１-１００６
E-mail：ncapec@ncapec.org
URL：http : //www.ncapec.org/Body.htm
設立年：１９９３年
組織の目的・沿革：

National Center for APECは、①アメリカの民間セク
ターとAPEC政府代表の橋渡し、②アメリカのAPECへの
関与を高めること、③APECがアメリカの経済や社会にも
たらす恩恵について、一般市民の理解を促すことを目的とす
る民間非営利団体である。１９９６年にAPEC Business Advi-
sory Committee (ABAC)が設立されてからは、そのアメ
リカ代表のための事務局ともなっている。
ABACは、１９９５年のAPEC会議において、ABACの前身

であるPacific Business Forumで「APECでの行動計画
の決議において、民間セクターの声が大きな役割を果たすべ
きである」という提言が出されたことを受けて設立された、
民間の諮問機関。「金融・投資・インフラストラクチャー」「経
済と技術協力」「（人・物資・資金・情報などの）国際的なフ
ロー」の３つの部会を持つ。メンバーは各国の代表で構成さ
れ、初代のアメリカ代表は当時のクリントン大統領により任
命された。２０００年８月現在のABACアメリカ代表は、Paul
Y. Song（ARIS Corporation）、Ernest Micek（Cargill,
Incorporated）、Seymour Sternberg（New York Life）
の３名。
主な活動内容：
・アメリカのビジネス界がAPECおよびABACに連絡したり、
接触したりする際の窓口の役割を果たす。

・ABACに関する書類、公式文書、議事録などの文書管理を
行なう。

・APECおよびABACの議題に関連するトピックについて、
アメリカの企業やNGOから情報、意見、アドバイスなどを
受ける必要が生じた際に、経営幹部円卓会議（Executive
Roundtable）を開催し、そこでのインプットをABACア
メリカ代表に提供する。

・ABACアメリカ代表が報告書など各種文書を作成する際、
専門の政策スタッフを派遣し、支援する。

・アメリカ企業のAPECへの支持基盤の拡大のため、各種
フォーラムや広報活動を行なう。

・メディアやスピーチ、カンファレンスやセミナーへの参加を
通じて、一般市民に広報活動を行なう。
機関紙：なし
主な出版物：なし

■

組織名：Focus on Global South
住所：Focus on the Global South, c/o CUSRI, Wisit
Prachuabmoh Building, Chulalongkorn University,
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Bangkok-１０３３０, Thailand
電話番号：+６６(２)２１８-７３６３/７３６４/７３６５
FAX番号：+６６(２)２５５-９９７６
E-mail：admin@focusweb.org
URL：http : //focusweb.org
設立年：１９９５年
組織の目的・沿革：バンコクにあるチュラロンコン大学社会研
究所(CUSRI)の、自治権をもつ政策研究・活動プログラム
のひとつであるフォーカス・オン・グローバル・サウスは、
「冷戦後、人々は共産主義国家体制に戻ることはもはや望ま
なくなったが、グローバル化によって南北間の貧富の格差が
拡大するなか、経済発展の担い手であり貧困層の保護者であ
るべき国家は、特にアジア太平洋地域において、急進的な自
由市場主義経済政策と IMFや世界銀行の構造改革融資によ
り、それだけの力を失ってしまった」との認識をもち、地域
社会と、国家、地域、世界の変化のパラダイムを明らかにし
て一貫性をもたせるようにしていくこと、また草の根レベル
とマクロレベルの経済発展を直結させることを目的としてい
る。
活動地域は主にアジア太平洋地域だが、アフリカ、ラテン

アメリカ、カリブ諸国、先進国の南北問題に取り組む人々と
もネットワークを持つ。
現在、活動には４つの大きなテーマを掲げている。すなわ

ち、「貿易・投資・経済の自由化とWTO、IMF、APECな
ど国際機関」「安全保障と紛争」「国家・市場・市民社会」「文
化とグローバル化」である。
機関紙：月刊のインターネット会報として、貿易・金融をテー
マとする"Focus-on-Trade"、アジア太平洋地域の安全保障
をテーマとする "Focus-on-Security"、フォーカス・オン・
グローバル・サウスのフィリピン事務局が発行する "Focu
s on the Philippines"の３つがある。最新号、バックナン
バーともホームページよりダウンロード可(http : //www.
focusweb.org/publications/Bulletins/Fot_index.
htm、http : //www.focusweb.org/publications/Bul-
letins/Fos_index.htm、http : //www.focusweb.org/
pub-lications/Bulletins/fop_index.htm)。定期購読の申
し込みもweb上でできる(無料)。
主な出版物：出版物のリストはホームページ（http : //www.
focusweb.org/publications/books％２０index.htm）を
参照のこと。

－The Global Series from ZED Books…フォーカス・オン・
グローバル・サウスはこのシリーズの参加NGOのひとつ。
注文は、ZED Books(sales@zedbooks.demon.co.uk、
+４４(０)１７１８３７４０１４、郵便での注文はZed Books,７Cynthia
Street, London N１９JF)まで。

－"Hungry for Trade ; How the poor pay for free mar-
ket", by John Madeley.

－"Rethinking Globalization ; Critical issues and policy
choices", by Martin Khor,２００１.

－"The Myth of Development ; The non-viable econo-
mies of the２１st century", by Oswaldo De Rivero など。

－“The Future in the Balance ; Essays on Globaliza-
tion and Resistance", by Walden Bello…注文は、LPC
Group（１４３６West Rudolph Street, Chicago. IL６０６０７)

電話 : (８００)２４３-０１３８,６２６-４３３０、Fax : (８００)３３４-３８９２、http : //
www.lpcgroup.com/）まで。

－"２０００: The year of global protest against globaliza-
tion", by Walden Bello ほか、記事多数。一覧は、ホーム
ページ（http : //www.focusweb.org/publications/２００１
/publications＿２００１＿index.htm）を参照のこと。

■

組織名：Mobilization for Global Justice（MGJ）
住所：c/o AFSC DC,１３２８Florida Ave. Washington, D.C.
２０００９, UNITED STATES
電話番号：+１(２０２)２６５-７７１４
E-mail：info@globalizethis.org

URL：http : //a１６.org/
設立年：１９９９年
組織の目的・沿革：MGJは、２０００年４月にワシントンで開催
された世界銀行(以下、世銀)および IMFの総会に際して抗
議行動を組織するために設立された、反グローバル化の活動
を行なうアメリカ内外の個人および団体の連合体。全米各地
にて、反グローバル化の考え方を一般市民に知ってもらい、
行動を起こすことを呼びかけるキャラバンなども行なってき
た。現在は、２００１年９月２８日から１０月４日まで開催される世
銀・IMFの総会に対する抗議行動を準備している。また行
動指針として、非暴力主義であることを明確に打ち出してい
る。
主な活動内容：２００１年９月２３日から１０日間を "Global Jus-
tice Week : Another World Is Possible"として、世銀・
IMFの総会が開催されるワシントンで、デモ行進や一般市
民に対する啓蒙活動、世銀や IMFの政策に対する対案の提
示、路上演劇などの抗議行動を主催する予定。また、抗議行
動を行なう個人や団体に対する支援として、会期中の宿泊施
設や集会場所の手配、法的支援、医療支援なども提供する。
今回の世銀・IMFの総会に際しては、次の４つの要求を

掲げている。（１）すべての会議をメディアや一般市民に公開
すること。（２）貧困国の債務を帳消しにし、世銀や IMFは
自らの資金によって補填すること。（３）人々の食物、清潔な
水、教育へのアクセスや団体活動を行なう権利を阻害するよ
うな、すべての世銀および IMFの政策を終わらせること。
（４）石油、ガス、鉱業など、社会、環境に破壊的影響を及ぼ
す、すべての世銀の支援と、人々に強制移住を強いるダムな
どのプロジェクト支援を終了させること。
（しかし、米国の同時多発テロ後、MGJは、計画してい
た一連の抗議行動を取りやめ、デモを延期、同時期に実施さ
れる他団体の啓蒙活動の共催などに今回は活動を変更するこ
とに決定した。）
機関紙：特になし。会員制をとっていないが、会期中のワシン
トンでの行動を呼びかけている。ワシントンでの抗議行動に
関する広報用資料のパッケージは、ホームページよりダウン
ロードできる（http : //www.september３０.org/s３０/fea-
ture.cfm?ID＝１５６）。

主な出版物：ホームページより申し込みができる（http : //
www.september３０.org/s３０/bookstore.cfm）。

－"World is Not For Sale", by Jose Bove,２００１.
－"No Logo", by Naomi Klein,２００１.
－"Moving Forward", by Michael Albert ,２００１.
－"Democratizing the Global Economy－The Battle
Against the World Bank and the IMF", by Edited by
Kevin Danaher,２００１.

－"Biopiracy", by Vandana Shiva,１９９７.
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CPAS
コレクション紹介

環太平洋の「多民族国家」における移民・エスニック問題
―CPASコレクションを通してみる研究動向
環太平洋の「多民族国家」、とりわけアメリカ、オーストラ

リア、カナダの三国における移民・エスニック問題は、CPAS
がこれまで重点的に蔵書を拡充してきたテーマの一つである。
各国がそれぞれ特有の問題を抱える一方で、アジア系移民の増
加と反アジア系感情、９.１１以後のアラブ系への偏見や差別、移
民政策の右傾化等の共通の問題も抱えている。一方で、最新の
研究はどのような移民・エスニック問題の全体像を我々に提示
しているのであろうか。以下、今年度までに『アジア太平洋地
域の構造変動における米国の位置と役割に関する総合的研究』
プロジェクト等を通して、当センターが購入した北米及びオー
ストラリアの移民・エスニック問題・多文化主義政策に関連す
る文献について項目別にリストアップし、主なものに紹介つい
てすることとしたい。

Ⅰ辞典・概説
１ James Jupp ed. The Australian People : An

Encyclopedia of the Nation, its People and Their
Origins. Cambridge University Press, ２００１.

２ Kate Walsh, The Changing Face of Australia : A
Century of Immigration１９０１-２０００. Allen & Unwin,
２００１.

Ⅱ移民・難民問題全般・多文化主義政策
１ Ann-Mari Jordens, Alien to Citizen : Settling

Migrants in Australia,１９４５-７５. Allen & Unwin,１９９７.
２ Boris Frankel, When the Boat Comes in :

Transforming Australia in the Age of Globalisation.
Pluto Press,２００１.

３ Cheryl Shanks, Immigration and the Politics of
American Sovereignty, １８９０-１９９０. University of
Michigan Press,２００１.

４ Don McMaster, Asylum Seekers : Australia's
Response to Refugees. Melbourne University
Press,２００１.

５ George J. Borjas, Heaven's Door : Immigration
Policy and the American Economy. Princeton
University Press,１９９９.

６ Ghassan Hage ed. Arab-Australians Today :
Citizenship and Belonging. Melbourne University

Press,２００２.
７ Michael LeMay and Elliott Robert Barkan eds. U.S.

Immigration and Naturalization Laws and Issues :
A Documentary History. Greenwood Press,１９９９.

８ Public Papers of the Presidents of the United
States, Harry S. Truman : Containing the Public
Messages, Speeches, and Statements of the
President. United States Govt. Print. Off.

※ ３はアメリカの移民政策変遷の要因を主権と対抗軸という
二項対立で分析したもの。例えば、第二次世界大戦後初め
ての大きな移民法改正となった１９５２年法については、イン
ターナショナリズムと孤立主義という対立軸で成立の説明
を試みている１。また、トルーマン大統領の移民政策への
関与の軌跡については、８を参照。

※ ５は従来の家族枠を中心とした移民受け入れは、経済的に
「割に合わない」という持論を、様々な統計資料から解析
する著作。著者のBorjas は移民政策についての各方面
での提言が注目される人物。外国人学生の入国規制と、
個人の技能や言語能力等を重視したカナダやオーストラ
リアを真似た「ポイント・システム」への移行を唱える２。

※ ６はアラブ系移民（特にレバノン系）の歴史と現状につい
て、様々な角度から検証を行っている。本書は２００２年に刊
行されているが、補遺として９.１１とオーストラリアでのア
ラブ系への影響が分析されている。特に、アラブ・ムスリ
ム対アメリカ（西欧）の緊張により、アラブ系移民のグロー
バルネットワークそのものが、テロリストを醸成し移植す
る危険な手段として見なされていることに強い警鐘を鳴ら
している３。９.１１以後のアメリカでは外国人への取り締ま
りが明らかに強化されている。テロリストが学生や移民と
して入国することへの過剰ともいえる反応はアメリカ国内
のみならず、オーストラリアにおいても深刻であることが
示唆される。

Ⅲアジア系移民・難民
１ David Walker, Anxious Nation : Australia and the

Rise of Asia, １８５０-１９３９. University of Queensland
Press,１９９９.

２ James E. Coughlan and Deborah J. McNamara
eds. Asians in Australia : Patterns of Migration
and Settlement. Macmillan Education Australia,
１９９９.

３ Henry Yu, Thinking Orientals : Migration, Contact,
and Exoticism in Modern America. Oxford Uni-
versity Press,２００１.

４ Laksiri Jayasuriya and Kee Pookong, The
Asianisation of Australia? : Some Facts about the
Myths. Melbourne University Press,１９９９.

５ Patrick Weller, Australia's Mandarins : the Fank &
the Fearless? Allen & Unwin,２００１.

６ Robert G. Lee, Orientals : Asian Americans in
Popular Culture. Temple University Press,１９９９.

７ Sunaina Maira, Desis in the House : Indian
American Youth Culture in New York City.
Temple University Press,２００２.

※ ３は当センターにおいて２００２年１２月にセミナーを開催した、
新進気鋭のアジア系移民史家Henry Yu 氏の著作。「オリ
エンタル」に関する「知」がアメリカの社会科学者の間で
どのように生産・再生産されてきたのか詳述している。

※ ４の著者 Jayasuriya はアジア系オーストラリア人（特
にインド系）に関する研究者である。同化しない移民集団
というアジア系移民への過ったイメージを覆す、アジア系
移民に関する様々なデータを提示し、反アジア系と反多文
化主義の動きを「新たな人種差別主義」として批判する４。

※ 一方、７はニューヨークおけるインド系若者文化について
の最新の著作である。最近のアメリカへの移民全体のうち
インド系の占める割合は、メキシコに次いで２番目に多い５。
しかるに、大規模な移民の歴史が新しいこともあって、ア
メリカにおけるインド系移民についての包括的な研究はま

50



だまだ少ないのが現状である６。

Ⅳ人種差別
１ Alexander Alland, Race in Mind : Race, IQ, and

Other Racisms. Palgrave MacMillan,２００２.
２ Elise Lemire, "Miscegenation" : Making Race in

America. University of Pennsylvania Press,２００２.
３ Jon Stratton, Race Daze : Australia in Identity

Crisis. Pluto Press,１９９８.
４ Tony Abbott et al. Two Nations : the Causes and

Effects of the Rise of the One Nation Party in
Australia. Bookman,１９９８.

５ Raymond Evans, Fighting Words : Writing about
Race . University of Queensland Press,１９９９.

６ W. Peter Ward, White Canada Forever : Popular
Attitudes and Public Policy toward Orientals in
British Columbia. ３rd ed. McGill-Queen's Univer-
sity Press,２００２.

※ ４は、ポーリン・ハンソンとワン・ネイション党の動き、
すなわち、１９９６年に起きた「ハンソン論争」を地元クイー
ンズランド州の政治風土や支持者層の心理等の様々な角度
から分析を試みた論文集である。２００３年現在ではハンソン
自身及び、ワン・ネイション党の影響力はほぼ消滅した。
しかしアジア系難民や移民の急激な増加によって反移民感
情は燻りつづけている。一連の「ハンソン論争」がオース
トラリアの極右集団の活動を活性化させたとも言われてお
り、予断を許さない状況である。７

Ⅴ各国の比較
１ Andrew Armitage, Comparing the Policy of

Aboriginal Assimilation : Australia, Canada, and
New Zealand. UBC Press,１９９５.

２ Freda Hawkins, Critical Years in Immigration :
Canada and Australia Compared. ２nd ed. McGill
-Queen's University Press,１９９１.

３ Kay Saunders and Roger Daniels eds. Alien
Justice : Wartime Internment in Australia and
North America. University of Queensland Press,
２０００.

４ Mark Lopez, The Origins of Multiculturalism in
Australian Politics １９４５-１９７５. Melbourne Univer-
sity Press,２０００.

５ Tim Beal & Farib Sos Wellington, Astronauts from
Taiwan : Taiwanese Immigration to Australia and
New Zealand and the Search for a New Life.
Asia Pacific Research Institute,１９９９.

※ カナダで白人を優遇する人種差別的移民政策が変換された
のは１９６２年のことであり、一方オーストラリアでは１９７３年
であった。２はこの１９６０年代から７０年初頭にかけての変換
期における、カナダとオーストラリア各政府の移民社会の
ビジョンや審議内容を一次資料として検討している。

※ ３は北米（アメリカ合衆国及びカナダ）における第二次世
界大戦時の日系人収容問題と、オーストラリアにおける第
一次・第二次世界大戦時のドイツ系等の外国人収容につい
て比較的見地から分析した１４章からなる論文集である。
１９９９年に発行された本著は外国人と司法の役割を考える格
好の事例研究である。序文においてDaniels は歴史学者
の常として「予言」を避けつつも、「『正しい』挑発―今日
ではテロリズムがそれであろう―とこれまでと同様の『政
治指導力の欠如』が見られる状況になれば、大規模収容と
民族迫害が起こりえる」と指摘する８。この指摘が「現実」
になってしまった今日、我々が学ぶべき歴史の教訓は余り
に大きい。

※ ４の中で Lopez は、オーストラリアの多文化主義政策の
胎動期において、多文化主義の原型(proto multi-
culturalism)形成に大きな影響力を与えたのは、アメリ
カ合衆国の公民権運動やベトナム反戦運動であったと分析
する。学生運動やベトナム反戦運動に関わった多くの有識

者こそが、後に多文化主義を推進する中心的な役割を果た
すこととなる９。一方、多文化主義への移行を同時期に果
たしたカナダの動向はオーストラリアにおいて大きな関心
を呼ばなかったという指摘は興味深い１０。

※ ５は中国系移民の中の下位集団として取り扱われることの
多い、台湾からの移民に焦点を当てている。本書の指摘の
中で興味深い点は、オーストラリアとニュージーランドと
の間の移民の流動性である。ニュージーランドへの移民は、
その後多くがオーストラリアへ移住するという１１。この実
証研究は、現代の移民の流れがA国からB国へという、
二国間の単線では描けないことを明らかにしている。

以上、環太平洋の「多民族国家」における移民・エスニック
関連購入文献を紹介してきた。紙幅の都合により全ての文献を
紹介できなかったが、今後も多くの研究者や学生にこれらの蔵
書が活用されるように、蔵書のPRをしていく所存である。ま
た、オーストラリアからの客員教授とも連携しながら、今後は
書籍のみではなくビデオ等の映像資料の拡充にも努めていきた
いと考えている。本リストが環太平洋「多民族国家」の移民・
エスニック問題研究の発展の一助となれば幸いである。

菅（七戸）美弥
（東京大学）

１ Shanks, pp.９６-１４３.
２ Borjas の主な論文についてはホームページからダウンロードすること

が可能である。http : //www.borjas.com/
３ Hage, p.２４３.
４ Jayasuriya and Pookong, pp.８３-８４.
５ ２００１年のインド系移民総数は７０２９０人、全体に占める割合は、６.６％であ

る。インド、中国、フィリピンが最近のアジア系移民送り出しの３大国
である。http : //www.ins.usdoj.gov/graphics/aboutins/statistics
/IMM２００１.pdf

６ その他のCPAS所蔵文献としては、Jean Bacon, Life Lines : Com-
munity, Family, and Assimilation among Asian Indian Immi-
grants. Oxford University Press,１９９６. インド系移民に関する二
次資料の多くは雑誌論文を参照することとなるが、同時にインターネッ
ト上の情報も活用すると良いだろう。例えば、在米インド大使館のサイ
トはアメリカにおけるインド系移民の活躍等の様々な最新情報を提供し
ている。http : //www.indianembassy.org/ind_us/

７ １９９９年６月３日の朝日新聞には、KKKがニューサウスウェールズ、ビ
クトリア、クイーンズランドの３州に支部を結成したという記事が掲載
されているが、KKKオーストラリア支部の会員の多くは、ワンネイショ
ン党支持者と思われる。

８ Saunders and Daniels, xix.
９ Lopez, pp.７０-７２.
１０ Ibid, p.７１.
１１ Beal and Wellington, p.１６.
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APEC Collection
データベースについて

米国太平洋変動科研では、１９７０年から１９９７年にかけての米国
議会委員会資料の中からAPEC加盟諸国を中心とした対アジ
アおよび太平洋政策に関連する部分のマイクロ形態の資料を大
型コレクションとして購入した。APEC Collection と称する
このコレクションは既存のパッケージを購入したのではなく、
本科研メンバーによりセレクト１されたオリジナルコレクショ
ンである。米国議会委員会から刊行された膨大な報告書、文書、
公聴会議事録、委員会配付物などの資料の中から専門研究者の
手によって的を絞ってセレクトされたこのコレクションは、お
よそ過去３０年にわたる米国の対アジアおよび太平洋地域への政
策方針を知るうえでの有益な資料となるだろう。
本科研では、このオリジナルコレクションのインデックス２

を広く一般に公開するためのデータベースシステムを構築し、
インターネット３を通じて公開している。現在公開されている
のは、１９７０年～１９９７年にかけてのデータであるが、後から購入
した１９９８年分のデータも追加される予定である。
また本科研のAPEC研究プロジェクトの一環として、

American Foreign Policy and Treaty Index およびPublic
Papers of the Presidents of the United States の中か
ら、APECに関係する１００程度の重要度の高いトピックのセレ
クトと、そのインデックスの作成を行った。これらの作業は、
APECについて興味を持たれる一般の研究者・社会人や、こ
れからAPECについて研究をはじめようとする学生を対象に、
研究の足がかりとなるデータベースを作ることを目的に行われ
たものである。このトピックの選択とインデックス作成は、国
際関係論を専門とする博士課程の大学院生が行っており、信頼
性の高いデータとなっている。一般の利用者も対象としている
ことから、英語版と並んで日本語版のインデックスの作成も同
時に行った。このデータベースも上述のAPEC Collection
データベースと並んでインターネット上で公開している。
なおAPEC Collection そのものについては、東京大学アメ

リカ太平洋地域研究センター図書室に所蔵されており、セン
ター図書室利用資格者４であれば誰でも閲覧することが可能で
ある。

宮内 智代
（東京大学）

１ 具体的には１９７０年以降の米国議会委員会資料の網羅的な Index である、
CIS Masterfile２からセレクトされた。

２ 一部の資料については、アブストラクトも提供している。データについ
ては資料の販売元であるCIS社から許可を得、代理店の丸善より提供
されたデータを使用している。

３ URL http : //www.cpas.c.u-tokyo.ac.jp/cis/
４ 資格については、センター図書室HPを参照。URL http : //www.cpas.

c.u-tokyo.ac.jp/lib/
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班 group 氏名 name 所属 分担

1.総括班 General Administration and Research

代表者 油井大三郎 Yui Daizaburo 東京大学 領域代表者・米国・アジア太平洋関係史

遠藤泰生 Endo Yasuo 東京大学 事務局責任者・太平洋観念史

児玉文雄 Kodama Fumio 東京大学 技術ネットワーク構築・日米科学技術相互学習プロセス

橋本毅彦 Hashimoto Takehiko 東京大学 技術ネットワーク構築・米国科学技術史

ホーンズ、シーラ Hones Sheila 東京大学 海外研究交流広報・文化地理学

矢口祐人 Yaguchi Yujin 東京大学 海外研究交流・博物館と太平洋表象

鶴木眞 Tsuruki Makoto 十文字学園女子大学 メディア分析

大庭三枝 Oba Mie 東京理科大学 データベース構築

中野聡 Nakano Satoshi 一橋大学 データベース構築・アジア太平洋研究機関の調査研究

寺地功次 Terachi Koji 共立女子大学 データベース構築・アジア太平洋に関するデータ収集・解析

宮内智代 Miyauchi Tomoyo 東京大学 事務総括

評価担当 嘉治元郎 Kaji Motoo 国際文化会館 評価担当者

本間長世 Honma Nagayo 学校法人 成城学園 評価担当者

阿部齋 Abe Hitoshi 放送大学 評価担当者

渡邊昭夫 Watanabe Akio 平和安全保障研究所 評価担当者

2.政治外交班 Political Science and Foreign Relations

代表者 五十嵐武士 Igarashi Takeshi 東京大学 計画研究代表者・アメリカ内政と外交の連関

大津留智恵子 Otsuru Chieko 関西大学 米国の国内政治

木宮正史 Kimiya Tadashi 東京大学 米国の韓国・朝鮮関係

酒井哲哉 Sakai Tetsuya 東京大学 日米関係

湯浅成大 Yuasa Shigehiro 東京女子大学 米国の中国・台湾関係

久保文明 Kubo Fumiaki 慶応大学 米国の対アジア太平洋政策の内政的背景

藤原帰一 Fujiwara Kiichi 東京大学 米国の東南アジア政策

岡山裕 Okayama Hiroshi 東京大学 米国の経済外交の内政的基盤

李鍾元 Lee Jong Wong 立教大学 米韓関係・東アジアの地域統合

3.安全保障班 Security Issues

代表者 山本吉宣 Yamamoto Yoshinobu 東京大学 計画研究代表者・国際安全保障政策

梅本哲也 Umemoto Tetsuya 静岡県立大学 米国の核政策の展開

木畑洋一 Kibata Yoichi 東京大学 アジア太平洋の安全保障体制の歴史と米国

古城佳子 Kojo Yoshiko 東京大学 米国の経済安全保障政策とアジア太平洋

田中明彦 Tanaka Akihiko 東京大学 米国のグローバルな安全保障政策

恒川惠市 Tsunekawa Keiichi 東京大学 ラテンアメリカの安全保障と米国

山影進 Yamakage Susumu 東京大学 東南アジアにおける安全保障と米国

倉田秀也 Kurata Hideya 杏林大学 北東アジアの政治

菊池努 Kikuchi Tsutomu 青山学院大学 アジア太平洋のレジーム形成

滝田賢治 Takita Kenji 中央大学 アメリカの対外関係

4.経済変動班 Economic Changes

代表者 渋谷博史 Shibuya Hiroshi 東京大学 計画研究代表者・米国経済・社会と財政

井村進哉 Imura Shinya 中央大学 米国金融とアジア太平洋

立岩寿一 Tateiwa Toshikazu 東京農業大学 米国農業とアジア大平洋

丸山真人 Maruyama Makoto 東京大学 米国・アジア太平洋の経済システム

矢坂雅充 Yasaka Masamitsu 東京大学 米国の食料戦略と日本農業
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班 group 氏名 name 所属 分担

5.情報・社会変動班 Information and Social Changes

代表者 庄司興吉 Shoji Kokichi 東京大学 計画研究代表者・アメリカ発国際情報社会化

町村敬志 Machimura Takashi 一橋大学 情報化に伴う都市の発達と移民の出入・定着

水越伸 Mizukoshi Shin 東京大学 東アジアの情報化とデジタルメディア化

矢澤修次郎 Yazawa Shujiro 一橋大学 アメリカ社会の情報化と社会・地域変動

吉野耕作 Yoshino Kosaku 東京大学 アジア系移民と送り出し国のナショナリズム

吉見俊哉 Yoshimi Shunya 東京大学 情報革命の国際的波及と社会意識への影響

古城利明 Furuki Toshiaki 中央大学 世界システム論の整理と応用

山田信行Yamada Nobuyuki 帝京大学 情報産業の発展と国際分業の変化

6.文化接触・融合班 Cultural Encounters and Exchanges

代表者 瀧田佳子 Takita Yoshiko 東京大学 計画研究代表者・環太平洋地域の文化・ジェンダー研究

有賀夏紀 Aruga Natsuki 埼玉大学 ジェンダーおよび社会史研究

藤田文子 Fujita Fumiko 津田塾大学 日米の知的・文化的交流

能登路雅子 Notoji Masako 東京大学 米国の大衆文化とアジア太平洋への影響

廣部泉 Hirobe Izumi 北海道大学 日米間知識人の文化的交渉

恒吉僚子 Tsuneyoshi Ryoko 東京大学 米国とアジア太平洋の比較教育

7.生態系・環境保護班 Ecology and Environmental Protection

代表者 松原望 Matsubara Nozomu 東京大学 計画研究代表者・環境政策科学

北村喜宣 Kitamura Yoshinobu 上智大学 アメリカ環境法をめぐる政治文化分析

小宮山宏 Komiyama Hiroshi 東京大学 アジア太平洋の温暖化防止をめぐる地域協力分析

繁桝算男 Shigemasu Kazuo 東京大学 アジア太平洋地域の環境保護心理分析

細野豊樹 Hosono Toyoki 共立女子大学 日米の世論と環境政治分析

佐藤仁 Sato Jin 東京大学 ASEAN 地域における環境問題の地域研究

72


